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平成28年３月３日（木曜日）

午前10時１分開会

会議に付託された議案等

○議案第46号 平成27年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）

○議案第47号 平成27年度宮崎県開発事業特別

資金特別会計補正予算（第２号)

○議案第48号 平成27年度宮崎県公債管理特別

会計補正予算（第１号）

○議案第63号 県税の課税免除等の特例に関す

る条例の一部を改正する条例

○議案第67号 職員の給与に関する条例等の一

部を改正する条例

○議案第68号 議会の議員の給与等に関する条

例等の一部を改正する条例

○議案第75号 宮崎県住民基本台帳法施行条例

の一部を改正する条例

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

○総合政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・平成27年国勢調査（速報値）について

・平成25年度宮崎県県民経済計算について

・「東九州新幹線に関する大分県の発表」に係る

経緯と対応について

・祖母傾山系周辺地域のユネスコエコパークへ

の登録に係る申請書（案）の提出について

・宮崎県公共施設等総合管理計画（素案）につ

いて

・霧島山（えびの高原（硫黄山）周辺）の噴火

警報発表に伴う立入規制等について

・「南海トラフ地震における具体的な応急対策活

動に関する計画」に基づく宮崎県実施計画に

ついて

・宮崎県地域防災計画原子力災害対策編の修正

について

出席委員（８人）

委 員 長 清 山 知 憲

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 茂 雄 二

総合政策部次長
金 子 洋 士

（政策推進担当）

総合政策部次長
興 梠 正 明

（県民生活担当）

部参事兼総合政策課長 井 手 義 哉

秘 書 広 報 課 長 中 原 光 晴

広 報 戦 略 室 長 菊 池 修 一

統 計 調 査 課 長 奥 野 厚 子

総 合 交 通 課 長 野 口 和 彦

中山間･地域政策課長 石 崎 敬 三

フードビジネス
黒 木 義 博

推 進 課 長

生 活 ・ 協 働 ・
村 上 悦 子

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 壹 岐 幸 啓

文 化 文 教 課 長 神 菊 憲 一

人権同和対策課長 吉 田 信 夫

情 報 政 策 課 長 青出木 和 也

総務部

総 務 部 長 成 合 修

危機管理統括監 金 丸 政 保
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総 務 部 次 長
柳 田 俊 治

（総務･職員担当）

総 務 部 次 長
田 中 保 通

（財務･市町村担当）

危 機 管 理 局 長
郡 司 宗 則

兼危機管理課長

部参事兼総務課長 菓子野 信 男

防災拠点庁舎整備室長 丸 田 勉

部参事兼人事課長 片 寄 元 道

行 政 経 営 課 長 吉 村 久 人

財 政 課 長 阪 本 典 弘

税 務 課 長 髙 林 宏 一

部参事兼市町村課長 平 原 利 明

総務事務センター課長 中 原 順 一

消 防 保 安 課 長 都 原 誠 一

会計管理局

会 計 管 理 者 舟 田 美揮子

会計管理局次長 酒 井 正 英

局参事兼会計課長 井 上 直 三

人事委員会事務局

事 務 局 長 亀 田 博 昭

総 務 課 長 藪 田 亨

職 員 課 長 和 田 括 伸

監査事務局

事 務 局 長 小八重 英

監 査 第 一 課 長 青 山 新 吾

監 査 第 二 課 長 佐 野 由 藏

議会事務局

事 務 局 長 日 隈 俊 郎

事 務 局 次 長 奥 野 信 利

総 務 課 長 上 山 伸 二

議 事 課 長 亀 澤 保 彦

政 策 調 査 課 長 外 山 景 一

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山委員長 ただいまから総務政策常任委員

会を開会いたします。

本日の委員会の日程についてでありますが、

日程案につきましては、手元に配付のとおりで

ありますが御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、議案第67号及び第68号に対する人事委

員会の意見についてであります。

お手元に配付してある資料をごらんください。

これは地方公務員法第５条第２項の規定に基づ

いて、議会は人事委員会の意見を聞くこととなっ

ており、その回答でありますので参考にお配り

しております。よろしいでしょうか。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

ここで委員会の傍聴につきまして、お諮りい

たします。宮崎市の岩田さんほか１名から傍聴

の申し出がありました。議会運営委員会の確認

・決定事項に基づいて、許可することに御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、傍聴人の入室を許可

することといたします。

傍聴される方にお願いいたします。傍聴人は

声を出したり拍手をすることはできません。当

委員会の審査を円滑に進めるため、静かに傍聴
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してください。傍聴に関する指示には速やかに

従っていただくようお願いいたします。

それでは、本委員会に付託されました議案の

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○茂総合政策部長 おはようございます。総合

政策部でございます。本日は、どうぞよろしく

お願いいたします。

それでは、今回の委員会で御審議いただきま

す当部所管の議案等につきまして、その概要を

御説明いたします。

お手元にお配りいたしております総務政策常

任委員会資料をおめくりいただきまして、目次

をごらんください。

今回、総合政策部からお願いしております予

算議案は、議案第46号「平成27年度宮崎県一般

会計補正予算（第４号）」のほか、議案第47号「平

成27年度宮崎県開発事業特別資金特別会計補正

予算（第２号）」の２件であります。

右側の資料の１ページをごらんください。

総合政策部の平成27年度一般会計２月補正予

算額は、一般会計の表の一番下の合計欄にあり

ますように、合計で６億7,792万9,000円の減額

であります。これは、国庫補助決定、執行残等

に伴うものであり、この結果、補正後の一般会

計予算額は124億8,897万円となります。

また、宮崎県開発事業特別資金特別会計予算

につきましては、その下の表にありますよう

に1,560万4,000円の減額であります。これは、

一般会計への繰出額の確定などによるものであ

ります。この結果、補正後の開発事業特別資金

特別会計予算額は1,705万6,000円となります。

それぞれの議案の詳細につきましては、後ほ

ど担当課長より御説明いたしますので、御審議

のほどよろしくお願いいたします。

続きまして、２ページをごらんください。

繰越明許費補正であります。

国が平成27年度補正予算で措置しております

地方創生加速化交付金等に係るものでありまし

て、事業実施期間の関係から平成28年度に繰り

越すことをお願いするものであります。

目次にお戻りください。

次に、Ⅱのその他の報告事項についてであり

ます。

今回は、平成27年国勢調査結果（速報値）の

御報告など、目次に記載のとおり４件の報告事

項がございます。これにつきましても、後ほど

担当課長より御説明いたします。

私からの説明は以上であります。よろしくお

願いいたします。

○井手総合政策課長 総合政策課でございます。

当課の補正予算について御説明いたします。

お手元の平成27年度２月補正歳出予算説明資

料の９ページでございます。

総合政策課の２月補正額は、この表の一番上、

総合政策課の左から２番目、補正額の欄でござ

いますが、総額で2,698万4,000円の減額補正を

お願いしております。補正後の予算額は、右か

ら３つ目の欄、７億2,386万9,000円であります。

補正額の内訳は、２行目にありますように一

般会計が1,138万円の減額と、５行目になります

けれども、特別会計が1,560万4,000円の減額で

あります。

それでは、主な内容について説明をいたしま

す。

11ページをお願いいたします。

まず、ページ中ほどにあります（事項）連絡

調整費、207万6,000円の減額であります。これ

は説明欄にあります政策調整研究費や部内の緊
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急的な物品等の購入に充てます調整事務費の執

行残等によるものであります。

１つ飛びまして、（事項）県外事務所費、498

万3,000円の減額であります。これにつきまして

は、東京、大阪、福岡の各県外事務所において、

タクシー借り上げ料や発送費など、事務所運営

に係る経費の節減等による執行残でございます。

続きまして、12ページをお願いいたします。

（事項）県計画総合推進費で309万円の減額で

あります。説明欄３の、みやざき成長産業育成

加速化基金事業で153万5,000円、１つ飛ばしま

して、５の、みやざき人財づくり基金事業で55

万7,000円の減額であります。これは、いずれも

基金の運用の利息収入の減であります。

基金につきましては、運用収入の増を図るた

めに、取り崩し予定のない額を長期運用するこ

とといたしております。今般、この運用期間の

一部におきまして、平成28年４月までとしたも

のがございまして、利息収入分が平成28年度の

受け入れとなるものでございまして、その分を

減額させていただいております。

続きまして、13ページでございます。

開発事業特別資金特別会計でございます。下

のほうの（事項）繰出金で1,540万円の減額をお

願いしております。これは、農政水産部所管の

施設園芸用燃料の木質バイオマス転換加速化事

業など、この資金の対象となる事業費が減額と

なりましたため、事業の原資である当資金から

の繰出金についても減額するものでございます。

総合政策課は以上でございます。

○中原秘書広報課長 秘書広報課でございます。

補正予算につきまして御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の15ページをお開

きください。

秘書広報課の補正予算は、5,559万7,000円の

減額であります。これにより、補正後の額は、

右から３列目でございますが５億4,412万7,000

円となります。

主な内容について御説明をいたします。

17ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）秘書業務費でござい

ます。3,217万3,000円の減額でございます。こ

れは、主に昨年５月と11月の皇太子殿下の２度

の行啓につきまして、当初３日間の滞在を想定

しておりましたところ、それぞれ２日間という

ことになりました。それに伴う執行残、減額で

ございます。

次に、（事項）広報活動費であります。2,663

万5,000円の減額でございます。これは主に説明

欄の１でございますが、印刷広報事業、県広報

紙の印刷にかかわります経費の執行残及び、た

だいま申し上げました２度の行啓にかかわりま

す経費、項目で４の広報関係運営経費でござい

ますけれども、こちらの執行残に伴う減額でご

ざいます。

秘書広報課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

○奥野統計調査課長 それでは、統計調査課の

補正予算につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の19ページをお願いいたし

ます。

統計調査課の補正額でございますが、表の左

から２列目、7,610万6,000円の減額をお願いし

ております。補正後の予算額は、右から３列目

でございますが、７億6,482万6,000円でござい

ます。

それでは、補正の主な内容につきまして御説

明いたします。

１枚おめくりいただきまして、21ページをお

願いいたします。
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まず、上から１番目の（事項）職員費でござ

いますが、698万9,000円の増額をお願いしてお

ります。これは給与改定等によるものでござい

ます。

次に、１枚おめくりいただきまして、22ペー

ジをお願いいたします。

経済センサス費でございますけれども、148

万4,000円の減額をお願いしております。これは、

市町村交付金に不用額が生じたことなどによる

ものでございます。

次に、その下の（事項）国勢調査費でござい

ますが、7,182万6,000円の減額をお願いしてお

ります。これにつきましては、リーフレットの

印刷経費が最終的には国の執行となったこと、

また市町村交付金に不用額が生じたことなどに

よるものでございます。

次に、その下の23ページでございますけれど

も、（事項）農林業センサス費でございますが、68

万円の増額をお願いしております。これは、国

の委託等経費の交付決定によるものでございま

す。

統計調査課は以上でございます。

○野口総合交通課長 総合交通課の補正予算に

つきまして御説明を申し上げます。

お手元の歳出予算説明資料の25ページをお開

きください。

総合交通課の補正予算は、左から２列目にご

ざいます総額で2,859万9,000円の減額補正をお

願いしております。補正後の額は、右から３列

目にございます８億7,268万8,000円となります。

それでは、補正の主な内容について御説明い

たします。

１枚めくっていただきまして、27ページをお

願いいたします。

まず、（事項）職員費ですが、1,006万1,000円

の増額補正をお願いをしております。これは、

給与改正や職員費の県費負担分の増等によるも

のでございます。

次に、（事項）地域交通ネットワーク推進費で

すが、説明欄の１の、地方バス路線等運行維持

対策事業について、257万円の増額補正をお願い

しております。これは地域住民の生活に必要な

バス路線の維持・確保を図るため、バス運行費

や車両減価償却費等を国と協調して、または県

単独で補助するものでありますが、市町村が主

体となって運行する広域的バス路線に対する運

行費補助について、運行欠損額が当初の見込み

より増加したことから、増額補正をお願いする

ものでございます。

次に、減額補正につきまして、1,830万2,000

円をお願いをしております。主なものとしまし

ては、３の離島航路運航維持対策事業でありま

す。これは離島航路の運航欠損額を国が補塡し

た後、残額を県と延岡市で負担するものであり

ますが、運航欠損額が当初の見込みより圧縮さ

れたこと等から、決算額が国の補助額で全額補

塡されたことにより、減額補正するものでござ

います。

次に、28ページをお願いいたします。

（事項）航空交通ネットワーク推進費であり

ます。説明欄の１の、みやざきの空航空ネット

ワーク活性化・利用促進事業について、210

万5,000円の減額補正をお願いをしております。

これは、宮崎空港を発着する国内・国際の航空

ネットワークの維持・充実を図るため、宮崎空

港振興協議会が実施をします各種事業への補助

等の執行残について減額補正するものでござい

ます。

次に、（事項）高千穂線鉄道施設整理基金事業

費の説明欄２の、高千穂線鉄道施設整理基金補
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助事業について、716万8,000円の減額補正をお

願いをしております。これは、旧高千穂線の撤

去対象施設の撤去に要する費用を沿線自治体に

補助するものですが、27年度に撤去予定であっ

た施設のうち、一部の施設について撤去時期の

変更を行ったことにより、減額補正をするもの

でございます。

次に、（事項）運輸事業振興助成費の説明欄１

の運輸事業振興助成交付金（宮崎県トラック協

会）について、1,285万6,000円の減額補正をお

願いをしております。これは、トラック運送の

輸送サービス改善や交通安全対策など、運輸事

業の振興を図るため、宮崎県トラック協会が実

施をします各種事業へ補助するものであります

が、補助に係る軽油引取税などの算定の基礎数

値が年度末に確定をしますことから、例年、当

初予算は前年度同額で計上しておりまして、そ

の後、数値が確定したことから、残額を減額補

正するものでございます。

総合交通課の補正予算につきましては以上で

ございます。よろしくお願いをいたします。

○石崎中山間・地域政策課長 それでは、中山

間・地域政策課の補正予算について御説明いた

します。

歳出予算説明資料の29ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、１億4,813万1,000円の

減額補正で、補正後の額は３億6,541万2,000円

となります。

補正の主なものについて御説明いたします。

31ページをごらんください。

まず、（目）計画調査費の（事項）中山間地域

活力再生支援費であります。6,741万1,000円の

減額補正であり、主なものとしまして説明欄の

２、中山間地域経営サポート推進事業と３、交

流・連携による新たな集落運営支援事業であり

ますが、この事業は中山間地域の活性化を図る

ため、国の地域活性化・地域住民生活等緊急支

援交付金いわゆる地方創生交付金を活用した平

成26年度２月追加補正予算で計上した事業とあ

わせて一体的に取り組むこととしてきたところ

でございますが、国の予算を有効に活用する観

点から、２月追加補正予算を優先的に活用した

ことにより、当初予算は補正減となったもので

あります。

また、説明欄の５、明日の地域づくり支援事

業でありますが、市町村からの補助金交付申請

額が見込みを下回ったことにより、補助金の執

行残が発生したことが減額の主な理由でありま

す。

次に、32ページをお開きください。

上から２つ目の（事項）地域活性化促進費で

あります。3,805万9,000円の減額補正で、主な

ものとしまして説明欄の２、市町村連携推進費

でありますが、国の地方創生交付金を優先的に

活用したことにより、補正減となったものであ

ります。

また、説明欄の３、宮崎県市町村間連携支援

基金事業でありますが、各市町村が連携して実

施する事業の交付金申請額が見込みを下回った

ことによる執行残の補正でございます。

次の（事項）移住・定住促進費であります

が、3,946万5,000円の減額補正で、説明欄の２、

移住・ＵＩターン推進事業でありますが、国の

地方創生交付金を優先的に活用したことにより、

補正減となったものであります。

説明欄の３、新規事業「いいね！地方の暮ら

しフェア開催事業」につきましては、総務政策

常任委員会資料で御説明いたします。

委員会資料の４ページをお開きください。
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この事業につきましては、１の事業目的にあ

りますように、日本創生のための将来世代応援

知事同盟の共同事業として、同盟に参加する12

県が合同でイベントを開催し、首都圏の若い世

代に地方暮らしの魅力をアピールするとともに、

本県の住まい、仕事等の情報を発信し、移住先

としての本県の魅力をＰＲするものでございま

す。

２の事業の概要でございますが、予算額は640

万6,000円であります。財源は地域創生加速化交

付金とし、事業内容につきましては、ステージ

イベント、相談ブースの設置、特産品販売、マ

スメディアを活用した首都圏でのＰＲ等を行う

こととしておりまして、28年度内のうちの１日

で開催する予定となっております。

なお、この事業につきまして、資料の５ペー

ジをごらんいただきたいんですが、９月補正予

算により予算措置をさせていただきまして、こ

の同盟の事業として、今年度、「いいね！地方の

暮らしフェア」を実施しております。

その実施結果について御報告いたします。

１の全体概要にございますとおり、去る２月14

日の日曜日に、東京池袋のサンシャインシティ

において開催いたしました。実施内容としては、

各県知事による地方暮らしの魅力発信、移住や

就職に関する各県の相談会の開催、各県の特産

品の販売等でございます。

２の本県の対応としましては、ステージイベ

ントにおいて、知事による本県の暮らしの魅力

を発信したほか、宮崎労働局等と連携いたしま

して、移住や就職、転職に関する相談会や特産

品販売を行ったところでございます。

３の成果等でございますが、この事業、（１）

にございますとおり、目標値として入場者

数3,000人としておりましたが、2,717人の入場

など、この記載のとおりでございます。

また、本県に対しては、求人情報を知りたい

とか、宮崎での就職が決まったので住宅の情報

を知りたいといったような相談がございました。

今後は相談内容をもとに、本県のさまざまな

情報を提供するなど、きめ細かなフォローアッ

プを行い、本県への移住に結びつけていきたい

と考えております。

説明は以上でございます。

○黒木フードビジネス推進課長 フードビジネ

ス推進課の補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の35ページをごらんくださ

い。

フードビジネス推進課の２月補正額は、１

億1,280万8,000円の減額補正をお願いしており

ます。補正後の予算額は８億7,021万1,000円と

なります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

37ページをお開きください。

まず、（事項）職員費につきましては、797

万8,000円の減額であります。これは昨年度と比

べ、県費負担職員が１名減少したことによるも

のであります。

次に、（事項）フードビジネス総合推進費につ

きましては、877万円の増となっております。こ

の内訳としましては、説明欄１、みやざきフー

ドビジネス推進体制構築事業が、外部専門機関

への業務委託料等の執行残により、163万円の減

です。

次に、説明欄２、ミラノ国際博覧会出展事業

が、交通費や通訳等の経費の執行残により、460

万円の減です。

次の、新規事業、説明欄３、みやざき食の魅

力再発見・情報発信事業につきましては、後ほ
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ど常任委員会資料で説明させていただきます。

その下の（事項）みやざきフードビジネス雇

用創出プロジェクト推進費は、１億1,360万円の

減額であります。これは、説明欄１、みやざき

フードビジネス構想推進事業や、４の、宮崎の

肉拡大プロジェクト、５の、加工・業務用農水

産物拡大プロジェクトなどについて、各部局で

取り組んでいるプロジェクトにおきまして、調

査委託経費の執行残が生じたことや、民間事業

者を対象とした補助金につきまして、企業から

の補助申請額が見込みを下回ったことなどによ

るものであります。

続きまして、常任委員会資料の６ページをお

願いいたします。

みやざき食の魅力再発見・情報発信事業であ

ります。１の事業目的ですが、フードビジネス

振興構想の重点項目の１つである、食による観

光宮崎の新生の実現に向けて、県民総参加によ

る県内各地域の食の掘り起こしと情報発信によ

り、県内外からの誘客増と消費拡大を図るもの

です。

２の事業の概要としましては、予算額は1,500

万円、財源は地方創生加速化交付金です。

（３）事業内容ですが、まず県内の全ての飲

食店のメニューの中から、県民がお薦めするも

のを、はがきやインターネットにより投票して

もらいます。これを集計しまして、人気の定番

メニューをはじめ、地域で愛されている知る人

ぞ知るといったメニューをデータとして取りま

とめまして、その結果をもとに地域別・ジャン

ル別など、さまざまな視点から広報媒体を活用

した情報発信を行うことで、本県の食の魅力に

よる誘客につなげようとするものであります。

フードビジネス推進課の説明は以上でありま

す。

○村上生活・協働・男女参画課長 生活・協働

・男女参画課の補正予算について御説明いたし

ます。

お手元の歳出予算説明資料の39ページをお開

きください。

当課の補正予算額は、1,884万3,000円の減額

をお願いしておりまして、補正後の額は、４

億2,137万2,000円であります。

補正の主な内容について御説明いたします。

41ページをお開きください。

一番下の（事項）ふるさとづくり推進事業費

で、979万5,000円の減額であります。これは、

説明欄１の、県民とともに築く明日のみやざき

づくり拠点事業として、国の地方創生交付金を

優先的に活用したことにより、補正減となった

ものであります。

次に、中ほどの（事項）ボランティア活動促

進事業費で、109万9,000円の減額であります。

これは説明欄６の、協働による明日のみやざき

づくり推進事業について、ＮＰＯの財政基盤強

化等の検討を行う検討委員会への外部専門家招

聘に係る謝金等の執行残によるものです。

次に、その下の（事項）消費者支援対策費

で、245万円の減額であります。これは次のペー

ジをお開きいただきまして、説明欄３の消費者

被害防止・解決支援費について、消費生活相談

員の報酬や研修旅費の執行残によるものです。

次に、その下の（事項）消費生活センター設

置費で、211万4,000円の減額であります。これ

は説明欄２の生活情報センター管理費について、

警備や空調設備の保守点検等委託の入札残によ

るものです。

次に、その下の（事項）消費者行政活性化基

金事業費で、455万9,000円の減額であります。

これは、説明欄１の消費者行政活性化事業につ
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いて、市町村の消費生活窓口の機能強化などの

経費に係る補助金の交付額決定に伴う執行残に

よるものです。

次に、その下の（事項）男女共同参画総合調

整費で144万円の減額であります。これは説明欄

１の男女共同参画調整事業について、第３次み

やざき男女共同参画プランの策定の基礎データ

となる県民意識調査委託の入札残によるもので

す。

次に、一番下の（事項）男女共同参画推進費

で1,258万2,000円の※減額であります。これは説

明欄１の啓発・活動推進事業の次のページにな

りますが、まず（３）の、女性の活躍応援事業

について、国の地方創生交付金を優先的に活用

したことにより補正減となり、次の（４）の新

規事業「女性の多様な働き方応援事業」につい

て、1,632万円の増額となったことによるもので

す。この新規事業につきましては、常任委員会

資料のほうで御説明をいたします。

お手元の委員会資料の７ページをお開きくだ

さい。

まず、１の事業の目的・背景ですが、企業、

関係団体、行政等が一体となって、昨年10月に

設立しました、みやざき女性の活躍推進会議を

活用して、企業における女性の多様な働き方を

実践できる環境づくりを進めるとともに、女性

のネットワークを構築しまして、女性の意欲向

上や職場への定着を促進させるものです。

２の事業の概要ですが、予算額は1,632万円で、

国の地方創生加速化交付金を活用するものです。

事業内容は、まず①の、企業における女性の

活躍推進事業としまして、講演会等を開催する

ことにより、みやざき女性の活躍推進会議への

参加を広く県内の企業に呼びかけるとともに、

参加企業等の女性による意見交換会や研修会を

行いながら、女性のネットワークを構築します。

また、②の、企業等のメンターバンク設置事

業としまして、上記１の女性のネットワークを

活用して、企業間で利用できるメンター─い

わゆる仕事やキャリアのお手本として助言、指

導する人材のことを言いますが─として登録

し、キャリア形成等に係る助言などを希望する

者とのマッチングを行うものです。

こうした取り組みによりまして、事業効果に

ありますように、女性が多様な働き方を実践で

きる環境づくりとともに、女性の意欲向上や職

場への定着が図られるものと考えております。

当課の補正予算案の説明は以上です。よろし

くお願いいたします。

○神菊文化文教課長 歳出予算説明資料にお戻

りいただきまして、45ページをお開きください。

文化文教課の補正予算案につきまして御説明い

たします。

当課の補正額は、補正額の欄にありますよう

に、４億3,251万9,000円の減額でございます。

これによりまして、補正後の額は64億1,674

万9,000円となります。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。

47ページをお開きください。

（事項）県立芸術劇場費、657万2,000円の減

額であります。

主な内容といたしましては、次の48ページで

ありますが、説明の欄、１、県立芸術劇場大規

模改修事業費、590万円の減額であります。これ

は、県立芸術劇場の空調設備及び舞台機構の修

繕工事に係る入札残等によるものであります。

次に、一番下の段、（事項）私学振興費、３

億8,821万9,000円の減額であります。主な内容

※13ページに訂正発言あり
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につきまして御説明いたします。49ページ、説

明の欄１の、私立学校振興費補助金8,942万1,000

円の減額につきましては、本事業は私立学校の

経常的経費に対して、生徒数等に応じてその一

部を補助するものでございますが、対象生徒数

などが当初見込みを下回ったことなどによるも

のであります。

また、説明欄２の、私立高等学校授業料減免

補助金225万円の減額につきましては、本事業は

私立高等学校が行う生活保護世帯等に対する授

業料の減免措置に対して、その一部を補助する

ものでありますが、対象生徒数等が当初見込み

を下回ったことによるものであります。

次に、説明欄６の私立専修学校教育充実支援

事業185万9,000円の減額につきましては、本事

業は専修学校の専門課程において、資格取得等

の教育に要する経費の一部を補助するものなど

でございますが、対象学校数及び生徒数が当初

見込みを下回ったことによるものであります。

さらに、説明欄７の（１）私立高等学校等就

学支援金１億3,877万6,000円の減額につきまし

ては、本事業は世帯の所得要件を満たす私立高

等学校等の生徒に対して、公立高等学校授業料

相当額または世帯の所得によってはこれを増額

して支給するものなどでありますが、対象生徒

数が当初見込みを下回ったことなどによるもの

であります。

また、（２）奨学のための給付金、１億5,403

万2,000円の減額につきましては、私立高等学校

等の生徒のいる世帯のうち、生活保護受給世帯

などを対象に、その世帯の所得の状況に応じて、

授業料以外の教育に係る負担の軽減を図るため、

一定額を給付するものでございますが、対象生

徒数が当初見込みを下回ったこと、また給付単

価が当初の見込みを下回ったことによるもので

あります。

最後に、説明欄８の、東日本大震災被災生徒

授業料等減免事業145万1,000円の減額につきま

しては、本事業は、私立小・中・高等学校・専

修学校等のうち、東日本大震災の被災地域から

避難生徒を受け入れ、かつ授業料等の減免措置

を行った学校を補助するものでありますが、現

時点で該当者の見込みがないことから、最小限、

１名分の予算に減額するものであります。

文化文教課の説明は以上でございます。

○吉田人権同和対策課長 人権同和対策課の補

正予算につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の51ページをお開きくださ

い。

人権同和対策課の補正予算は、総額で167

万1,000円の減額補正でありまして、補正後の額

は１億3,813万1,000円となります。

主な内容について御説明いたします。

53ページをお開きください。

（事項）宮崎県人権教育・啓発推進方針推進

事業費でありますが、377万4,000円の減額補正

をお願いしております。これは、説明欄１の宮

崎県人権啓発センター事業や、３の市町村への

再委託事業であります、地域人権啓発活動活性

化事業の経費につきまして、国庫委託金の決定

額にあわせて減額したことや、研修資料の購入

等に係る執行残によるものであります。

人権同和対策課の補正予算の説明は以上であ

ります。

○青出木情報政策課長 情報政策課の補正予算

について御説明いたします。

歳出予算説明資料の55ページをお開きくださ

い。

情報政策課の補正予算は、２億772万5,000円

の増額補正で、補正後の額は13億8,864万1,000
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円となります。

それでは、主な内容につきまして説明いたし

ます。

57ページをお開きください。

（事項）行政情報化推進費でございますが、187

万7,000円の減額補正をお願いしております。こ

れはインターネットで提供されます行財政情報

サービス利用契約の執行残などによるものでご

ざいます。

次に、（事項）行政情報処理基盤整備費でござ

いますが、366万7,000円の減額補正をお願いし

ております。これは職員が使用いたしますパソ

コン賃借料の執行残などによるものでございま

す。

次に、（事項）行政情報システム整備運営費で

ございますが、２億3,715万9,000円の増額補正

をお願いしております。まず、説明欄の２、県

庁ＬＡＮ運営費につきましては、単独庁舎向け

の回線使用料の執行残などによる減額でござい

ます。

説明欄３の総合行政ネットワーク運営費につ

きましては、全国の地方自治体間をつなぐ行政

専用のネットワークに係る負担金の額が確定し

たことなどによる減額でございます。

４の、自治体情報セキュリティ強化対策事業

が新規事業ということで大きな増額となってお

りますが、これにつきましては、後ほど常任委

員会資料のほうで説明させていただきたいと思

います。

58ページをお開きください。

（事項）電子県庁プロジェクト事業費につき

ましては、1,616万8,000円の減額補正をお願い

しております。

まず１の公的個人認証サービス運営事業です

が、公的個人認証の認証機関に対する負担金の

確定に伴う執行残でございます。

４のパソコン等ヘルプデスク事業は、職員か

らのパソコン等についての相談窓口でございま

すヘルプデスクに係る業務委託の入札残による

ものでございます。

７の社会保障・税番号制度システム整備事業

につきましては、マイナンバー制度に関するシ

ステム構築等に伴う執行残でございます。この

事業につきましては、国の補助金の追加決定が

ございまして、全額国庫で対応できることとな

りましたことから、歳出は875万3,000円の減額

となっておりますが、財源のほうで国庫支出金

を増額し、その分、一般財源から減額すること

となったところでございます。このページの一

番上の財源内訳の欄におきまして、国庫支出金

が大きく増額となり、一方で一般財源が大幅な

減となっておりますのは、これによるところが

大きいものでございます。

８の新規事業「ＩＣＴ×データによる地域活

性化推進事業」につきましては、これも後ほど

常任委員会資料のほうで説明させていただきま

す。

次に、その下の（事項）地域情報化対策費で

ございますが、1,689万1,000円の減額補正をお

願いしております。説明欄の２の電気通信格差

是正対策費につきましては、本年度、西都市で

携帯電話の不感地域を解消するための事業を実

施しておりますが、その国庫補助決定に伴う減

額でございます。

続きまして、国の補正予算に係る新規事業に

つきまして御説明いたします。

常任委員会資料のほうの８ページをお開きい

ただけますでしょうか。

新規事業「自治体情報セキュリティ強化対策

事業」でございます。
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まず、１の事業の目的・背景ですが、情報セ

キュリティ対策の強化を図るため、市町村と協

力しまして、自治体情報セキュリティクラウド

というものを構築するものでございます。

予算額は２億5,420万円ですが、国の補正予算

で、全国それぞれの県が、市町村を取りまとめ

て構築するようにとのことで、２分の１の補助

金が措置されておりまして、残りの２分の１に

も起債を充ててよいということになっておりま

す。繰り越しをお願いいたしまして、来年度ま

でにかけての対応となります。

事業の内容でございますが、まず右側、９ペ

ージの概要図をごらんいただけますでしょうか。

インターネットへの接続におきまして、現在

は左側のように各市町村が個別にセキュリティ

対策を講じているところを、導入後は右側のよ

うに、自治体情報セキュリティクラウドで高度

なセキュリティ対策を講じまして、各市町村に

接続という形になります。なお、県のインター

ネット接続も、このクラウドを経由することと

なります。

左側、８ページにお戻りいただけますでしょ

うか。

（３）の事業内容でございますが、インター

ネット接続に係る監視等を集約いたしまして、

高度なセキュリティ機器を共同利用し、不正通

信のブロックですとか、高水準な監視等を行う

システムを構築するというものでございまして、

３の事業効果にございますように、県内自治体

全体のセキュリティ水準が確保され、ウイルス

感染や情報流出等のリスクを低減できるものと

考えております。

なお、県のセキュリティにつきましては、こ

れも国の考えに基づきまして、別途、当初予算

のほうで、個人情報等を取り扱うシステムとイ

ンターネットを分離する事業を計上しておりま

して、あわせて２つの事業により対策強化を図

ることとしているところであります。

続きまして、資料の10ページをお開きいただ

けますでしょうか。

ＩＣＴ×データによる地域活性化推進事業で

ございます。１の事業の目的・背景でございま

すが、国が開発いたしました地域経済分析シス

テム、ＲＥＳＡＳと言いますけれども、その普

及啓発を図るとともに、産学官が一体となって

データの利活用方法を検討していくことを目的

としております。

右側、11ページの「地域経済分析システム（Ｒ

ＥＳＡＳ）とは」というところをごらんいただ

けますでしょうか。

ＲＥＳＡＳとは、地域経済等に係る政府や民

間のさまざまなデータをわかりやすく見えるよ

うにすることで、データの面から地域の取り組

みを支援するシステムでございまして、国のほ

うからは、今回の加速化交付金を利用して、各

都道府県で普及促進を図ることが期待されてい

るところでございます。

左の10ページにお戻りいただきまして、２の

事業概要でございますが、予算額は1,311万2,000

円で、財源は、全額、国の地方創生加速化交付

金でございます。

事業内容につきましては、11ページ下段の事

業概要のほうで御説明いたします。

①のデータ利活用の普及・啓発は、県民の皆

様に関心を持っていただくための講演会ですと

か、データ利活用方法を学んでいただくための

研修会等を開催するものでございます。

②のデータを利活用した地域活性化方法の検

討は、各種事業者の方々あるいは大学の先生、

そして行政で構成いたしますワーキンググルー
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プを設置いたしまして、さまざまなデータをど

のように活用していくか、生かしていくか、そ

の方法等について検討するものでございます。

そして、③のオープンデータの推進は、今年

度から取り組んでおります県域全体のオープン

データ化をさらに推進していこうとするもので

ございます。

これらによりまして、データを利活用し、地

方創生を担う人材の育成、データを地域活性化

に生かす取り組み方法の創出、そして産学官が

協働して、地方創生に取り組む体制の構築がで

きるものと考えているところでございます。

情報政策課の説明は以上でございます。

○村上生活・協働・男女参画課長 済みません、

訂正をさせてください。

歳出予算資料の43ページ、一番下の（事項）

男女共同参画推進費で、1,258万2,000円の減額

と申し上げましたが、増額の間違いです。申し

わけございませんでした。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はございませんか。

○丸山委員 11ページの、まず政策調整研究費

に当初では1,000万円、予定組んでるんですけれ

ども、約850万円程度使ってもらっているんです

が、しっかり次年度に向けての調査・研究もや

ろうという形として、この1,000万を組んだと

思ってるんですけれども、この150万円程度余っ

たのはどういうものなのか。

本来はもう少し手当てをして、次年度につな

げるような研究もやるべきだと思ってるので、

そのようなことを含めて、これまでどのような

調査・研究をやられたかを少し教えていただく

とありがたいと思います。あわせてお願いしま

す。

○井手総合政策課長 政策調整研究費につきま

しては、委員おっしゃるとおり1,000万円の予算

が措置されておりまして、できるだけ活用して

いこうと我々も思っております。

平成27年度におきましては、地方創生の人材

育成に係る調査・研究、またマイナンバーと情

報通信基盤に係る調査・研究、３件を行いまし

て、840万余りの予算執行となっております。残

りました150万につきましても、何とか活用でき

ないかと考えておりましたけれども、結果的に

執行残になったということで、非常に申しわけ

なく思っております。

ただ、今年度、昨年度と、総合計画、総合戦

略等をつくっておりました関係上、いろいろな

調査・研究、そちらの経費でも使っておりまし

て、ある程度の研究はできているのかなと思っ

ております。次年度に向けて、全額使っていこ

うとは考えております。

それと、過去どういうことをやってきたかと

申しますと、例えば移住・ＵＩＪターンに関す

る実態調査でありますとか、地域資源のブラン

ド化に関するもの、またフードビジネス振興構

想等を行っていましたので、フードビジネスに

係るさまざまな調査・研究をここ３年間ほど

やってきたところでございます。

○丸山委員 政策調整費がしっかり次年度に生

かされるような形で使って活用していただくよ

うに。平成27年度の当初で使ったもので、28年

度に恐らく予算化されているものがあったり、

各部にもこういう予算があると聞いてますので、

すぐにではなくてもちゃんと芽が出るような形

として、しっかりと調整しながら使っていただ

くようにお願いしたいと思っております。

それと、もう一つお伺いしたいのが、県外事

務所の経費の中で、タクシー等の節約に努めた

ということなんですけれども、何回か議論して
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るんですが、例えば食糧費含めてなんですけれ

ども、必要な予算を計上していたんじゃないか

と思ってるんですが、その辺はしっかり使って

情報収集して、平成28年度の当初予算も含めて、

新規事業をつくるとかに使ってほしいと思って

るんですが。最近、県外事務所がどのような活

動をしているのか、なかなか見えづらかったり

とか、予算の内示差とか、その辺の緊密な連携

ができてないために、そうなっているんじゃな

いかと懸念しているんですが。そうじゃないの

か等含めて、この辺の経費節減についての考え

方を教えていただきたいと思っております。

○井手総合政策課長 県外事務所の役割としま

しては、東京事務所におきましては各省庁、ま

た福岡事務所におきましても省庁の出先機関と

の連絡調整、それと大阪も含めて３事務所、い

ずれも企業、もしくは特産品等の売り込み等の

営業活動が主になります。あわせて、それぞれ

の地域にございます県人会、もしくは宮崎出身

ゆかりの方々との人脈形成等の業務がございま

す。

今お話にありました県外事務所の食糧費もし

くは交際費等につきましては、そちらのほうに

使っておりまして、特に東京事務所、大阪事務

所、福岡事務所、いずれも県人会等との密接な

交流、県全体の県人会もございますし、それぞ

れの市町村の町村会等もございます。そちらの

ほうにも足しげく通っておりまして、それらの

ところとの会合等の経費として使わせていただ

いております。

節減内容としましては、主に本庁との連絡業

務の旅費等、これは昨今の情報関連の技術の進

歩によりまして、いろんな情報がインターネッ

トでそのまま提示できるようになりまして、旅

費等が節減できているかと考えております。

○丸山委員 今の話にもありましたが、しっか

りと情報はキャッチできているということでよ

ろしいんですよね。それを改めてお伺いしたい

と思っています。

○井手総合政策課長 十分に連絡調整できてい

ると考えております。

○丸山委員 続きまして、何点か同じような感

じでフードビジネスであったんですが、地方交

付金を活用して丸々減額になっている事業があ

るものですから、本当に事業としてされたのか

されてないのかがよくわからない。

当初予算で計上しているんであれば、何らか

の事業をやろうとしていたはずなのに、ただ単

に交付金が来たから予算をつけかえて減額に

なっていますが、事業はしっかりやっているの

かどうかっていうのを、ちょっと教えていただ

きたいかなと思っているんですが。予算が100％

近くなくなってる事業が何点かあるので、その

辺を教えていただきたいと思っております。

○石崎中山間・地域政策課長 それでは、中山

間・地域政策課の事業で御説明いたします。

まず、歳出予算説明資料の31ページでござい

ます。

この中の（事項）中山間地域活力再生支援費

の中山間地域経営サポート推進事業、それから

交流・連携による新たな集落運営支援事業、こ

れにつきましては皆減でございます。

２の中山間地域経営サポート推進事業につき

ましては、宮崎県産業推進機構に委託をしまし

て、中山間地域産業振興支援のためのコーディ

ネーターを設置する事業でございます。地方創

生交付金のほうで、できればこのコーディネー

ターを１名増員して２名体制で、より細かい需

要に対応したいと考えておりましたけれども、

自由度の高い交付金ということで継続していき
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たいと考えていたんですけれども、その後の新

型交付金等の議論の中で、なかなかそういった

事業を維持していくことは難しいと。これは人

を伴うことでございますので、２名にふやして

１年で１名減に、もとに戻すということはなか

なか難しいということで、執行をせず、当初予

算は減額になったと、１名を設置して従来どお

り事業は行ったところでございます。

また、交流・連携による新たな集落運営支援

事業、これは中山間盛り上げ隊の事業でござい

ます。これにつきましても量的拡大─これは

委託しておりますけれども、人員を増員させて、

これまでは主に県北地域あるいは児湯地域でご

ざいまして、県西での盛り上げ隊の活用が少な

いといった実態がございましたので、何かもっ

と利用をふやしたいということで企画いたしま

したが、やはり同様の事情で、地方創生交付金

の範囲で従来どおり実施をいたしまして、当初

予算については減額したものでございます。

次に、もう一点ございます。32ページをごら

んください。

移住・定住促進費の、移住・ＵＩターン推進

事業、4,576万6,000円でございます。これにつ

きましては、当初予算では、東京のふるさと回

帰支援センターに移住相談員１名、それから、

宮崎では従来から継続しておりました非常勤職

員１名という体制で、実施しようということで

考えておりましたけれども、地方創生交付金の

ほうで、こちら２月補正で１億4,300万円余の予

算を措置いたしまして、移住相談員は２名、そ

れから、商工観光労働部に分任しておりますけ

れども、ＵＩＪターン関係の事業、また、農政

水産部の就農関係事業もあわせて実施すること

といたしました。

それに伴いまして、御視察いただきました東

京のセンターでございますけれども、現在約20

平米ございますけれども、人員増等を予定した

こともあり、できれば倍の40平米程度確保した

いと考えておりました。

しかしながら、あそこにスペースを設けたい

という各県の希望が相次ぎまして、結果的には

約20平米しか確保できませんでした。そのため、

移住相談員の１名減、スペースを借りるための

委託料等の減、また、広報等につきましても内

容を見直し、節約を図った結果、地方創生交付

金の１億4,300万円余で執行をしたところでござ

います。

移住・ＵＩＪターンにつきましては、１月末

で移住世帯が113世帯。昨年度の64世帯を大きく

上回る実績も上げておりますので、十分有効に

予算を活用して、事業を行えているものと考え

ております。

○丸山委員 地方創生の交付金でつけかえてい

るもので、本当に実施したものとないものがあ

るって理解せざるを得なかったと思ってるんで

すが。例えば、今の31ページの中山間地域経営

サポート推進事業を２人にしたかったけれども、

いろいろあって１人しかできなかった。２人に

したいという思いはあったということで、やは

り何か本来はそれをすぐにやって、しっかり地

方の活性化を図るためにやりたいという思いが

あって、当初予算とかでやったはずなのに、た

だ単に交付金が来なかったからやれないんじゃ

なくて、もう少ししっかりとビジョンを持って

やるべきだと思っておりまして。本当に宮崎県

が地方創生のトップランナーになるんであれば、

地方創生の交付金を当てにせず、国頼りじゃな

くて、やるべきことはやるんだというような意

識が少し─ほかの課でもそういう事業が幾つ

かあるもんですから、つけかえてほとんども
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う100％減額、これは本当に地方創生のトップラ

ンナーになるような意識があるのか、若干心配

しておりますけれども。ほかの県もこんな感じ

でやってるのか、ほかの部もひょっとしたらこ

ういった感じで地方創生の交付金が、国の内示

がなかったから、がばっとやられているとか。

本当にやってる事業とやってない事業の区別を

わかりやすくしていただきたいと思ってるんで

すが、何か工夫はできないものなんでしょうか。

○井手総合政策課長 この地方創生交付金、今

回もこの２月補正で地方創生加速化交付金、そ

して当初予算のほうでも、いわゆる新型と言わ

れる地方創生推進交付金を財源とした事業を計

上させていただいております。

いずれも、今回の補正予算については、交付

決定が３月の下旬と言われてますし、新年度の

交付金に関しましては、その全貌もまだ余り明

らかになっていない状況でございます。

そういう中で、私どもとしては予算編成とい

うことで、事業の採択も含めながら、財政当局

と議論を重ねてきているところでありまして、

できるだけ国の予算も県の予算もうまく活用し

ながら、効果のある事業構築をしてきたつもり

でございます。

ただ、実際の執行に当たりましては、それぞ

れの予算の特性を踏まえながら、一番効果の出

る予算の活用を、効率のいいものということで、

いろんな工夫をしてきたと考えております。

地方創生に関しましては、非常に息の長い取

り組みになりますので、国の予算、県の予算を

うまく活用しながら、今後も努力を重ねてまい

りたいと思ってますので、御理解をお願いした

いと思います。

○丸山委員 スタートダッシュも必要だと思っ

てますので、本当にやる気があれば、国の地方

創生の交付金がつかなくても、県単でしっかり

充当してでもやるんだという形を見せないと、

本当の意味の地方創生のトップランナーにはな

り切れない。どこの県もことしは地方創生の元

年とか、スタートアップとか、いろんな形で予

算の名前をつけていますので、ほかの県に本当

に勝てるのかなと、本当に結果を出せるのかな

と。

特にこれまでの地方創生の予算を大体見てみ

ますと、市町村のネットワークづくりとか、民

間と少し交流をやるっていう感じじゃなくて、

本当に民間が本気を出すような形の事業展開を

今後してもらわないと、多分なかなか本当に地

方創生は進まないんじゃないかと非常に懸念し

ているものですから。今の段階でこの予算つか

なかったからやりませんでしたって─コー

ディネーターとか、必要なものであれば絶対必

要だということで、しっかり雇って５年先に本

当に芽を出して実をとるんだという気持ちを出

していただきたいなという思いがありますので、

よろしくお願いしたいと思います。何か発言が

あればお願いします。

○茂総合政策部長 丸山委員おっしゃることは

非常によくわかります。やはり地方創生のトッ

プランナーを目指している本県としては、まず

地方創生関係の交付金を全力でとりにいくとい

うことをやっていきたいと思います。

そして、あわせてその上で、今、丸山委員が

おっしゃったようなことを踏まえながら、これ

からいろんな形で検討していきます。そのあた

りは、後から報告もありますけれど、人口減少

という時代に突入しておりますので、危機感を

持って対応していきたいと思います。

○坂口委員 今のところ、考え方の随分大切な

分かれ目だと思うんです。本会議でもやったん
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ですけれど、やはり可能な限り、積極的に財政

をずっと支出していくということ。

ＵＩＪターンにせよ、人口ビジョンにせよ、

よその県よりかなりスタート地点がおくれてい

ると思うんです。いわゆる俗に言う座布団なん

です。この立地件数にせよ、移住件数にせよ、

やはりよそと比べてみたら歴然とそこに差があ

ると思うんです。だから、今、勝負かけておい

て、やはり100メートル走の0.3、0.5をどれぐら

いのスピードで走っていってその流れでもって

いくかで。パイが限られた中で食い合うわけで、

パイをつくりながらそれを自分のところに積み

上げていくんじゃなくて、あるパイの奪い合い

ですから、やはりスタート時点で負けていたら、

なかなか挽回できないと思うので、そこは考え

ようだと思うんです。

それと、持続可能なっていう、慎重というの

も大切なことですけれど、その持続可能なとい

う取り組みとなっていった場合、今後やはり予

算確保の上でも、どうしてもやはり前年度って

いうものが参考になってきて、そこで臆病にな

りがちだし、やはりやれるときにやるっていう。

知事なんかよくトップランナーと言うけれど、

とてもじゃない、宮崎県はしんがりからようや

くすがりついていってるのが実態だと思うんで

す。

今のはやはり大変重要な発言だし、重大な考

え方の分かれ目だと思うんです。ぜひ、そこら

のところも前向きに捉えて、積極的に取り組ん

でほしいと思うんです。

○清山委員長 ほか、質問は。

○丸山委員 資料の４ページ。また12県集まっ

て何かフェアをやるみたいなんですけれども、

前回も５ページに説明してもらったのがありま

して、本当にこれでいいのかなと。地方創生と

いいますのが、地方の知恵と工夫でやっていっ

て、地方でいろんなことをやっていくと思いつ

つ、この５ページのやつも、まとめて東京でお

金が向こうに支出されてしまって、本当の意味

の地方創生につながっているのかなと、本当に

何か同じような感じで、国が認めたやつにしか

せざるを得ないというような感じで。これも恐

らく12県ですると、8,000万円近くのお金が１日

で使われてしまうっていうイベントにしか思え

ないものですから。本当にこれで大丈夫なのか

なと思って。この５ページのやつのほうも、あ

る程度、目標数値とここまで来ましたという表

が書いてあるんですが、本当にこれで地方創生

につながるものなのかなと、非常にこういうや

り方が前回とほぼ同じようなものではないのか

なと思って。その辺の違いがどうなのか。２月

にやって、その反省を踏まえて、どういうふう

にしっかり取り組むのかを含めて、教えていた

だくとありがたいと思っております。

○石崎中山間・地域政策課長 この事業、確か

に今の想定では、２月に実施した事業とほぼ同

様の内容で実施するということになっておりま

すが、宮崎県といたしましては、単年度で終わっ

てしまうとせっかくの効果がないので、12県が

協議いたしました結果、次年度も国の地方創生

加速化交付金を活用して実施しようということ

になったわけでございます。９月補正の委員会

でも、１日でこれだけの予算を使ってというよ

うな御指摘もいただきましたので、宮崎県とし

ては１日だけではなく、複数日にわたる開催も、

ぜひ検討すべきだという意見を事務局のほうに

出したところでございます。

また、今年度の結果につきましては、来場者

アンケートの結果、宮崎県が移住として魅力の

ある県の第３位に入りました。また、相談件数
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は70件で、12県のうち２位。また、アンケート

で相談しやすかったブースということで、宮崎

県が２位になっております。

そういったことで、この事業におきましても、

宮崎県の魅力といったものをＰＲできたと考え

ておりますし、来場者としては、こういう事業

があるのは知らなかったと、東京にいるとなか

なか地方のことがわからないので、こういった

催しは継続的にやってほしいといった御意見も

ございました。

ただ、やはり１日だけではもったいないので

はというような来場者の御意見もございました

ので、その辺も踏まえて、より効果的なものに

なるように、これから12県で検討していきたい

と考えております。

○丸山委員 加速化交付金で国100％ということ

ですが、もとは税金なんですよね。本当に税金

が生かされるのかどうかっていうのが、我々議

会としてはこれじゃいかんというような意見も

強くて、前回の補正でも言わさせていただいた

と思うんだけれど。本当にこれでいいのかなと、

何かもう少し国のほうから、本来は国が認めた

ことしかやれないっていうのじゃなくて、我々

も何か違うシステムをもっと国のほうにも言わ

なくちゃいけないと思ってますけれども、何か

ちょっと地方創生は国が全部牛耳っていて、特

に国が認めたことをやるっていうような感じに

なってしまって。これで本当に地方創生は続く

のかなと心配であって、本当に当初予算とかは

２分の１の補助金になってしまっている。地方

創生っていうのは本当にどんどんしおれていく

ような感じで、３年後、地方創生っていう言葉

すらなくなるんじゃないかと非常に懸念もして

いるものですから、宮崎県として人口減少が本

当に喫緊の課題であろうという思いであれば、

本気で何らかのことを。幹事が徳島県というこ

とでありますけれども、本当にほかの県もジレ

ンマを感じているんじゃないかと思うんです。

ほかの県と連携しながら、このやり方について

は、国のほうにもう少し何か訴えていただきた

いと思ってますが、いかがでしょうか。

○石崎中山間・地域政策課長 この事業の幹事

を、今年度は長野県、来年度は徳島県がやるこ

とになっております。12県で、やはりこの地方

創生の流れの中で、人口減少というものにしっ

かりと対応していかないといけないという議論

がございまして、まずは、今、国も言っており

ますこのような首都圏から地方への人の流れを

つくるという、その首都圏において各県をＰＲ

をして、移住・定住に結びつけていこうという

考えから企画したものでございます。

また、県といたしましても同様でございまし

て、これまで、ふるさと回帰支援センターの移

住希望先ランキングで、2013年、2014年と宮崎

県はランク外でございましたが、2015年は10位

に復活をいたしました。これも、議会の御理解

をいただいて講じてきました移住・ＵＩＪター

ン策の結果が、ある程度出てきたものではない

かと考えております。

我々といたしましては、先ほどの委員の御指

摘も踏まえまして、より一層努力してまいりた

いと考えております。

○来住委員 関連してなんですけれど、現実に

新たな予算が640万6,000円計上されておりまし

て、そして27年度に行ったのが、この５ページ

のほうに出されております。

短絡的には言えないと思うんですけれど、こ

の前、これは２月14日に行われたわけですから、

具体的な相談内容だとか、そういうものがここ

に５つぐらい出されているんですけれど、これ
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で宮崎県に行きたい、または帰りたい、そうい

うものが現にあるのかなというのが一つ。今は

ないけれど２年後には間違いなく帰りたいとか、

３年後には帰りたいとかいうのがあるのかどう

か、それが一つ。

それから、有楽町にセンターを持ってますよ

ね、僕はあれを改めて検証をされてみたらどう

かと思うんです。実際にあそこにどれだけの予

算を毎年つぎ込んでいるのか。あのフロアの家

賃だけでも相当な金出されて、それであそこに

相談が何人来たのか、来た人は現実に宮崎県に

帰ったのかどうか。あそこに行ったときに追跡

調査されてるんですかって聞いたら、なかった

みたいなんです。そこ辺の検証はされてるんで

しょうか。そこをしないと、自分たちだけ気持

ちがいいばっかりで。こういうフェアもやった

と、何人か来たと、ここに出されているように

何千人かお見えになったと、宮崎県では実際に

相談があったのは70件ですか、そういうのがあっ

たとかいう気持ちがいいばっかりで、現実には

何の実にもなってないということに。ランク外、

１つ、２つふえたから、そんなもので喜ぶよう

なものでもないと僕は思うんですけれど、その

辺、まずちょっと教えていただきたいです。

○石崎中山間・地域政策課長 まず、２月14日

のフェアについてでございますが、この70件の

相談のうちに、例えば宮崎県関係の方が12名お

いでになりました。奥さんが宮崎出身とか、あ

るいは御自身が宮崎出身という若い方で３名ほ

どが─人事委員会事務局からも職員が行きま

したけれども、県職員の試験に興味がある、受

けたいといったようなことをおっしゃる方がい

らっしゃいました。

また、現在、首都圏の自治体で働いているん

だけれども、ぜひ宮崎にＵターンしたいので、

そういった採用情報等について教えてほしいと

いった具体的な相談もあったところでございま

す。

有楽町の宮崎ひなた暮らしセンターの関係で

ございますけれども、現在、１月末で宮崎県へ

の移住世帯113世帯でございます。その中で、具

体的に宮崎ひなた暮らしセンターを利用された

方は37世帯いらっしゃいます。これはＵＩＪタ

ーンのほうも含めてですけれども、実際に１月

までに宮崎に移られた方でございます。

こういった効果は、やはりセンターで対面で

のきめ細かな相談に応じた成果だと考えており

ます。我々が掲げている目標、４年間で1,000世

帯ということでございますと、年間250世帯を達

成しなければいけないということでございます

ので、まだまだ努力しなければいけないと考え

ておりますけれども、今後とも事業のいろんな

見直し、これまでの結果の検証をやりながら、

さらに努力してまいりたいと考えております。

○来住委員 37世帯というのは、27年度じゃな

くて今までの累積ですか。

○石崎中山間・地域政策課長 27年４月から28

年１月までの実績でございます。この間が113世

帯で、そのうちセンターを利用された方が37世

帯、残りは就農セミナー等をきっかけにされた

というような、各種県の取り組みと市町村の取

り組み等も合わせてでございます。そういった

実績でございます。

○来住委員 もう一つ確認ですけれど、センタ

ーには年間どれほどの予算を組むんですか。

○石崎中山間・地域政策課長 現在、有楽町の、

いわゆる委託でございますけれども、借り上げ

に相当する部分で、年間約1,200万円程度。それ

から人件費がございます。移住相談員につきま

しては、非常勤職員でございますけれども年
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間430万円程度、これは移住相談員の部分でござ

います。ＵＩＪターンのほうは、商工観光労働

部が一括して企業に委託しているところでござ

います。

○来住委員 人件費、幾らって言われましたか。

○石崎中山間・地域政策課長 我々が設置して

おります東京の非常勤職員については430万円。

○来住委員 そのほかに、商工観光労働部が配

置している人がいるわけですか。

○石崎中山間・地域政策課長 これは商工観光

労働部が、ＵＩＪターンで東京と宮崎合わせて、

人件費だけではなく、いろいろな活動費等も含

めて、約4,370万円の予算で委託しているところ

でございます。

○来住委員 家賃まで含めたら5,000万超えるん

ですね、わかりました。

部長、こういう活動を決して否定はしないん

ですけれど、この議会でも大分問題になって、

首都圏や県外から帰ってきていただく、Ｉター

ンだとかＵターンだとか、その努力をする、そ

れは非常に大事なことだと思うんですけれど、

むしろ今議会でもずっと問題になってますけれ

ど、向こうに出ていかないようにしないとだめ

だと。

だから、そこにどれだけの知恵と予算をお使

いになるかというのが中心だと思うんです。そ

れは非常に目立たないと思います。都城の言葉

で言えば、派手しない、派手じゃないです。し

かし、こうやってイベントをやるとかっていう

のは、非常に派手しますけれど、僕はもうちょっ

とそこは腰を落ちつけないといけないんじゃな

いかと思います。

ちょっと計算してませんけれど、年間に5,000

万円ぐらい使う割には、37世帯しか帰ってきて

ないわけですから、そこ辺はどうなんでしょう

か。ちょっと部長のお考えを聞いておきたいと

思います。

○茂総合政策部長 宮崎ひなた暮らしセンター

のあり方については、あれだけ西日本で最大規

模ぐらいのスペースもいただいてますし、人も

配置していただいているということで、非常に

ありがたく思っておりますけれども、この進め

方については、やはりいろいろ工夫の余地があ

るだろうと思います。これについては、東京、

宮崎、両センターあわせて、その運営のあり方、

仕掛けについては、さらに検討していきたいと

思います。

改めて申し上げますと、待ってるだけではい

けないということで、いろんなところに出ていっ

て説明をしたりとか、移住相談会を開いたりと

かもやっておりますので、その点もふれさせて

いただきたいと思います。

それから、先ほどありましたけれども、ＵＩ

Ｊターンよりも、県内からいかに外に出さない

かということが、やはり一番大事だろうと思い

ます。Ｕターンしてくる人をつかまえていくの

は、出すのをとめるよりも、恐らく何倍も労力

がかかるだろうと思っています。

ですから、今議会でも、高校卒業者の県内就

職率がいよいよ54％で、全国最低ということが

随分議論になりました。私どもももちろんそう

ですけれど、商工観光労働部とか教育委員会も

いろんな予算化をしています。これについては、

やはりイの一番の大事なことだと思ってまして、

それをやることが非常に大事だと、そのことに

よって、それをあわせてＵＩＪターンセンター

もやることによって、社会増にもっていき、そ

してそれがまた自然増につながっていくと、そ

ういうふうないい循環を目指していきたいなと

思ってますので。確かに大学進学を含めて県内
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からいかに出さないか、そのことに最大限、力

を発揮していくべきだと考えています。

○来住委員 もう一つ、文化文教課の予算説明

資料の49ページについて、ちょっとお聞きした

いんですが。私立学校の振興のための助成、こ

れが約3,880万程度、減額になっております。

先ほどの説明では、生徒数が当初の予算編成

のときからすると少なかったという意味のこと

だったと思いますが、ここに８つ私学に関する

事業名が書いてありまして、そして減額された

のが出てるんですけれど、全体としては例えば

生活保護なんかは、この前も宮日新聞出てまし

たけれど、今、過去最高の世帯数がふえている

と出てるんですけれど、実際にそういう生徒が

少なかったというのは、どうやって説明される

のかなというのがありまして。もう少しわかり

やすく、多分、事業によって違うのかもしれま

せん。そこら辺、全く知りませんからちょっと

教えてください。

○神菊文化文教課長 まず、私立学校の関係予

算の減額につきまして御説明いたします。

まず、私立学校振興費補助金というのは、先

ほども申し上げましたが、私立の小・中・高校

の振興と経営の安定化とか、保護者の負担の軽

減を図るというものでありまして、当初の見込

みが１万2,276人の生徒でしたが、実際には１

万1,973人、合計で303人少なかったというもの

でございます。

それから、次に就学支援金につきまして御説

明いたします。

７の（１）でございます。公立学校の授業料

相当額は、その世帯の状況によって増額して配

付するというものでございます。

こちらも、対象の生徒が合計で365人少なかっ

たということでございます。こちらについては、

やはり入学者が少なかったことによるものが主

な原因だろうと思っております。

それから、最後に奨学のための給付金でござ

いますが、７の（２）でございます。こちらに

つきましては、支給対象の見込み生徒が、当初

と比べまして420人少なかったということでござ

いまして、こちらにつきましても、やはり入っ

た生徒の減が大きく響いていると考えていると

ころでございます。

○来住委員 生徒数そのものは、そんなに大き

く毎年毎年、乱高下するわけでもないと思うん

ですけれど、その辺のことがもう少しわからな

い。

それから、もう一つは、最初の１の振興費補

助金ですか、これは事業の内容がよくわからな

いものですから、申請主義で父母が申請して、

その父母に支給されるものなのか、それとも学

校に支給されるのか、そこら辺もう少し教えて

ください。

○神菊文化文教課長 まず、児童生徒数のお話

でございますが、やはり年々減少しておりまし

て、ことしは１万800人ぐらいいたんですけれど

も、28年にはほぼ横ばいなんですが、その後ど

んどん減っていきまして、33年には9,800人ぐら

いまでに落ち込むということで、年々減ってき

ている状況にございます。

それから、先ほどの補助金のことでございま

すが、私立学校振興費補助金については、学校

が私どものほうに申請をいたしまして、それに

対して交付するということになります。

それから、もう一つありました就学支援金に

つきましては、世帯からの請求がございまして、

世帯もしくは学校に預ける形で支給するという

ものでございます。奨学のための給付金につい

ても同様でございます。
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○来住委員 わかりました。

○新見委員 また、「いいね！地方の暮らしフェ

ア」に戻るんですけれども、２月に行われた中

で、地方の優良企業転職フェアというのを実施

されているようですが、ここに参画した企業と

しては２つ上げられてますけれど、この２企業

だけだったのか、そのほかにもあったのか。企

業側のフェアに関する印象というか、感想とい

うか、そこ辺ちょっと教えてください。

○石崎中山間・地域政策課長 この企業数につ

きましては、ブースの関係で各県２企業までと

いうことになっておりまして、２企業出したと

ころは、12県全部ではございません。中には１

社というところもございました。

宮崎県では、ＩＴ関係の２社に出ていただき

ました。こちらも、いろんな企業にアプローチ

したんですけれども、時期的な問題等もござい

まして２社でございましたが、ＩＴ関係、今、

非常に新規採用の意欲もあるということで御出

店いただいたものでございます。

○新見委員 引き続き、新年度の事業の中でも、

企業に来てもらうという同じような取り組みを

されるわけ。

○石崎中山間・地域政策課長 これからの検討

になりますけれども、やはり就職とかそういう

ことを考えますと、具体的な企業に出ていって

いただかないと、なかなか具体的な動きにつな

がっていかないと考えておりますので、できれ

ば県、行政だけではなくて、企業にも御参加い

ただけるような内容にしていければと考えてお

ります。

○新見委員 続いて、６ページのフードビジネ

ス推進課の事業ですけれども、宮崎の食の魅力

を発信するという取り組みは、これまで同じよ

うな取り組みがあったんじゃないかと思います

けれど、今までのと今回新たに取り組まれる事

業は、こういった部分が違いますよというのが

何かあるんですか。

○黒木フードビジネス推進課長 これまでもフ

ードビジネスの取り組みとしまして、食の魅力

による誘客という点で言えば、旅行商品の造成

ですとか、あと宮崎の県産品を生かした食づく

りのコンテストとかやってまいりましたけれど

も、実際、民間の調査などを見ておりますと、

宮崎県については食のイメージが強くて、おい

しいという一方で、やはり情報が少ないという

声があるものですから。そういった取り組みに

加えて、今回こういう、ある意味、隠れた食の

魅力を掘り起こすという取り組みをさらに行い

たいと考えて取り組むものであります。

○新見委員 この情報発信は、具体的には紙ベ

ースも当然あるでしょうけれど、どういったや

り方をされるんですか。

○黒木フードビジネス推進課長 紙ベースとい

う点では、飲食店に取材等を行いまして、印刷

物の印刷、配布も行いますし、あと専用のイン

ターネット上のサイトを起こしまして、そこで

の発信も考えております。

また、旅行雑誌との連携など、さまざまな広

報媒体を使いましてＰＲをしたいと考えており

ます。

○新見委員 10ページのＲＥＳＡＳの活用です

けれども、このＲＥＳＡＳについては、私も１

回研修を受けたというか、講演会を聞いたんで

すけれども、本当にすごいデータを網羅して、

いろんな取り組みができると期待するところな

んですけれど。この事業内容の②、データを利

活用した地域活性化方法の検討ということで、

ワーキンググループを設置してから取り組まれ

るようですけれど、具体的にどういった方々が
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このグループに加わられて検討されていくのか、

ちょっと教えてください。

○青出木情報政策課長 ワーキンググループで

ございますけれども、実際に事業をやってらっ

しゃる方々あるいは大学の先生、それから行政

の県ですとか、市町村の職員、そういうさまざ

まな立場の人たちに集まっていただいて、そち

らで検討していきたいと考えているところでご

ざいます。

○新見委員 このＲＥＳＡＳは、講演会を聞い

たときに、要するに通常のヤフーとかそういっ

た検索は使えずに、グーグルクロームだけだっ

たと思うんですが、この問題は変わってないん

ですか。

○青出木情報政策課長 いわゆるブラウザとい

うインターネットのいろんなページを見るソフ

トがございますけれども、グーグルクロームで

しか現在見れないというところがございました。

国におきまして、これをそれ以外の、例えば

インターネットエクスプローラーですとか、そ

のようなブラウザでも見れるように、現在、検

討を進めていただいていると伺っているところ

でございます。

○清山委員長 ほか、ございますか。

○満行委員 食の魅力再発見なんですけれど、

よくわからないのでもうちょっと詳しく教えて

ほしいんですが。県内の全飲食店のメニューの

中からお薦めのメニュー─先ほど隠れたメ

ニューっておっしゃったんですけれど、定番だっ

たらチキン南蛮とか、そういうもうブランドが

確立されているものはあるんだろうと思うんで

すけれど、全飲食店のメニューって、その飲食

店ごとに名前が違うのがいっぱいあると思うん

ですけれど、これはどうやって集める、集約す

るかというのがまずよくわからないんですけれ

ど。全飲食店のメニューって天文学的な数だと

思うんですけれど、それをどうやって集約、集

計するんでしょうか。

○黒木フードビジネス推進課長 全ての飲食店

ということで、Ａ商店の何々というメニューを

お薦めいたしますということで、推薦方法につ

きましては、県の広報紙を活用した、はがきに

よる推薦、また、専用ホームページを立ち上げ

てのネットによる推薦、そういったもので集計

いたしまして、データを集めたいと考えており

ます。

○満行委員 お店屋さんごとの積み上げという

ことですか。

○黒木フードビジネス推進課長 はい、飲食店

ごとのメニューごとということになります。

○満行委員 隠れたメニューって、どういうの

を想定されているわけでしょうか。

○黒木フードビジネス推進課長 グルメ雑誌で

すとか、あるいはグルメサイトですとか、いろ

んな情報が出ておりますけれども、県内の都市

部ではないような地域では、なかなか口コミ情

報ですとか、さまざまな情報が出てない。

しかしながら、その地域では愛されている、

知る人ぞ知るといったメニューがございますの

で、そういったものを県外の方々に伝えて、誘

客につなげたいと考えているところであります。

○満行委員 チキン南蛮とか、チキン南蛮カレ

ーっていうのは、もうすごく有名だと思うんで

すけれど。その地方の田舎のメニューって、投

票がそんなにふえたら隠れてるんじゃなくて、

もうもともと有名なんだろうと思うんですけれ

ど。どうしてもイメージが浮かばないんですが、

「きっちょううどん」とかいろいろありますよ

ね、それなんてもうメジャーだと思うんです。

ここで言う隠れた新たなメニューっていうのが
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よくわからないんですけれど、本当に、都城の

西岳のおそば屋さんとかっていうのが出てくる

のか。僕は無理なんだろうと思うんですけれど、

どうでしょうか。

○黒木フードビジネス推進課長 先ほどからお

話出ておりますように、チキン南蛮ですか、そ

ういったもう本当に知られたようなメニューは

あろうかと思うんですが、一方で、県外の方に

は知られていない、しかし宮崎県内のある地域

においては非常に知られていて愛されている、

そういったメニューがあるのだとしたら、それ

は十分観光資源にもなり得るのではないかと考

えております。

○満行委員 わかりました。いいです。

○星原委員 今まで、いろいろ出た意見に関連

してなんですが、結局、何かをしなくちゃいけ

ないということで事業をやってるのか、こうい

うことが今の時代に求められてるから、そうい

う事業をするんだとか、その基本的な考え方を

どこに置かれて─この事業を考えたときに、

さっきから出てる、「いいね！地方の暮らしフェ

ア」にしても、宮崎の食の魅力だとか、そうい

ういろんな事業を取り組む中で、世の中が求め

ているものに対してのことなのか、自分たちが

何か事業をしなくちゃいけないので、取り組ま

ざるを得ないんだという形で取り組んでいるの

か。その辺をどう捉えたらいいんですか。

○井手総合政策課長 この後お願いする当初予

算編成もそうなんですけれども、重点施策とい

う形で進めております。

この重点施策、本県の総合戦略の、特に地方

創生の始動プロジェクトを中心に考えておりま

す。その柱立てとしましては、新時代チャレン

ジ産業づくり、そして、世界ブランドのふるさ

とみやざきづくり、そして、２つのふるさとづ

くりと子育て支援ということになります。

いずれも、物の考え方としましては、本県内

の産業振興を図り雇用の場をつくる、若者定着

の基盤となる部分でございます。あわせて、本

県の誇りなり、県民の皆さんの持つ誇りなり、

地域の愛着をきちんと醸成をしていく、そうい

うための世界ブランド─そしてそれをうまく

生かしながら、移住・ＵＩＪターンにつなげる

２つのふるさとと考えておりまして、これまで

も申し上げてきたとおり、社会減対策として、

雇用の場等、子育て環境をよくして、自然増も

図っていくという好循環を目指した施策になり

ます。

それぞれの事業に関しましては、やはり事業

ニーズがあるということが、まず第一点だろう

と考えておりまして、ここにやはり手を打って

県事業としてやることによって、そこの関係の

方々が活性化してその分野で人がにぎわう、も

しくは産業の振興が起こっていく、そして人が

そこに集うということを考えて、事業構築をし

ているところでございます。

○星原委員 今、言われるとおりだろうと思う

んです。ただ、言葉が変わるだけで、やってる

ことはそう大きく変わってないと思うんです。

この10年なら10年、狙う方向性というのは今み

たいな形で、ただ言葉が変わってそうしてる。

やった事業は、これまでの中に、仮に過去10

年なら10年間の事業の中でどういったものがど

ういう成果が出て、あるいはどういったものが

厳しいので離していくとか、大抵やってきてる

んだろうとは思うんですが。いろんなものをや

るのに、九州なら九州は多分同じようなものが、

農畜産物でも大体そう大差ないものができるだ

ろうと、北海道と九州では違うだろうけれども、

そういうもの。
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このフェアをやられる上でも、フェアもどこ

も似たようなことをやっていくだろうなと。果

たしてそういう形でずっと過去やってきたから、

その延長線上で少しずつやり方を、方法とかい

ろんな取り組みを変えていく。だけれども参加

している人も多分同じような企業が大体参加し

てて、新たな人たちが企業で毎年かわりながら、

宮崎のいいものがちゃんと世間に出ていってい

るのかどうかとか、その辺をどういうふうに今

後捉えていくのかということですよね。

それと、フェアをやれば確かに人を集めるこ

とはできるんですが、そこに来た人が仮に１万

人いても、日本の１億の人口の中で見れば、も

うほんの限られた数だと。そしたら１億の人に

発信するとしたら、今の時代だったら、多分、

インターネットとかそういうもので、写真でも

動画でもいろんな形をどんどん発信していく形

のほうが、人にふれる部分は多いんじゃないか

と思うんです。

今、それはもう日本国内だけじゃなくて外国

まで流れていくわけですから、そういうことに

もう少し角度を変えて考え方をやっていく。専

門の、どうやったらアクセスが多くなってくる

─見た目だったり、映像だったり、あるいは

言葉だったり、いろんなものがあると思うんで

すけれど、そういうものに特化した何かやり方

を変えて、宮崎の魅力発信、あるいは食べ物で

も何でもそうなんですが、そういうものにも取

り組んでいかないといけないんじゃないかなと

思うんです。

東京で3,000人来まして、そういった中で、そ

れでどう宮崎の魅力を発信したことになるのか

というと、非常に厳しいんじゃないかなと。あ

るいは外国でもそうなんですけれど、どこでも

いろんなことやると、デパートでフェアをやっ

て、かかった経費と費用対効果を見たりしたと

きに、これでどれだけ本当に実際に─あるい

は今度その逆に、提供した企業なり、農家なり

限られた人の部分しか多分扱ってないはずなん

です。

そうじゃなくて、宮崎米とか、宮崎牛とかと

いう、仮にそういうことのくくりでいったら、

どうやって世界に情報を流していったらアクセ

スがいろいろ来て、それが商取引につながって

いくかとか、あるいはそういう分野のことをや

ることで、雇用の面とか、宮崎のよさとかとい

うことを知ってもらって、移住とかいろんなの

が生まれてくるんじゃないかなと思うんですけ

れど。やはりもう少し角度を変えた発想でもの

をやらないと、事業をやることが目的になって

て、その事業の成果がどこまで出たかというこ

との中で─宮崎の人口111万、減ってきてます

よね。ふやすためには若い人たちを残さないか

ん。若い人たちが残って結婚でもして、子供が

ふえていかなくちゃいけないとしたら、そうい

う環境にあるのかどうかとか、そういう部分を

ちゃんと探りながらこれからやっていかないと、

国内の競争もですが、海外との競争にも勝てな

いんじゃないかなと、そういう思いがするんで、

何かそういうことに向けた違う形で。

やはり総合政策部がやることはそっちじゃな

いかな。それを今度ほかのいろんな部にこうい

う事業で取り組んでみてくれとか、何かそうい

うふうに考え方を変えてもいいんじゃないかな、

そういう時代に来てるんじゃないかなと思うん

です。そういう考えというか、そういう取り組

みはなされてないんですか、どうなんですか。

○茂総合政策部長 我々、特に総合政策部は、

星原委員が言われたような気概でやってきたつ

もりです。ただ、それが、なかなかまだ行き着
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いてないというところがあるんだろうと思いま

すけれども。やはり、世の中が何を求めている

のかということに立って、宮崎らしさ、宮崎な

らではというか、宮崎から発信していきたいと、

そういう事業をつくっていきたいというつもり

でございます。

例えば、先ほど地方の暮らしフェアの話もあ

りますけれど、これ、先ほど担当課長が申し上

げましたけれど、ことしの２月に１日やったん

ですけれども、その反省ができないままに来年

度の要求というような形になってまして、やは

り本来は、最低でも２日は必要だろうなと思っ

ています。

というのは、これは仕込みとか片づけるのに

経費がかかるわけですから、１日というのはい

かにももったいないなという話と、２日以上あ

れば、きょうやりました、あしたは来てくださ

いというＰＲもできるんですけれど、１日だと、

きょうやっておしまいですという話になりがち

なものですから。日数のことを含め内容をいか

に特徴を出していけるかについては、またこれ

からもいろいろ意見を申し上げていきたいとは

思っています。ただ、今のところ、こういう仕

掛けになっているということでございます。

それと、あと、補助金行政とよく言われます

けれど、いつも申し上げているのは、漫然と補

助金を支給するのではなくて、不断に見直しを

して、政策誘導的な補助金にしていかないとい

けないということで、やはり不断の見直しが必

要だと思っています。

ですから、職員にもいつも言うんですけれど、

漫然と仕事をしたらいけないと、常に危機感を

持ってとんがってやっていくんだと、宮崎から

発信していくという気概を持ってやっていくん

だと言ってますので、今のお言葉を改めて肝に

銘じて、一丸となって取り組んでいきたいと思

います。

○星原委員 もう一点だけ。人を集め、住むと

したら、生活ができないとだめなんですよね。

要するに、若い人を残そうとしたら、若い人が

そこで生活して家庭を持って生きていける基盤

となるものがあるかどうか、それが宮崎に備わっ

ているかどうかということじゃないかなと思う

んです。

ですから、私が思うのは、いつでも、農家で

も、幾らいろんな政策を戦後70年やってきても、

人口減少もあるけれども、後継者もずっと減っ

てきてますよね。国の予算、農林水産省の予算

なんて、莫大な金が農業関係には出てきてても、

やはり最後は生活できるかどうかだと思うんで

す。

宮崎の農家を育てるとしたときには、納税で

きる農家がことし100軒あったとしたら、来年

は200軒にふやしていこうとか、そういう発想で。

税金を納めるということはもうかっているとい

うことですから、そういう発想でものを考えた

ときに、じゃあ、納税できるところを100軒、去

年よりふやそうとしたときには、どういうこと

をしないとふえないかということが、多分出て

くるだろうと思うんです。

そういう違う角度で発想を、あるいは企業で

もそうなんですが、やはり宮崎で人の採用枠を

ふやしてきてるところは、補助金やらいろんな

こともあるかもしれないけれど、やはり利益追

及がうまくいってる会社ですよね。やはりそう

いうところは、税金も納めていると思うんです。

そういう角度で、こういうことを言ってはど

うかわからんけれど、税金を納めてもらうため

には何が必要なのかという、要するに角度を変

えた発想とか、そういうものも取り入れていか
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ないと。さっきから言うように事業をやればい

いだけの話は─皆さん方はもう責任がないか

ら、こういうことをやって、ああいうことをやっ

てますと言うことで済むけれど、実際に生活し

ている県民はそうじゃなくて、自分の暮らし、

家庭を守らにゃいかん、そういう中でどういう

ふうにしてくれたら自分たちが生活できたり、

若い人たちがそこに住むことになるか。いろん

な事業をやるときに、そこに基本を置いた捉え

方というのが、私は大事じゃないかなと思うん

です。そういったものにどこまで金をかけ、ちゃ

んとした効果を出すためにはどこまで行かない

と出ないんじゃないかという、そういうものも

やはり。

総合政策部は、どこかでそういうことも一方

で捉えながらやっていかないと、単なる事業を

やっていけば、一生懸命仕事してますよって思

うんだけれど、成果として見たときにどうなの

か、やはり考えていく時期にも来てるし。予算

はなかなか限られて厳しくなってきてるわけで

すから、あとは知恵だとか発想の違いで、どう

ほかの県との競争に打ち勝っていくかとかとい

うことじゃないかなと思うんですけれど。ぜひ

新たな事業をやる場合には、そういう流れも入

れながら取り組んでほしいなと思います。

○金子総合政策部次長（政策推進担当） まさ

におっしゃるとおりかと思います。

今回、補正でお願いしてあるやつは、いわゆ

る地方創生加速化交付金ということで、国の10

分の10なんですが、やはり事業をやった成果、

ＫＰＩと言われますけれども、あれを強く求め

られておる。

ただ、事業をやることだけで決して自己満足

をしてはならなくて、やはりこれは、いわゆる

ローカルアベノミクスという形で、国がせっか

く用意してくれた全体1,000億円の大きな資金な

んです。

我々としては１円でも多くとりに行くという

形で、各部からもいろいろな事業を組み立てて

もらってますが、私ども総合政策部が窓口となっ

て、事業のブラッシュアップとかも図ってまし

て、単に私どもの部は事業執行だけの部ではな

くて、やはり総合政策という観点に立って、ど

うすればより効果があがるかとか、各部の事業

の組み合わせとか、そういうような形でのアド

バイスもしています。

委員おっしゃるとおり、ローカルアベノミク

スの起点は、やはりいかに地域で稼げるかとい

うことが大事かと思ってまして。稼ぐという視

点で、そこから給与の増があって、消費増とい

う形で、地方においてもうまく循環するという

流れをつくっていかないといけないし。先ほど

御指摘もあったとおり、宮崎は周回おくれじゃ

ないかということもあって、それはもう私ども

もそういった意味では他県の倍以上、知恵を出

し、汗をかいていかないといけないと思います

ので、今回の補正、それから来年度の当初予算

も含めまして、しっかりと流れを加速化してい

く形で取り組んでまいりたいと思います。

○清山委員長 ほか、ございますか。

１つ、単純な質問。47ページの文化文教課な

んですけれど、企画費のところの職員費が5,200

万円の減額補正なんですが、これって補正前の

１億2,000万円から6,700万円にかなり減ってる

んですが、どういった理由なんですか。

○神菊文化文教課長 御説明いたします。

47ページの人件費、諸経費関係でございます。

まず、総務管理費の職員費、1,611万6,000円

の増となっておりますが、これは私どもの課内

にあります文教担当が、事務量の大幅増で職員
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が４名増となったことによるものなどでござい

ます。

それから、その下にあります企画総務費の職

員費になりますが、こちらにつきましては、27

年４月１日付で文化文教・国際課が文化文教課

になり、国際部門が商工観光労働部のほうに移

管されたということでありまして、その職員費

が９名減となったと、それから、いずれも給与

改定に伴う増はその中に含まれております。

○清山委員長 あとは質問じゃなくて、ちょっ

と意見なんですけれど、丸山委員が東京事務所

の件でおっしゃってましたけれど、私も今年度、

心に残った出来事として、我々が県外視察で東

京に行って、県出身の若い人たちを市ヶ谷の東

京ビルに集めて、今さまざまあった移住・ＵＩ

Ｊターンの政策に関することやら、さまざまな

意見を聞いたんですけれども、そこに東京事務

所の方が１人もいらっしゃらなかったんです。

せっかく市ヶ谷の東京ビルで県に対する政策

を聞くのに、そこに集まってくださった県出身

の若い人たちって、やはりみんな実際に意識高

かったし、これからも非常に我が県のことを気

にされている方だと思うんですけれど、そこに

東京事務所の人が１人もいなかったというのが、

とても残念な出来事だったと記憶してまして。

そういうことでどういうふうにされてるのかな

と、その直前まで、何かビルあたりをうろうろ

されてたということも聞きましたけれども、委

員会の活動に、一々東京に行くのについてこい

とは言いませんけれども、あのときの行事の趣

旨からして、やはり誰かはいてほしかったなと

思ったのが１つ、出来事としてありました。

○井手総合政策課長 大変失礼しました。

委員長おっしゃっている、東京若者フォーラ

ムというグループが定期的に会合を開いていた

時期があります。最近は、ちょっと活動が低調

になっているやに聞いてます。過去、総合政策

課長が行って説明したり、意見交換したことも

ありまして、私も何度か参加して意見交換をし

たことがあります。

再度、掘り起こして、そういう活動に参加で

きるようにつくってまいりたいと思います。実

際、アラタナとかは、そのフォーラムの出身の

方々が役員に入っていたりされてますので、非

常に効果が高いと認識しております。

○清山委員長 今回、委員会の県外活動にあわ

せて、久しぶりにそうやって集まったというこ

とだったので、やはりそういうところ、何か久

しぶりだったからこそ来てほしかったなとも思

いましたし。ちょっと一言と思いました。

あと、もう一つも手短に、このＩＣＴデータ

による地域活性化推進事業で、ＲＥＳＡＳの普

及に努めるということですけれども、先ほど質

問があったワーキンググループを設置して、利

活用方法を検討されるということなんですが。

これは情報政策課だけでできることを考えられ

たのかなと思うんですけれども、ぜひ県庁内で

しっかり各部署で活用して、１つでもきちんと

事例を出してほしいなと思っておりまして。県

内の各部署で自治体アカウントを50幾つぐらい

得られたという話を聞きましたけれども、宮崎

県庁内でこのＲＥＳＡＳを生かして成功事例を

つくることが、やはり一番最短の普及方法じゃ

ないかなと思いますので、これはなかなか情報

政策課だけじゃできないことかなと思いますか

ら、ほかの各課、各部署、例えば商工なんかも

県庁で把握できないハブ企業とか、さまざまな

ところを把握できると聞いてますから、そうい

うところに対してさまざまな政策の営業をする

なり、活用方法があると聞きました。
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この間の秋のフォーラム、私も伺って、そし

て先月、また久しぶりに内閣官房の早田さんの

話を聞いたんですけれども、この三、四カ月で

も随分進化していて、またさらにデータがふえ

てますし、この４月からはＮＴＴドコモのデー

タも加わって、より観光施策とかさまざまなこ

とに生かせると聞いたので、ぜひ全庁的にこの

ＲＥＳＡＳ活用して、何か成功事例を早く出し

てほしいなと思いました。これはもう意見です。

○青出木情報政策課長 御趣旨も踏まえまして、

県庁各課、各部連携を図りながら、事業を進め

てまいりたいと思います。

○清山委員長 12時になりましたので。総合政

策部は、その他報告事項の説明がございますの

で、ここで休憩しまして、１時再開といたしま

す。暫時休憩いたします。

午後０時１分休憩

午後０時59分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

その他報告事項に関する説明を求めます。

○奥野統計調査課長 それでは、統計調査課か

ら、Ⅱ、その他の報告事項について御説明いた

します。

委員会資料の12ページをお開きください。

まず、平成27年国勢調査結果（速報値）につ

いて御説明いたします。

国勢調査につきましては、国が先週金曜日、

２月の26日でございましたけれども、全国の人

口及び世帯数について公表したのを受けまして、

本県におきましても、同日、宮崎の速報値とし

て公表させていただいたところでございます。

その概要でございますけれども、委員会資料

に太線で囲んでお示ししておりますように、平

成27年10月１日現在の本県の人口は、110万4,377

人、世帯数は46万2,620世帯となっております。

次に、詳細につきましては、お手元にお配り

しております別冊の平成27年国勢調査人口速報

結果の概要について、御説明させていただきた

いと思います。

別冊の１ページをごらんくださいませ。

まず、１、宮崎県の人口についてでございま

す。本県の人口は、先ほど御説明しましたとお

り110万4,377人で、５年前の調査結果と比べま

すと、３万856人、率にしまして2.7％減少して

おります。本県の人口は、平成７年をピークに

減少を続けておりまして、今回もこれまでと同

様の傾向が続いていると考えております。

次に、２ページをお開きください。

２、地域別人口としまして、本県の人口を県

内８地域別に比較しております。

まず、上のグラフ、図の２―１、地域人口の

推移（実数）をごらんください。地域別で最も

人口が多いのは、宮崎・東諸県地域で県人口の

約４割を占めております。

次に、下のグラフ、図の２―２をごらんくだ

さい。このグラフでは人口の増減率を示してお

りますけれども、今回、宮崎・東諸県地域の人

口が減少に転じてしまいました。そのため、昭

和50年以降、初めて県内全地域での減少という

ことになりました。

次に、右側の３ページをごらんください。

図の２―３では、各地域の人口が県全体に占

める割合を示しておりますけれども、宮崎・東

諸県地域が一貫して割合を大きくしておりまし

て、また北諸県地域でも拡大傾向にございます。

その他の地域は縮小傾向ということでございま

す。

次に、４ページをお開きください。

３の市町村別人口についてでございます。
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図の３―１でございますけれども、この図で

は、市町村別人口を多い順番に並べております

けれども、最も人口が多いのは宮崎市でござい

まして40万1,156人、県人口の36％を占めており

まして、次いで都城市、延岡市の順となってお

ります。一方、最も人口が少ないのは、西米良

村で1,089人となっております。

次に、右の５ページをお願いいたします。

図の３―２でございますけれども、この図で

は、市町村別の人口増減率を今回調査と前回の

調査結果について示したものでございます。右

側の黒い棒が今回の調査結果分でございます。

今回、人口が増加したのは、三股町、綾町、木

城町、宮崎市の４市町村でございます。このう

ち、綾町と木城町につきましては、前回の減少

から今回増加に転じております。

次に、６ページをお開きください。

４、世帯についてでございます。世帯数は2,115

世帯、率にして0.5％増加しております。下のグ

ラフ、図４にありますとおり、世帯数につきま

しては、このグラフをつくっております昭和50

年から一貫して増加してはおりますが、本県の

人口は先ほどごらんいただきましたとおり、減

少を続けておりますので、１世帯当たりの人口

は減少が続いておりまして、今回の調査では、

これまでで最も少ない2.39人ということになっ

ております。

平成27年、国勢調査結果（速報値）につきま

しては以上でございます。

続きまして、本日、公表を予定をしておりま

す平成25年度宮崎県県民経済計算の推計結果に

つきまして、その概要を御説明いたします。

委員会資料の13ページをお願いいたします。

御案内のとおり、県民経済計算は、本県の１

年間の経済活動を付加価値の面から包括的に捉

えた指標でございます。

まず、主な指標についてでございますけれど

も、平成25年度の本県の経済成長率は、名目で3.0

％の増、実質で3.6％の増となっておりまして、

いずれも２年ぶりのプラス成長となったところ

でございます。

また、県内総生産につきましては、名目で３

兆6,060億円、実質で３兆8,560億円でございま

した。

一方、県民所得につきましては、２兆6,975億

円となりまして、これを県内の総人口で割った

１人当たり県民所得は240万7,000円となってお

ります。

次に、同じく13ページの図―１をごらんくだ

さい。

これは、国と本県の実質経済成長率の推移を

示したものでございます。国においてはリーマ

ンショックに伴いまして、平成20年度に大きく

落ち込んだ後、東日本大震災の影響などによる

平成23年度の成長率の大幅な低下を経まして、

平成25年度は2.1％の増と上向きの状況となって

おります。

一方、本県でございますけれども、同じくリ

ーマンショックに伴いまして、平成20年度と21

年度はマイナス成長でございましたけれども、

その後は、口蹄疫の影響などを受けながらもプ

ラスで推移しておりまして、平成24年度にやや

落ち込んだものの、平成25年度は再びプラス成

長となったところでございます。

次に、その下の図―２をごらんください。

棒グラフは、１人当たりの国民所得と本県の

県民所得の推移を示しております。県民所得に

つきましては、平成13年からおおむね210万円か

ら220万円台で推移していたところでございます

けれども、今回、平成25年度は240万7,000円と
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なりまして、平成13年度以降、最も高くなって

おります。

また、折れ線グラフのほうでございますけれ

ども、１人当たり国民所得を100とした場合の県

民所得の水準の推移を示したものでございます

けれども、平成19年以降は上昇傾向にございま

して、今回の平成25年度は84.6％と、国民所得

との差は小さくなってきております。

続きまして、資料をおめくりいただきまし

て、14ページをごらんいただきたいと思います。

県民経済計算は、生産、分配、支出の３つの

系列で推計しておりますので、それぞれの25年

度の特徴について御説明いたします。

まず、１、県内総生産の生産についてでござ

います。

これは、各産業の生産活動によって生み出さ

れた付加価値を名目値ベースで推計したもので

ございます。

内訳といたしましては、製造業や建設業が大

幅に増加しましたほか、サービス業や不動産業、

農林水産業なども増加したことによりまして、

全体では3.0％の増加となっております。

産業別の状況につきましては、14ページの表

をごらんいただきたいんですが、主なものを御

説明したいと思います。

まず、項目のところに第１次、第２次、第３

次と書いてございますけれども、まず第１次産

業でございますけれども、農業につきましては、

畜産や野菜などの伸びによりまして2.0％増加し

ております。水産業では、カツオやイワシなど

の漁獲量の伸びによりまして14.3％増加するな

ど、第１次産業全体としましては3.6％の増加と

なっております。

次に、その下の第２次産業についてでござい

ます。製造業は、化学製品などの伸びによりま

して9.7％の増加、建設業も民間建築部門が好調

であったことなどから14.4％増加したことによ

りまして、第２次産業全体としては11.4％の大

幅な増加となっております。

最後に、第３次産業でございます。運輸業な

どは減少いたしましたけれども、サービス業や

不動産業、情報通信業などが増加いたしまして、

第３次産業全体としては0.4％の増加となってお

ります。

続きまして、右の15ページをごらんください。

２、県民所得（分配）についてでございます。

これは生産活動により生み出された付加価値

が、どのように分配されたのかを推計したもの

でございます。

内訳としましては、賃金などの県民雇用者報

酬が0.3％と、わずかに増加した一方で、民間法

人企業などの企業所得が、12.6％と大幅に増加

したことなどによりまして、県民所得全体で

は4.4％増加いたしまして、５年連続の増加と

なったところでございます。

最後に、下の表でございますけれども、３、

県内総生産（支出）について御説明したいと思

います。

これは生産された付加価値につきまして、消

費や投資などの支出側から推計したものでござ

います。

内訳といたしましては、総資本形成が11.6％

の大幅な増加となりましたほか、民間最終消費

支出とか、政府最終消費支出も増加したことか

ら、全体では3.0％の増加となったところでござ

います。

統計調査課の説明は以上でございます。

○野口総合交通課長 総合交通課でございます。

常任委員会資料の17ページをお願いをいたし

ます。
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東九州新幹線に関する大分県の発表に係る経

緯と対応について御報告を申し上げます。

これまでの経緯と対応でありますが、まず１

月18日に、大分県知事が定例記者会見において、

記者からの質問に対しまして、大分県で独自に

試算した東九州新幹線が開通した場合の所要時

間等を発表をいたしました。

この発表が翌日に報道されましたが、現在、

東九州新幹線鉄道建設促進期成会で実施してお

ります調査の結果と混同される内容であったた

め、直ちに本県総合交通課から大分県の担当課

であります交通政策課に連絡をし、発表された

内容は大分県が独自に試算したものであること

を確認し、同日以降の本県への取材に対し、大

分県による試算であり、期成会の調査結果では

ないことを説明をいたしました。

しかしながら、１月22日にも同様の報道がな

されたため、大分県に対し、期成会の調査結果

ではないことを報道機関に連絡するよう申し入

れをしたところでございます。

この結果、大分県は、１月27日に、大分県内

の報道機関11社に対し、下に記載しております

けれども、１つには、大分県知事が定例記者会

見で回答した内容は、大分県として試算したも

のであること、２つに、当該内容は宮崎県は関

与していないものであること、３つに、当該内

容は期成会が実施している調査事業の中間報告

ではないことの３点について、連絡をしたと聞

いております。

また、１月28日の総務政策常任委員会におい

て、この件に関しまして御質疑等をいただいた

ところでございます。

その後、２月４日には、期成会の事務局長と

して、私が直接大分県の交通政策課長に対し、

情報管理等を徹底するよう注意喚起を行ったと

ころであります。

翌週の２月８日には、４県１市で構成をして

おります期成会の幹事会におきまして、今般の

経緯等について報告をし、改めて情報管理等に

ついて注意喚起を行ったところでございます。

また、先週の２月25日には、本県と大分県の

両県知事が電話にて直接話をし、本県知事から

は、以下にございますように、今回の調査を正

確に伝え、現実を見据えた幅広い議論を行うこ

とが大事であること、そのためにも期成会とし

て足並みをそろえて、調査結果の発表を行うべ

きであることをお伝えをしたところでございま

す。

説明は以上でございます。

○石崎中山間・地域政策課長 それでは、常任

委員会資料の18ページをごらんください。

祖母傾山系周辺地域のユネスコエコパークへ

の登録に係る申請書案の提出についてでござい

ます。

まず、１の申請書案の提出についてでありま

すが、昨年12月の常任委員会で御報告いたしま

したとおり、この地域の取り組みの骨子を記載

した祖母傾ユネスコエコパーク申請書概要につ

いて、昨年11月に国の審査が行われ、審査結果

に記載しておりますように、分科会の所見に対

応しつつ、平成28年のユネスコへの申請に向け

て準備を進めてよいとの結果となったところで

ございます。

これを受けまして、この地域の自然的、文化

的特徴を詳細に記載した申請書案の作成を進め、

先月22日に開催されました祖母傾ユネスコエコ

パーク大分・宮崎推進協議会において、この申

請書案が決定され、２月26日に文部科学省へ提

出したところでございます。

次に、２の申請書概要の審査結果への対応に
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ついてでございますが、審査結果を受け、12月

の御報告から２点変更等を行っております。

まず、（１）のゾーニングの見直しとしまして、

３つあります地域設定のうち、緩衝地域の拡大

を行い、全体的なバランスを調整いたしました。

資料の19ページの図をごらんいただきますと、

３つの山の山頂付近の最も色が濃い部分、黒で

塗ってある部分が核心地域、守っていく部分で

ございまして、この区域に変更はございません。

その周囲の網掛けの部分が、申請書概要提出

時の緩衝地域であり、国の保護林制度でござい

ます森林生態系保護地域の保全利用地区の区域

で設定しておりましたが、審査結果を踏まえ、

国有林における国定公園の特別地域など、図の

縦線の入った区域まで拡大したところでござい

ます。

なお、今回の拡大で、延岡市の行縢山周辺を

飛び地の緩衝地域として設定しております。行

縢山には貴重な植生が残されていることや、県

の青少年自然の家による環境教育の場にもなっ

ていることから、緩衝地域としたところでござ

います。

それでは、18ページにお戻りください。

（２）の登録後の推進体制の明確化について

でございますが、ユネスコエコパーク登録後に

両県統一の推進協議会や学術委員会のほか、行

政機関の緊密な連携を図るための組織や、地域

住民が参画する部会等を設置することとしたと

ころでございます。

最後に、３の今後の予定でございますが、今

後は関係省庁からの質問・要請等や５月ごろの

ＭＡＢ計画分科会による申請書案の内容確認へ

の対応などといった調整を経まして、８月上旬

に最終的な申請書の和文及び英文を提出するこ

ととなり、９月ごろの最終審査の後、日本ユネ

スコ国内委員会からユネスコへの推薦が行われ

る予定となっております。

早ければ、平成29年の夏ごろには、ユネスコ

の審査機関による審議・決定となる予定であり

ますことから、今後も引き続き関係市町や大分

県などと連携し、登録に向けた取り組みととも

に登録を見据えた取り組みを進めてまいりたい

と考えております。

説明は以上でございます。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○丸山委員 国勢調査の結果が出たんですけれ

ども、人口減少は覚悟してたんですけれども、

県が地方創生に基づいて人口ビジョンを出して

るんですが、それを見たときに、まだ全然対策

打ってないもんだから、そんな大きな影響はな

いのかなと思ってるんですが、影響があるのか

ないのか、その下がりの度合いが予定していた

よりも大きいのか、それとも予定どおりだった

のか。

また、いろいろ産業の移り変わりがあるもの

ですから、それがイコール今後の人口の、外に

出ないような施策等含めて、つながってくるん

じゃないかなと思って。基礎ベースがこの５年

間でどういうふうになっているのかを少し教え

ていただくとありがたいかなと思ってますけれ

ど。

○井手総合政策課長 県の総合計画で示してい

た人口ビジョン、総合計画は2010年の国勢調査

値をもとに、人口の推計という形で2015年をあ

らわしておりました。計画時点では、2010年の

人口値が113万5,000人で、2015年を110万7,000

人と推計をしておりました。

したがいまして、今回、国勢調査値で見ます

と、110万4,000人強ということで、推計以下の
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推移ということで非常に厳しく受けとめていま

す。

この差異がどのようにして、何をもとに出て

きたのかということに関しましては、現在、こ

の国勢調査速報値でございまして、どの年代、

いわゆる人口の５年齢分の区分値でありますと

か、男女別の区分値でありますとか、人口のど

こから入ってきたのか、社会動態に関しまして、

全く今のところ、まだ明かされておりませんの

で、その辺が情報として詳しく出た段階で分析

をしてまいりたいと考えております。

○丸山委員 一番最初の基礎データが間違うと、

どんどん大きく差が開いていくと思っておりま

すので、ぜひその辺をしっかりと調整してもらっ

て、今の人口ビジョン、100万人を維持しようと

しているはずなのに、逆に、もっと減る可能性

も高いという感じになると、どうやっててこ入

れしなくちゃいけないのかは、早目早目の検証

なり、また我々の情報提供なり、民間の活力を

含めて、いろいろ提供をお願いしたいと思って

おります。

○清山委員長 ほかはございますか。

○丸山委員 あと、新幹線につきまして、今、

報告、いろいろ経緯を伺ったんでありますけれ

ども、いろいろ議会でも質問がありましたけれ

ども、９月の補正のときには、いろいろ議論し

た後に本年度中に報告をと聞いてたもんですか

ら。その辺の報告に関して、できれば来週から

当初予算の審議にも入るものですから、その辺

のを含めて、情報管理をしっかりしていくとい

う。大分県も含めてやってるんですが、どのよ

うな気持ちでやっていくつもりなのかを含めて、

お伺いしたいと思っております。

○野口総合交通課長 今回の詳細につきまして

は、期成会において現在調査中でありまして、

何とか年度内に取りまとめて公表ができるよう

に努力してまいりたいと考えております。

また、私どもとしましては、今回の調査につ

きまして、可能であれば常任委員会等で報告を

行えないか、調査機関とも協議を行ったところ

でございます。そうした中で、現時点ではまだ

調査の途中でありまして、調査機関においても

数値のチェック等に時間を要するということか

ら、そこにつきましては困難でありますけれど

も、年度内に取りまとめて、公表できるように

努力してまいりたいと考えております。

○丸山委員 やはり議会サイドとしては、今年

度は、２月定例県議会いわゆる３月の16日まで

が会期でありますので、それまでには何らかの

報告なりあるのかなという思いでありました。

というのが、やはり非常に宮崎県にとって大

きな新幹線という柱でありまして、これは議会

として、委員会として、これを是とする─来

住議員の、船出したわけじゃなくて、まだする

前の調査なんだよという形だと思いますが、非

常にこの500万円─1,000万円という非常に大

きな予算を投じて、オーケーを出した予算なも

のですから、しっかり、我々がいる間にちゃん

と報告をいただきたいなと思ってるんですが。

工期を含めて３月31日までとしたのか、本来も

う少し早く、３月じゃなくて２月末までにやっ

てほしいとかいうことぐらいは言えたんじゃな

いのかなと思ってるんですけれども。やはりそ

れぐらい時間を要するようなことというので、

早目早目の調整というのはできないものなんで

しょうか。

○野口総合交通課長 調査委託期間を３月31日

までとしていたところでございますけれども、

御指摘のとおり我々も早くということでいろい

ろ協議はしたところでございますけれども、正
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直言いまして、まだ現在調査中でございまして、

なかなか。年度内に取りまとめて公表ができる

ように、厳正な努力をしてまいりたいというこ

とでございます。

○丸山委員 報告の場合、中間報告とか、県の

場合にはよく使いますよね。それも、中間報告

も全くないまま、何も知らされずに終わってし

まうということに、今、常任委員会の委員とし

ては、非常に歯がゆい思いをしてますけれども、

中間報告でも何らかのことはできないんでしょ

うか。

○野口総合交通課長 実際まだ中間といますか、

データそのものが全部出そろってない状況でご

ざいまして、トータルを見て御説明申し上げた

いと考えておったもんですから、なかなか一部

といいますか、そういったものの報告というの

は、非常に困難であると考えております。

○丸山委員 だけれど、委員会としては、本当

に補正のときにかなり厳しい議論をこの場でし

たと思っておりまして、本当にこの議会をちょっ

と軽んじているんじゃないのかなと感じられま

すので。確かに大分県との絡みもあるかもしれ

ませんけれども、本来は議会がいつ終わるって

いうのは、恐らくもう契約する前からわかって

いたことではないのかなと思っておりますので、

その辺の配慮もすべきではなかったのかなと

思ってるんですが。３月31日までよりも３月の15

日までとかいうふうに、本来は最低でもすべき

だったと思ってるんですけれど、その検討はど

のようにされたんでしょうか。

○野口総合交通課長 私どもとしても、もちろ

ん議会の日程承知しておりますので、調査機関

ともいろいろ話をしたところでございますけれ

ども、なかなか実際問題として、全ての調査が

まだ終わってないというところもございまして、

いつの時点でまとめられるか、今も日々その作

業を進めているところでございまして、大変申

しわけないんですけれど、現時点では、何とか

取りまとめを急ぐように努力をしてまいりたい

としか、申し上げられない状況でございます。

○丸山委員 どういった発注とか、調査項目等

はわかりませんけれども、今現在で、例えば100

項目があって、何％まででき上がっているとい

う認識をすればよろしいでしょうか。

○野口総合交通課長 それぞれの項目につきま

して、実はいずれも最終的なデータというのは

まだどれもいただいておりません。それぞれの

項目について、こういう形で調査をしていると

いう説明は受けておりまして、その一部につい

て、こういう計算をしているということは聞い

ておりますというか、そういう説明は受けてお

りますけれども、例えば所要時間ですとか事業

費については、最終的にこうだという結果みた

いなものは、まだそれぞれいただいていないと

ころでございます。

○丸山委員 例えば、細かいデータは別にして

も、こういうふうに時間短縮、こういう計算式

をもとに考えていますとか、そういう基本的な

考え方とかは、多分もう決まってるはずじゃな

いのかなと思ってるんですが、それすらも我々

には報告できないということなんでしょうか。

○野口総合交通課長 そういう調査の仕方とい

いますか、そこについては私どもも説明を受け

ながらやっておりますので、そこにつきまして

は、全てとはなかなか難しいでしょうけれども、

時間の出し方といいますか、事業費の出し方に

ついては、一定のお話は何とか早くできるよう

にしたいと思っております。

○坂口委員 これはもう全てですけれど、３月31

日でもう全て終わるということはわかってるか
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ら、公共事業でさえ、契約の納品の日は、工期

は遅くとも３月25日ですよね。

そもそもこの契約のときに、いわゆる成果の

納品日、仕様書なりでは、それは何日で契約さ

れているんですか。コピーがあるんじゃないで

すか、契約書は。そこの中の仕様書に書いてあ

るんじゃないですか。

○野口総合交通課長 委託期間として、３月31

日ということで契約を締結いたしております。

○坂口委員 だから、そこらが全く議会を頭に

置いてない契約ですよね。新幹線に対しての県

の意思の決定、まず最初に出てくる重大な判断

材料の中の一つですよね。これはもう全てにお

いてですけれど、まず、契約のあり方から、考

えていかないと。

議会を全く無視してるんなら構わないんです。

無視しても、今度は庁内の作業として３月31日

といったらもう、その日で年度終わりです。公

共事業の工事で一番遅いのでさえ３月25日、そ

のある程度一定前に最後の完成検査というのを

やるんですよ。そして、そこで問題があったら、

ぎりぎりの時間を残して、それで念を入れて３

月25日なんですよね。それで、野村がようやり

切らないと言えば、コンサルは野村だけじゃな

いじゃないですか。それでやれるところをまず

最大限優先すべきです。あと、金の計算とかそ

んなのは、どこがやったってそんな大した差は

ないんだから。そこで差があるんなら、またそ

の調査そのものが意味のないことだし。

やはり極力急がせて、またその返事を待って、

委員会として我々の意思を決めないといかんか

ら。知事が記者発表をやるのは、議会に確認し

て、我々が閉会中の委員会を開いて、その後で

なきゃ。軽く見たら、これはもう議会に対して

申しわけ立たんですよ。

どうですか、部長、記者発表を当然されるで

しょうけれど、議会を無視した発表なら、もう

入ってきたら即やられていいですよ、大分と一

緒にやろうとか。でも、ここはそうはいかない

ですよ。これまでの委員会のこれだけクレーム

がついた疑義の多かった案件ですよ。だから、

一日も早く、何日の日にその調査結果、野村か

ら受けることが約束できましたということで、

ついては議会の閉会中の委員会でも必要ならば

日程調整に入ってくれということを事務局にし

ていただかないと。それにあわせて、その後で

知事は発表しないと、それで僕らに対しての重

みをいかがとっておられるかというような判断

せざるを得んから、それはもうお願いしておき

ます。

○清山委員長 よろしいですか。

今、報告急がれるということですけれども、

３月15日が閉会日なんですが、もしそれまでに

何らかの報告ができるようだったら、わかり次

第教えていただけると、会期中に委員会を開い

て、そこで聞くという形も考えたいと思います

ので、また何かしらめどが立ったら教えていた

だけるとありがたいです。

ほか、ございますか。よろしいですか。

○坂口委員 これ、ひとつ参考までにですけれ

ど、例のユネスコのエコパークでゾーニング見

直されたということで、鬼の目山の森林資源保

存林というのが追加されたって、これはいいこ

とだと思うんですけれど、具体的に、例えば鬼

の目山というのは、30年前ぐらいになりますか

ね、宮崎がレッドデータブックにつながる前の

希少動植物調査っていうのをやられたときに、

ここでツチビノキっていう、世界でここにしか

ないよというのが出ましたよね、そこらとの絡

みなんですか、これ。
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○石崎中山間・地域政策課長 そういった貴重

な植生が残されているということと、原生の杉

がございまして、地元住民も参加して保護活動

等が行われているということもございまして、

今回追加したところでございます。

○坂口委員 そういう趣旨でだったらすごくい

いことだと思うんですけれど、僕の記憶が全く

間違いでなければ、もう30年ぐらいになると思

うんです。僕が議会に来るまだ以前のことだっ

た。世界で宮崎にしかないっていう植物が11種

類あって、その中の１つがここのツチビノキっ

ていうやつで、それで川南湿原のヒュウガホシ

クサというのが絶滅してしまったと、その後、

また１つ見つけて11に戻ったというんですけれ

ど。そういったものもあるので、せっかくの機

会だから、そこらもまた丁寧に扱っていただけ

ると。これは要望に。

○清山委員長 ほか、ございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、その他で最後に何か

ございますか。よろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上をもって総合政

策部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後１時36分休憩

午後１時42分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○成合総務部長 総務部でございます。よろし

くお願いいたします。

御説明に入る前に御報告を申し上げます。

去る２月28日、日曜日に、気象台から硫黄山

の火山周辺警報が発表されました。これに伴い、

関係機関で立ち入り規制などの対策を講じたと

ころであります。引き続き、登山者や観光客等

の安全の確保を図ってまいります。

なお、詳細につきましては、後ほど危機管理

局長から説明させますので、よろしくお願いい

たします。

それでは、本日、御審議いただきます議案に

ついて御説明いたします。お手元の総務政策常

任委員会資料により御説明いたします。

委員会資料の１ページをお開きください。

平成27年度２月補正予算案の概要についてで

あります。

今議会に提出しております一般会計の補正予

算案は、国の平成27年度補正予算の成立及び公

共事業費等の国庫補助の決定に伴うもの、その

他必要とする経費について措置するものであり

ます。

補正額でございますが、そこに記載のとおり84

億8,271万4,000円の減額となっております。な

お、括弧書きで書いてございますが、国の補正

予算に伴う経費として、153億3,616万7,000円を

計上しております。この結果、一般会計の予算

規模は6,979億6,430万円となります。

この補正による一般会計の歳入財源の主なも

のといたしましては、下のほうに記載してござ

いますが、県税が50億円余、地方消費税清算金

が56億円余、地方交付税が19億円余のそれぞれ

増額、一方、国庫支出金が78億円余、繰入金が69

億円余、諸収入が64億円余のそれぞれ減額となっ

ております。

２ページをお開きください。
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一般会計の歳出の款ごとの内訳でございます。

表の３列目をごらんいただきますと、今回の

補正額の欄に、今回の補正額の全体を記載して

おります。

また、その右側の内数になっておりますが、

４列目の「うち、国の補正予算に伴うもの」の

欄のほうに、国の補正予算に伴う補正額を内数

として示してございます。

補正額全体といたしましては、上から２番目

の総務費が、県税や地方交付税等の増収に伴う

県債管理基金等への積立金の増、それから一番

下の諸支出金が、地方消費税清算金、地方消費

税交付金の増等によりまして、それぞれ増額と

なっております。

また、そのほか、衛生費でございますが、衛

生費と土木費で増額となっております。それ以

外につきましては、いずれも減額であります。

次に、国の補正予算に伴うものにつきまして

主なものを申し上げますと、上から３番目の民

生費でございますが、これは介護人材、保育人

材の確保を図るため、修学資金や就職準備金等

の貸付事業を支援する事業等を行うものであり

ます。

次の衛生費でございますが、地域における医

療及び介護の総合的な確保を推進する事業の財

源といたしまして、国の交付金及び県費を地域

医療介護総合確保基金に積み増しするものであ

ります。

１つ飛びまして、農林水産業費は、ＴＰＰ対

策関連事業といたしまして、地域農業の担い手

となる経営体の規模拡大や経営の多角化等を図

るため、農業用機械等の導入を支援する事業、

また農地の生産性向上等を図る公共土地改良事

業等を行うものであります。

１つ飛びまして、土木費は、道路事業などの

公共事業の増額を行うものであります。

その他、商工費等につきましては、地方創生

加速化交付金を活用いたしまして、健康に着目

した新たな成長産業の創出や多様な労働力の確

保、また、世界農業遺産に認定されました高千

穂郷・椎葉山地域の戦略策定やプロモーション

等を支援する事業等を行うものであります。

なお、地方創生加速化交付金でございますが、

事業の円滑な執行のために、交付決定前であり

ますが、国のほうからの指示もございまして、

今回の補正予算に計上させていただいておりま

す。そのため、実際の執行は、３月末までに国

の決定・通知がなされる見込みである交付決定

額の範囲内で行うこととしております。

また、資料のほうには記載しておりませんが、

今回の補正において、県単独の道路事業や河川

事業等につきまして、今年度中の支出を伴わな

い債務負担行為いわゆるゼロ県債を10億円ほど

設定させていただいております。国のゼロ国債

を受けて行う別の道路事業や漁港事業等の約４

億円とあわせまして、28年度当初予算計上の公

共工事の年度内の早期発注あるいは施工時期の

平準化を図ることとしております。

資料の８ページをお開きください。

総務部における27年度２月補正の課別集計表

であります。

今回お願いしておりますのは、総務部の一般

会計と特別会計を合わせた補正額は、太枠で囲

みました補正額の欄の一番下にありますよう

に、178億1,807万5,000円の増額補正をお願いす

るものであります。この結果、２月補正後の予

算額は、右から３列目になりますが4,924億4,114

万1,000円となります。

予算議案については以上でございます。

次に、特別議案について御説明いたします。
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その右側の資料の９ページをごらんください。

特別議案といたしまして、この９ページから13

ページまでになりますが、ここに記載の議案第63

号「県税の課税免除等の特例に関する条例の一

部を改正する条例」など、４件でございます。

次に、報告事項でございます。

資料の15ページをお開きください。

報告事項でございますが、損害賠償額を定め

たことについてであります。これは県有車両に

よる事故の損害賠償額につきまして、地方自治

法第180条第２項の規定（専決処分）に基づき、

御報告するものであります。

最後に、その他報告について、次の16ページ

でございますが、本日、御報告いたしますのは、

ここに記載の宮崎県公共施設等総合管理計画（素

案）についてなど、４件についてお願いしてお

ります。

それぞれの詳細につきましては、危機管理局

長及び担当課長から説明させますので、御審議

のほどよろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○阪本財政課長 それでは、恐れ入ります、委

員会資料３ページにお戻りください。

一般会計の補正予算の歳入について御説明い

たします。

真ん中の四角囲みの２月の欄をごらんくださ

い。今回の補正額でございます。歳入を２つに

分けております。自主財源が24億9,670万8,000

円の減額、依存財源につきましても59億8,600

万6,000円の減、歳入合計としまして、補正額と

同じ84億8,271万4,000円の減となっております。

中身につきましては、次の４ページ以降で御

説明いたします。４ページをお開きください。

まず、上の２つ、県税と地方消費税清算金に

つきましては、後ほど税務課長から説明申し上

げます。

３つ目の分担金及び負担金でございますが、

今回は２億2,300万円余りの増となっておりま

す。これは国の補正に伴う公共事業等の増によ

りまして、分担金、負担金それぞれが増となっ

ております。

２つ飛びまして、寄附金でございます。5,200

万余の増となっておりますが、内訳の１つ目の

○、総務費寄附金３千25万9,000円の増となって

おります。これは、いわゆるふるさと応援寄附

金、これにつきまして、県分につきましても一

度９月で補正をいたしておりますが、その後も

歳入の増が見込まれますことから、約3,000万円

の補正増をお願いしているところでございます。

それから、繰入金につきましては、69億3,800

万余りの減となっております。主な項目の中の

２つ目の◎の１つ目、財政調整積立金繰入金、

これは財政課所管の繰入金でございますが、今

回の補正によりまして繰り入れが不要となりま

したので、58億6,900万余りの減としております。

５ページをお開きください。諸収入、64億4,300

万余りの減となっておりますが、主なものとし

まして商工貸付金元利収入、これは商工の貸付

金、年度当初に貸し付けをいたしまして年度末

に返ってくる分、この歳出の減がございました

ので、その分の元金収入も同額の減となってい

るものでございます。57億余りの減でございま

す。

それから、次の地方譲与税から交通安全対策

特別交付金までにつきましては、国の交付決定

に伴う増減でございます。

国庫支出金につきましては、国の交付決定、

それから今回の国の補正に伴う増、それぞれプ

ラスマイナスございまして、トータルで78

億4,900万余りの減となっております。
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最後に、６ページをごらんください。

県債でございます。これもやはり特に大きい

のは、主な項目の下から２つ目、災害復旧。災

害がことし余りございませんでしたので30億円

余りの減、それから前後しますが、上から３つ、

総務費、農林水産業費、土木費、これはそれぞ

れ今回、国の補正に伴いまして、補正増をいた

しておるものでございます。

最後に、一番下の臨時財政対策債、これにつ

きましても最終的に交付税とともに決定された

額に伴いまして、12億ほどの補正増をするもの

でございます。

私からの説明は以上でございます。

○髙林税務課長 税務課から地方消費税清算金

及び県税収入の補正予算につきまして御説明い

たします。

委員会資料の３ページにお戻りいただきたい

と思います。

まず、地方消費税清算金につきましては、表

の上から３段目、太枠で囲みました今回補正額

の欄に記載しておりますとおり、56億2,639万円

の増額補正をお願いするものであります。

これは清算対象期間であります平成27年２月

から平成28年１月までの本県を含めました全国

の地方消費税総額が、当初の見込みよりも多かっ

たことなどによるものでございます。

次に、県税収入につきましては、７ページの

ほうをごらんいただきたいと思います。

県税全体につきましては、表の一番上の段と

なりますが、県税計の予算額①の欄のとおり、

当初896億4,000万円を計上していたところでご

ざいますが、今年度の収入見込額につきまして

は、現計予算額に比べ、個人県民税、地方消費

税などの税目で増収が見込まれますことから、

収入見込額②の欄のとおり、946億5,000万円、

現計比105.6％としております。その結果、その

右の「補正額②－①」の欄にありますとおり50

億1,000万円の増額補正をお願いするものでござ

います。

次に、増減の大きかった主な税目について御

説明いたします。

補正額の欄をごらんいただきたいと思います。

まず、上から２段目の個人県民税でございます

が、これにつきましては、企業の業績好調によ

る給与所得の増が見込まれること、また株式等

の譲渡所得が見込みより多かったこと、及び上

場企業等からの配当による配当所得の増により

まして、６億4,519万円余の増としております。

次に、その５つ下の譲渡割地方消費税とその

下の貨物割地方消費税につきましては、税制改

正の影響により税率が引き上げられた影響によ

りまして、譲渡割地方消費税が37億7,509万円余、

貨物割地方消費税が4,325万円余のそれぞれ増と

しております。

最後に、下から３段目の軽油引取税につきま

しては、ディーゼル自動車の減少や貨物自動車

の輸送量の減少などにより、軽油の需要が減少

したため、１億5,070万円余の減としております。

説明は以上でございます。

○菓子野総務課長 総務課の補正予算について

御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料、61ページをお開

きいただきたいと思います。

総務課の補正額は、１億6,134万4,000円の減

額をお願いしております。この結果、総務課の

予算額は、右から３列目になりますけれども、13

億2,618万9,000円でございます。

それでは、主な補正内容について御説明いた

します。

63ページをお開きいただきたいと思います。
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まず、中ほどの文書管理費、191万7,000円の

減額、次の（事項）浄書管理費、248万4,000円

の減額は、いずれも事務費の執行残でございま

す。

ページ変わりまして、64ページをお開きくだ

さい。

上から２つ目、文書センター運営費、999

万3,000円の減額であります。説明事項の１から

４までは、通常の運営費の執行残でありますが、

５の文書移転事務費は文書センターの移転整備

に伴う県庁６号館の改修工事の入札残等であり

ます。文書センターは、来年度10月の開館を目

指して、本年度に改修工事を終え、来年度当初、

公文書の移転作業を行う予定にしております。

次に、庁舎公舎等管理費、3,934万8,000円の

減額であります。これは、本庁舎や総合庁舎等

の清掃・警備委託料等の入札残や光熱水費等の

執行残などであります。

次に、防災拠点庁舎整備事業費、616万6,000

円の減額であります。防災拠点庁舎は、平成27

年度に基本設計、平成28年度に詳細設計、平成29

年度に工事着工を予定しております。

今年度の減額補正は、関連工事であります５

号館の外構解体工事の設計費用、臨時外来駐車

場の設計費用の入札残、また地盤調査料等の執

行残が主なものでございます。

ページ変わりまして、65ページでございます。

（事項）県有施設災害復旧費8,161万2,000円

の減額でございます。これは、台風等の災害が

少なかったことによりまして、庁舎等の災害復

旧費の執行残があったものでございます。

説明は以上でございます。

○片寄人事課長 それでは、人事課の２月補正

予算につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の67ページをお願いいたし

ます。

人事課の平成27年度の２月補正予算は、545

万9,000円の減額補正をお願いしております。こ

の結果、補正後の予算額は、右から３列目でご

ざいますけれども、補正後の額の欄にあります

ように41億7,774万6,000円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

69ページをお願いいたします。

（目）一般管理費で1,657万9,000円の増額補

正でございます。内訳としましては、まず、（事

項）職員費で2,422万円の増額補正となっており

ます。これは、給与改定に伴うもののほかに、

人事課の職員が増員となったこと等による増額

をお願いするものであります。

次に、その下の欄の（事項）人事調整費で764

万1,000円の減額補正であります。これは、説明

の欄にありますように、１の赴任旅費及び３の

非常勤職員の公務災害補償費、４の本省等への

派遣研修職員宿舎借上料の経費について、いず

れも執行残に伴う減額補正を行うものでありま

す。

２の地方公務員災害補償基金負担金につきま

しては、知事部局の職員の公務災害または通勤

災害による補償に係る負担金を計上しておりま

すが、負担金の算定率が若干変動したことによ

りまして、負担金の増額を行うものであります。

次に、（目）人事管理費で2,203万8,000円の減

額補正であります。内訳としましては、まず、

（事項）人事給与費で197万1,000円の減額、次

の（事項）県職員研修費で498万9,000円の減額。

１ページおめくりいただきまして、70ページを

お願いいたします。（事項）職員派遣研修費

で1,027万8,000円の減額、次の（事項）東日本

大震災被災地職員派遣事業費で480万円の減額で
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ありまして、いずれも執行残に伴う減額補正で

あります。

以上で、人事課の補正予算の説明は終わりま

す。

続きまして、特別議案の内容につきまして、

お手元の常任委員会資料で御説明いたします。

10ページをお願いいたします。

議案第67号「職員の給与に関する条例等の一

部を改正する条例」についてであります。

まず、１の改正の理由についてであります。

平成27年４月の人事委員会による民間給与の調

査の結果、職員の給与が民間の給与を下回って

いたことから、人事委員会より、この格差を解

消するための給与改定が必要との勧告があった

こと等を踏まえまして、職員の給与に関する条

例等について、所要の改正を行うものでありま

す。

次に、２の改正の内容についてであります。

まず、給与等の月例給は、（１）にありますと

おり、人事委員会勧告に基づき、1.02％引き上

げを行います。具体的には、①の給与表は国に

準じて改定し、初任給層を中心としつつ、全て

の号給について引き上げを行います。

次に、②の初任給調整手当、③の地域手当及

び④の単身赴任手当につきましては、国に準じ

た改正を行います。

次に、⑤の給与制度の総合的見直しに伴う経

過措置の取り扱いの見直しについてでございま

す。平成27年４月から、国に準じて給与制度の

総合的見直しを実施しており、これは給与を平

均２％引き下げる一方で、地域手当等を引き上

げるという給与配分の見直しを行う制度改正で

あります。

給与が平均２％引き下げとなることから、激

変緩和のための経過措置として、総合的見直し

の前日において受けていた給与月額を現在支給

してございます。

しかしながら、本県の場合、昇給が４月であ

りますことから、経過措置として支給する総合

的見直しの前日において受けていた給与月額は、

昇給前の給与月額となり、国を初めとした１月

に昇給する団体と比べますと、経過措置の額が

低いという状態が生じることとなります。

このため、経過措置として保障される額を総

合的見直しがなかった場合に、平成27年４月１

日に受けることとなる給与月額に改めることと

いたします。このことにより、国と同様に１回

昇給した後の給料月額を支給することとなりま

す。

次に、⑥でございます。これは平成22年度か

ら特例的に行っている行政職６級相当以上、い

わゆる課長級以上でございますけれども、かつ55

歳を超える職員に対する給与等の１％減額措置

を廃止するものであります。

次に、（２）の特別給いわゆるボーナスでござ

いますけれども、人事委員会勧告等に基づき、

勤勉手当の支給月数を0.1月、再任用職員につき

ましては、0.05月引き上げを行います。具体的

には一般職員を例にしますと、表の左側の改正

後の欄にありますとおり、平成27年度は、12月

期の勤勉手当の支給月数を0.1月引き上げ、0.85

月といたしまして、年間では4.2月となります。

また、28年度以降は、一番下の欄になります

が、この引き上げる0.1月を６月期と12月期の勤

勉手当に割り振りまして、それぞれ0.8月とし、

年間では平成27年度と同様4.2月となります。

次に、（３）のその他の改正につきましては、

まず、①にありますとおり地方公務員法の改正

に伴い、これまで人事委員会規則で定められて

いた給与表の級ごとの基準となる職務を給与条
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例に定めます。

ここに行政職給料表の例を掲げておりますけ

れども、例えば、１級、主事または技師の職務、

また６級ですと、本庁の課長の職務と各級ごと

に基準となる職務を定めるものでございます。

また、②にありますとおり、法令等の改正に

伴う引用条文や文言の改正等を行います。

次に、３の改正を要する条例につきましては、

職員の給与に関する条例など、８つの関係する

条例となります。

最後に、４の施行期日につきましては、公布

の日から施行し、平成27年４月１日に遡及して

適用いたします。

ただし、地域手当、単身赴任手当及び特別給

の28年度以降の分並びに法令等の改正に伴う条

例の改正につきましては、平成28年４月１日か

ら施行いたします。

続きまして、12ページをお願いいたします。

議案第68号「議会の議員の給与等に関する条

例の一部を改正する条例」についてであります。

まず、１の改正の理由についてであります。

県議会の議員及び知事等の特別職の期末手当に

つきましては、これまでも国の特別職や指定職

に準じて改正してきたところでありまして、今

回、国の特別職等について、支給月数の改定が

行われることから、これを踏まえた所要の改正

を行うものであります。

次に、２の改正の内容についてであります。

国の特別職等に準じて、本県の特別職の期末手

当の支給月数を0.05月引き上げを行います。具

体的には表の左側の改正後の欄にありますとお

り、平成27年度につきましては、12月期の期末

手当の支給月数を0.05月引き上げまして1.675月

とし、年間では3.1月から3.15月となります。

また、平成28年度以降は、一番下の欄になり

ますが、この0.05月を６月期と12月期に割り振

りまして、年間では平成27年度と同様に3.15月

となります。

次に、３の改正を要する条例でありますが、

県議会の議員や知事など、関係する６つの条例

について改正を行うものであります。

最後に、４の施行期日についてでありますが、

公布の日から施行し、平成27年４月１日に遡及

して適用いたします。

ただし、平成28年度以降分につきましては、

平成28年４月１日から施行します。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○吉村行政経営課長 行政経営課の補正予算に

ついて御説明いたします。

歳出予算説明資料、先ほどの横向きの資料の71

ページをお願いいたします。

行政経営課の平成27年度２月補正予算は、330

万円の減額であり、補正後の予算額は１億530

万4,000円となっております。

主なものについて御説明いたします。

ページをめくっていただきまして、73ページ

をお願いいたします。

ページの下のほう（目）文書費（事項）法制

費、141万5,000円の減額であります。これは法

人の公益性の認定、監督等に係る諮問機関とし

て設置しております宮崎県公益認定等審議会の

開催経費の執行残などによるものであります。

行政経営課につきましては以上です。よろし

くお願いいたします。

○阪本財政課長 では、財政課の補正予算につ

いて御説明いたします。

同じく歳出予算説明書の75ページをお開きく

ださい。

財政課、一般会計と特別会計、公債管理特別
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会計合わせまして、補正額115億7,393万7,000円

でございます。右から３番目、補正後の額が4,335

億8,166万5,000円となっております。

では、まず一般会計について御説明いたしま

す。

77ページをごらんください。

一般会計、一番左上、123億5,700万余の増で

ございます。内訳としまして、真ん中あたり、

まず（目）財産管理費、133億3,000万余りの補

正増でございます。内訳としまして、１つ目の

（事項）財政調整積立金、６億5,100万円余、そ

の次の（事項）県債管理基金積立金、126億7,200

万円余、これはいずれも今回の２月補正に伴い

ます収支残を積み立てるものでございます。

78ページ、真ん中あたりの（款）公債費につ

きましては、マイナスの９億8,000万円余となっ

ております。内訳としまして、１つ飛びまして

（目）の元金が8,700万円余の増、２段飛びまし

て（目）利子、こちらが10億4,800万円の減となっ

ております。いずれも所要見込みが増減いたし

ました関係での元金の増、利子の減となってお

ります。

最後に、79ページ、公債諸費、これはいろん

な県債を発行するに当たりまして手数料等がご

ざいます。これが2,000万余の減となっておりま

す。

続きまして、80ページをごらんください。

公債管理特別会計でございます。こちらが７

億8,300万円余の減額となっております。内訳と

しまして、２つ飛びまして（目）積立金、こち

らが6,660万円の増となっております。これは償

還元金の年度割の積み立てを補正増するもので

ございます。

次の真ん中あたりの（項）公債費でございま

す。これは８億5,000万円余の減額でございます。

内訳としまして、先ほどの一般会計と同じよう

なことでございますが、元金につきまして

は1,100万円余の増、利子につきましては、８

億4,900万円余の減となっております。いずれも

所要見込額の増減による補正でございます。

最後に、81ページ、公債諸費につきまして、

先ほどの一般会計と同じく県債の発行手数料、

これが所要見込額の減によりまして1,200万円余

の減となっております。

財政課につきましては以上でございます。

○髙林税務課長 税務課の補正予算につきまし

て御説明いたします。

歳出予算説明資料の83ページをお開きいただ

きたいと思います。

税務課の２月補正予算は、70億2,035万7,000

円の増額をお願いしております。この結果、補

正後の予算額は454億3,955万6,000円となりま

す。

それでは、補正予算の主なものについて御説

明いたします。

85ページをお開きください。

中ほどに記載しております（事項）賦課徴収

費でございますが、4,834万円の減額をお願いし

ております。その主なものといたしましては、

まずその下の説明欄、１の（１）徴税活動経費

でございますが、県税の徴税活動に必要な納税

通知書等の印刷費、郵送料、税務電算システム

機器の賃借料等の執行残に伴いまして3,120

万3,000円の減額、また２つ下の（３）個人県民

税徴収取扱費交付金ですが、個人県民税の賦課

徴収は、市町村長に法定委任されておりますこ

とから、その経費を市町村へ交付するもので、

その所要額が当初見込みよりも下回ったことに

より、1,526万4,000円の減額となるものでござ

います。
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また、その下の（４）地方消費税徴収取扱費

交付金ですが、地方消費税の賦課徴収は、国が

消費税の賦課徴収とあわせて行うため、その賦

課徴収事務に係る経費を都道府県は国に徴収取

扱費として支払うことになっており、その算定

基礎となっております地方消費税収入額が当初

の見込みを上回ったことにより、1,436万9,000

円の増額となるものでございます。

ページをめくっていただきまして、86ページ

をごらんいただきたいと思います。

上のほうの３、管理機能の充実費の（３）税

務電算トータルシステム運営費でございますが、

社会保障・税番号制度のシステム整備費等の執

行残に伴いまして、1,177万円の減額をお願いし

ております。

次に、３行下の（款）諸支出金につきまして

は、全体で70億7,182万円の増額をお願いしてお

ります。まず、（事項）地方消費税清算金ですが、

これにつきましては、本県に納付されました地

方消費税について、都道府県間で清算を行うた

めに支出するものでございまして、平成27年２

月から平成28年１月までの対象期間の実績等に

基づき、37億1,144万5,000円の増額としており

ます。

次の利子割交付金から次のページの自動車取

得税交付金までの事項につきましては、いずれ

も税収の一定割合を市町村に交付する法定交付

金でありますが、それぞれ交付金の算定対象期

間の税収の増減に伴いまして、補正をお願いす

るものでございます。

まず、利子割交付金につきましては620万4,000

円の減額、次に配当割交付金が１億4,352万7,000

円の増額、次に株式等譲渡所得割交付金が２

億5,369万3,000円の増額、次に地方消費税交付

金が28億2,948万1,000円の増額、次にゴルフ場

利用税交付金が1,100万8,000円の増額、次に自

動車取得税交付金が１億2,968万9,000円の増額

となっております。

88ページをごらんいただきたいと思います。

利子割精算金につきましては、本県で徴収し

ました利子割県民税のうち、他の都道府県に帰

属すべき額につきまして、関係する都道府県で

精算するために要するものでありまして、81

万9,000円の減額となっております。

補正予算につきましては以上でございます。

次に、資料変わりまして、常任委員会資料の

９ページをお開きいただきたいと思います。

議案第63号「県税の課税免除等の特例に関す

る条例の一部を改正する条例」について御説明

いたします。

１の改正理由でございますが、地域再生法の

改正によりまして、県税の不均一課税、これは

通常の税率より低い税率により課税することを

申しますが、この不均一課税を行った場合の減

収につきまして、地方交付税の対象となります

制度が創設されましたことから、関係規定の改

正を行うものでございます。

２の改正の内容でございますが、事業税、不

動産取得税及び固定資産税につきまして、地域

再生法の不均一課税を実施するため、関係規定

の整備を行うものでございます。

対象者につきましては、県の地域再生計画が

国の認定を受けました昨年10月８日以降に、県

の計画に基づき、個別の事業計画を作成して、

知事の認定を受けた上で租税特別措置法に定め

られた一定以上の取得額の特別償却設備を新設

または増設した法人等が対象となります。

なお、本社機能を東京23区から移転させたも

のが移転型、地方にある本社機能を充実させる

もの、または東京23区以外の地域から本社機能
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を移転させたものを拡充型とされておりますが、

それぞれの対象となります税目や税率が、それ

ぞれ異なっておりますことから、現在、国から

示されております減収補塡率に基づき、不均一

課税の税率を設定したものでございます。

例を挙げますと、事業税の不均一課税は、移

転型のみの対象となりまして、３カ年に限りま

して初年度は本来税率の２分の１、２年度目は

４分の３、３年度目は８分の７となっておりま

す。また、不動産取得税の不均一課税は、移転

型、拡充型とも対象となりまして、どちらも本

来税率の10分の１となっております。

また、その他所要の改正についてでございま

すが、今回の改正に伴いまして、条ずれが発生

しますことからこの整理を行うものでございま

す。

最後に３の施行期日でございますが、公布の

日から施行し、適用は県の地域再生計画が認定

を受け、告示された平成27年10月８日から遡及

して行うこととしております。

説明は以上でございます。

○平原市町村課長 市町村課の２月補正予算に

つきまして御説明をいたします。

資料が変わりまして、歳出予算説明資料の89

ページをお願いいたします。

市町村課の補正予算は、２億8,099万1,000円

の減額をお願いしております。この結果、補正

後の予算額は右から３列目ですが20億6,060万円

となります。

主なものについて御説明をいたします。

91ページをお願いいたします。

まず、１つ目の（事項）地方分権促進費の707

万5,000円の減額であります。これは、権限移譲

した事務の執行に要する経費として市町村に交

付する権限移譲交付金の額が確定したこと等に

よる減額であります。

次に、下のほうの（事項）自治調整費の2,658

万4,000円の減額であります。主なものとしまし

て、説明欄の５の住民基本台帳ネットワークシ

ステム事業費が1,699万4,000円の減額となって

おります。これは住基ネットシステムを運用す

るため、全都道府県共同で負担しております経

費について、本県の負担金額が確定したこと等

による減額であります。

次に、92ページをお願いいたします。

上のほうの（事項）市町村振興宝くじ事業費

の1,558万3,000円の減額であります。これは、

市町村振興宝くじとして発売されたサマージャ

ンボ宝くじとオータムジャンボ宝くじの収益金

等の配分額が確定したことに伴い、宮崎県市町

村振興協会に対する交付金を減額するものであ

ります。

次に、93ページをごらんください。

下のほうの（事項）県議会議員選挙執行費の

２億2,844万7,000円の減額であります。これは、

昨年４月に執行いたしました県議会議員選挙経

費の執行残でございます。

主なものといたしましては、立候補者数の確

定等に伴いまして、投開票経費などとして市町

村に交付しております交付金や立候補者のポス

ター印刷経費などの公費負担分に執行残が生じ

たものでございます。

補正予算の説明は以上でございます。

次に、資料が変わりまして、常任委員会資料

の13ページをお願いいたします。

議案第75号「宮崎県住民基本台帳法施行条例

の一部を改正する条例」でございます。

まず、１の改正の理由でありますが、住民基

本台帳法の一部改正に伴いまして、関係事務の

削除を行うものであります。
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次に、２の改正の内容についてであります。

住民票の記載事項のうち、住所、氏名、生年月

日等の本人確認情報につきましては、市町村長

から知事に通知がなされまして、知事において

これを保存しております。これを都道府県知事

保存本人確認情報と呼んでおります。

この都道府県知事保存本人確認情報につきま

しては、住民基本台帳法または条例で定める事

務を遂行する場合などに限り、住民基本台帳ネッ

トワークシステムを通じて利用できるというこ

とになっておりまして、本県ではこの条例の別

表第１で12項目の事務を定めております。

これらの事務のうち、納税の告知や督促、滞

納処分など、県税等の賦課徴収に関する事務が、

住民基本台帳法の一部改正によりまして、同法

に基づいて本人確認情報を利用できる事務とし

て追加されましたことから、重複する本条例の

該当事務を削除するものでございます。根拠法

令は変わりますが、実際の取り扱いは変わりま

せん。

最後に、３の施行期日は公布の日からといた

しております。

説明は以上であります。

○中原総務事務センター課長 総務事務センタ

ーの補正予算について御説明いたします。

資料が変わりまして、歳出予算説明資料の95

ページをお開きいただきたいと思います。

２月補正予算は、3,652万5,000円の減額をお

願いしております。この結果、補正後の予算額

は９億1,591万4,000円となります。

それでは、補正予算の主なものについて御説

明いたします。

おめくりいただきまして、97ページをお開き

ください。

まず、中ほどの（事項）総務事務センター運

営費でありますが、219万4,000円の減額をお願

いしております。これは、本庁及び各地区の総

務事務センター運営等に要する経費の執行残で

ございます。

次に、ページの一番下の（事項）健康管理費

でありますが、784万5,000円の減額をお願いし

ております。これは職員の体や心の健康に関す

る健診、相談等の経費の執行残でございます。

おめくりいただきまして、98ページをお開き

ください。

ページ中ほどの（事項）車両管理事務費であ

りますが、506万6,000円の減額をお願いしてお

ります。これは、県有車両の維持管理に要する

経費の執行残でございます。

最後に、同じページの一番下の（事項）恩給

及び退職年金費でありますが、665万円の減額を

お願いしております。これは、もと警察職員の

恩給対象者の減による執行残でございます。

総務事務センターは以上でございます。

○郡司危機管理局長 危機管理課の補正予算に

ついて御説明いたします。

歳出予算説明資料の99ページをお開きいただ

きたいと思います。

危機管理課の補正額は、1,796万9,000円の減

額でありまして、補正後の額は右から３列目に

ありますように、32億2,708万3,000円となりま

す。

主な補正の内容について御説明させていただ

きます。

101ページをお開きください。

一番下の（事項）防災対策費の1,464万8,000

円の減額でございます。その主なものでござい

ますが、102ページをごらんいただきたいと思い

ます。説明欄６の、大規模災害時における広域

連携強化事業の195万4,000円の減額でございま
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すが、これは後方支援拠点機能強化のために整

備する機材の入札残等に伴う補正でございます。

次に、８の、わがまちの防災力強化支援事業

の423万9,000円の減額でございますが、これは

防災士等のアドバイザーが市町村や地域住民と

連携して、防災に関する地域診断を行い、課題

の解決を図る事業でございますけれども、事業

箇所が当初計画より少なかったこと等に伴う執

行残に伴う補正でございます。

次に、11の減災力強化推進事業の496万7,000

円の減額でございます。これは避難タワー等を

新設する沿岸の市や町に対する支援及び市町村

が避難場所等確保対策として実施します避難場

所、避難路等の整備に対する補助でございます

が、事業費確定に伴う補正でございます。

２つ飛びまして、（事項）国民保護推進事業費

の162万4,000円の減額でございますが、これは

今年度、国民保護計画の変更がなかったため、

国民保護協議会を開催しなかったことによる委

員報酬等の執行残に伴う補正でございます。

危機管理課は以上でございます。

○都原消防保安課長 それでは、消防保安課の

補正予算につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の105ページをお開きくださ

い。

消防保安課の補正額は、２億7,063万1,000円

の減額でありまして、補正後の額につきまして

は、右から３列目の欄にありますように、16億708

万4,000円となります。

主な補正の内容について御説明いたします。

107ページをお開きください。

まず、（事項）防災行政無線管理費、２億5,720

万2,000円の減額であります。その主なものとい

たしましては、まず説明欄２の無線設備の保守

委託の1,500万円の減額でありますが、これは防

災行政無線設備の保守委託など、入札残に伴う

補正であります。

次に、同じく説明欄４の新総合防災情報ネッ

トワーク整備事業の２億4,056万7,000円の減額

でありますが、これは大森山中継局配電線新設

整備工事などの入札残等に伴う補正であります。

次の（事項）航空消防防災推進事業費、400万

円の減額でありますが、これは防災ヘリ燃料単

価が下がったことなどによる執行残に伴う補正

であります。

次の（事項）消防防災施設設備整備促進事業

費、320万円の減額でありますが、これは消防常

備・広域化推進支援事業におきまして、消防の

広域化について、市町村が行う調査等に関する

補助でございますが、広域化につきましては、

昨年度、県外の先進地視察等の調査を行いまし

て、今年度はその調査結果をもとに協議を重ね

てきておりますが、今年度、改めて視察調査等

を行う必要がないということで、関係市町村等

から申請がなかったため執行残となり、減額と

なったものでございます。

次に、108ページをごらんください。

２番目の（事項）予防指導費、320万3,000円

の減額でありますが、これは消防設備士・危険

物取扱者免状交付委託等で、当初計画よりも交

付件数が減ったことによる執行残に伴う補正で

あります。

次の（事項）消防学校費、216万円の減額でご

ざいますが、これは消防学校の管理・運営に係

る執行残に係る補正でございます。

消防保安課につきましては以上です。審議の

ほど、よろしくお願いします。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はございませんか。

○満行委員 一般会計歳入一覧総括で、自主財
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源の構成比が50％を超えてるという、このこと

について、まず財政課長の見解をお聞きしたい。

○阪本財政課長 この３ページ、構成比につき

まして50.7％ということでございます。

また来週御審議いただきます28年度当初予算

におきましては、ようやく40％を超えた状態。

まずは一つ、なぜこんなに差が大きいのかとい

う点でございますが、※それは依存財源に入って

おります国庫支出金ですとか、このあたりがか

なり大幅な減となっております。

また一方、県税、地方消費税清算金といった自

主財源がふえました。この関係でかなりその当

初との率の差というのが出てきております。

これがかなり決算に近い数字になろうかと思

うんですが、結果として半分を超えております。

それだけ自主財源が占めているということは、

非常にある意味、一般財源がふえてまいります

ので、財政面の上では、かなり健全な方向に近

づいているのではないかなと考えているところ

でございます。

○清山委員長 ほか、ございますか。

○丸山委員 107ページの、一番最後に説明して

いただきました消防常備の広域化支援のことな

んですけれども、これ、肉づけ予算であえて追

加している補正予算だと見てるんですけれども、

やはり肉づけ予算というのは、知事の意向も強

くてやる的な話だったのかなと思いつつ、いろ

いろ聞いて見ると、市町村が昨年度、検討した

けれども、ことしは全然もう前へ進まなかった

ということなんですけれども、あえて肉づけ予

算でしておきながら、全くゼロっていう執行、

どのような形で関係市町村と連携とか調査とか、

協議した結果に予算化されたのか、それを含め

てちょっとお伺いしたいと思ってますけれども。

○都原消防保安課長 ただいま御指摘のように、

この事業につきましては２年間という予定で予

算措置しております。

先ほどの説明に若干つけ加えますと、この重

点地域というのが２つございます。西都東児湯

地区と日南串間地区、この両消防本部によるも

ので協議会をつくりまして、26年度はそれぞれ、

まず東児湯、西都消防広域化検討協議会が兵庫

と富山県に視察に行っております。日南串間の

ほうは、山形、埼玉、兵庫県。それぞれの消防

体制を補完できるモデルとなるようなところを

見に行きまして研究を重ねてまいりました。

ことしも、またほかの地域を選択することも

協議されてきたわけですけれども、今申し上げ

た視察地、ここで研究してきたことを各項目別

に１つずつ分けまして、それぞれの地域にメリッ

トになるのか、デメリットになるのか、そういっ

たものを研究した結果でございます。

したがって、この費用につきましては、26年

度に視察を行ったと申し上げましたけれども、

費用が非常に大きかったということと、27年度

は、会議とか協議は都度行ってまいりましたが、

視察がなかったために大きな事務費等がかから

なかったということであります。

協議については、最終的には両地域とも、市

長、管理者の方に出席いただいて協議は進めて

まいりましたので、予算がこのような形で減額

にはなりましたけれども、協議は真剣に進めて

まいりました。

○丸山委員 私が聞いたのは、補正予算で肉づ

けでこの320万円つけてると思うんですが、肉づ

けにしたっていうのは、やはりよっぽど意向が

あるのかなと思ったもんですから。ということ

は実質26年度で大体終わっていて、27年度はも

うほとんど市町村のレベルでの協議は進まない

※次ページに訂正発言あり
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というのもわかってたんじゃないのかなと思っ

たので、そういう意味ではないと理解してもよ

ろしいんですか。広域化にすることについては

協議はなされたけれども、予算執行はゼロだっ

たとなるのか、ちょっともう少し詳しく説明し

ていただくとありがたいと思います。

○都原消防保安課長 繰り返しになりますけれ

ども、27年度も視察等を検討はしておったとこ

ろなんですが、先ほど申し上げましたように、

それぞれの地域の抱えている課題に沿った協議

は進めてまいりました。

結果的に視察はございませんでしたが、協議

は続けてまいりましたので、そういう事務費と

かいったものがかからなくて申請されなかった

ということでございます。

○丸山委員 総務部でも政策調整費というの

が300万円ついてたと思うんですけれども、これ

は今年度はどういったものを研究されたのか。

全部執行されてるもんですから、わかる範囲で、

今、教えていただくとありがたいかなと思って

いますけれども。

○菓子野総務課長 今年度、総務部では４件の

申請がございましたけれども、３件に絞って研

究をさせていただきました。

内容は、総務課、人事課、市町村課でござい

まして、総務課では東京ビルの機能整備に係る

可能性調査。人事課では職員研修に係る調査・

研究事業。市町村課では政治、選挙に関する意

識調査、高校生３万人アンケート調査を実施し

ているところでございます。

○丸山委員 その予算を300万円使って、28年度

には何か生かされていると思ってよろしいで

しょうか。

○菓子野総務課長 それぞれ各課で研究してい

ただきましたけれども、大変有用な研究が行わ

れたと考えております。

28年度については、各課でそれぞれ検討して

いただけると思いますけれども、この政策調整

費が寄与していると考えております。

○清山委員長 そのほか、ございますか。

○阪本財政課長 ちょっと訂正をさせていただ

きます。

先ほど満行議員から御質問にありました自主

財源の構成比でございますが、勘違いしており

まして、実はここの３ページの真ん中あたり、

諸収入の欄、補正後で1,660億8,500万というの

がございますが、ここに口蹄疫の復興の償還

金1,200億円を含んでおりまして、大変失礼いた

しました。これが10数％に該当いたしますので、

この影響でございます。訂正しておわびさせて

いただきます。

○来住委員 ちょっと教えてほしいんですが、

消防保安課、107ページですけれど。防災行政無

線管理費、約２億6,000万程度減額されてまして、

その内容が下のほうに４つ出されてまして、一

番下の新総合防災情報ネットワーク整備事業、

これが約２億4,000万減額されてるんです。

このネットワークの事業そのものはどんな事

業なのかがよくわかりませんので、これが減額

になったのは、入札残って報告されたと思いま

すけれど、２億というのはかなり大きいんです

が、もともとこの事業の予算は幾らだったかな

と。２億4,000万円、入札残で執行残になるんで

すけれど、その辺の状況についてもう少し詳し

く報告してほしいと思います。

○都原消防保安課長 それでは、最初の御質問、

このネットワーク整備事業についてでございま

すけれども、防災無線を含めた無線形態は平成

９年に第１次の整備をしております。それから

約15年を経て、平成23年度から本年度までを期
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間にとりまして、全部の改修工事をやっている

ということでございます。

簡単に言いますと、15年を経て機器が古くなっ

たということと、それとあと補修等の部品等も

ございません。これから先に備えた内容という

ことです。

簡単なその内容の項目を申し上げますと、ま

ず県庁と総合庁舎及び県庁と市町村間等の連絡

体制、具体的に言いますと、無線回線、光回線、

こういったもので二重化を図って連絡体制を強

固にする。あと、総務省の指導によりまして、

できるだけ早目に260メガヘルツデジタル地上系

無線にかえなさいということで、それに沿って

行っているものであります。防災ヘリあおぞら、

県内全域の映像をヘリテレ─ヘリコプターテ

レビ伝送装置といいますけれども、それを確認

して防災に備えるというもの。あと最後は、災

害対策支援情報システムといいまして、県内の

状況が即座に集約的にわかって対策が打てると

いったものを整備してきたものが、このネット

ワーク整備事業でございます。

次の御質問ですが、この２億4,000万円余りの

減なんですけれども、予算額は12億9,800万円余

りだったんですが、補正２億4,000万円余りの減

額、これについては、入札は条件つき一般競争

入札で行いましたが、簡単に言いますと、この260

メガヘルツ無線というのが県内に多数ございま

す。電波の状況によっては出力の大きいものを

用意していたところなんですけれども、幸いと

いいますか、高いものではなくて安いもので済

んだことでこういう減額になったというのが一

番大きな理由でございます。

○丸山委員 69ページの県職員研修費のことに

ついてお伺いします。

いろいろ説明があったと思ってるんですが、

今年度はいろいろ不祥事が多かったものですか

ら、この予算だけ見て減額になっていたりする

と、本当に研修がうまくいったのかなと思って

るんですが、その辺のことをもう少し教えてい

ただきたいと思っているんですが。

○片寄人事課長 それでは、御説明いたします。

70ページで、県職員研修費という形で475

万5,000円の減額をしております。

これは、県の研修機関で自治学院というのが

ございまして、自治学院の研修は大きく分けて

３つの柱で研修をしております。

１つ目の柱は、基礎研修、階層研修と言って

まして、例えば入庁したときとか、新規採用の

段階ですとか、５年目、10年目、主幹、補佐、

課長という形でそれぞれ各節目ごとにやってる

研修でございまして、回数、参加人員は大体例

年並みでございますけれども、ことしで言いま

すと、24回の約1,400人ほど、延べで研修をさせ

ております。

２番目の柱として、特定の分野、例えばコミュ

ニケーションをもうちょっと研修で強化してい

こうとか、パワーアップ研修と呼んでおります

けれども、これを今年度は36回の1,146人、それ

から自己啓発とか職場研修が49回の1,751人とい

うことで、回数とか人数は、ほぼ横ばいか、若

干ことしは参加人数がふえております。これは、

ことしから人事評価制度という制度を試行で始

めてまして、職場での面談とか、いろいろ定期

的にコミュニケーションとりながら、各人の能

力向上につなげていこうという形で取り組みを

やっております。

ただ、今回、結果として補正減となりますの

は、いろいろ経費節減に取り組んできた結果と

御理解いただければよろしいかと思います。

あわせまして、人事課でも先ほどの政策研究
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費をいただいておりますけれども、ただいま申

しました人事評価がことしから試行が始まりま

したので、今回の政策研究費いただきまして、

これまでの研修のあり方でいいのかということ

で、今内部で検討会をやってまして、そういっ

たことで今研究を進めているところでございま

す。

○丸山委員 予算はできるだけ節減はしていた

だきたいんですが、ことしかなり不祥事も多かっ

たものですから、発生しないようにしっかりと

した研修を。濃度の濃いといいますか、本当に

意味のある研修になるように、政策調整費も使っ

て、いろいろなことも考えていらっしゃるとい

うことなので、ぜひよろしくお願いしたいと思っ

ています。

もう一つ、同じ70ページの下のほうにありま

す予算が、2,000万円ぐらいついてるのに1,000

万円減額ということなので、この海外と国内と

分けて研修経費なんですけれども、これに参加

される方が意欲がない、予算より半分しか行か

なかったと思ってしまっていいのか、意欲がな

くなっていると思ってしまっていいのか、どう

いうことなのか、ちょっとお伺いしたいと思っ

ております。

○片寄人事課長 今回、約1,000万円の補正減を

やっておりまして、そのうち１の国内派遣研修

に関する経費、これは自治大学と政策研究院大

学、当初８名で予定しておりましたけれども、

最終的に自治大学が６名、政策研究院大学が１

名ということで、当初の見込みより最終的に１

名減った関係で減額してございます。

それから、２番目の海外派遣に関する経費で

一番大きいのは自治体国際化協会という組織が

ございまして、そこに派遣して、それからシン

ガポールですとか、ソウルに職員が海外派遣さ

れるわけなんですけれども、今回はシンガポー

ルとソウルの派遣の予算を組んでいたんですけ

れど、ソウル分につきましては、東京の本部で

の研修の時期に当たりまして、海外派遣に要す

る経費がソウル分について不要になった関係で

今回落としてあります。

それと、あわせまして、私ども約２週間ぐら

いの短期の海外派遣研修、それぞれ職員が自主

的に企画をしまして、公募した上で審査をして

派遣を決定しております。今回は５名ぐらい予

定していたんですけれど、選考の結果、最終的

に２名の派遣にいたしまして、この分の予算が

落ちてございます。

国内派遣のほうが、もともと590万あったの

が360万で、結果として230万の減額でございま

す。それから、海外の分の790万円につきまして

は、２週間の短期研修のほうが250万の減、それ

から自治体国際化協会のソウル関係の分が530万

の減ということでございます。

○丸山委員 できるだけ国内外に、できれば海

外も含めてなんですけれども、やはり外で見て

肌で感じるというのは、非常に大きな成果につ

ながっていくと思ってますので。最近、少し真

面目になり過ぎている感じもするもんですから、

しっかり海外でも研修をやっていくんだという

気持ちでお願いしておきたいと思っております。

○清山委員長 ほか、ございますか。

委員会資料の３ページで地方消費税清算金。56

億円の増ですけれども、これ、単純に想定して

いた国としての消費税収入が上回ったことを受

けての増額なんですか。

○髙林税務課長 この地方消費税清算金のもの

でございますが、平成27年度当初予算を見積も

る際、全国ベースでございますので、国の地方

財政計画をもとに算出していたところなんです
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が、その見込みよりも今年度分が大体実績が積

んでおりますので、その実績が上回ってきたと

いうことでございます。

○清山委員長 あと税務課に、９ページの県税

の課税免除等の特例に関する条例の一部改正条

例なんですけれども、これちょっとわかりにく

かったんですが、かみ砕いて教えていただきた

いなと思ったんですけれど。これは企業の地方

移転を促すための減税、優遇税制にあわせた条

例改正、そういう趣旨なんですか。ちょっと教

えていただければ。

○髙林税務課長 これにつきましては、地方再

生関係になるものでございまして、先ほどちょっ

と移転型と拡充型と申しましたけれど、例えば

東京23区から本社機能を移転して、そして本社

機能を有する、例えば事務所だとか、研究所だ

とか、そういったのを取得価格3,800万以上、中

小企業にあっては1,900万以上なんですけれど、

こういったものを整備した場合とか。もう一つ、

拡充型と申しまして、これ23区以外から、例え

ば沖縄でもどこでもいいんですけれど、そちら

のほうから本社機能を移転したりとか、もしく

は県内でもいいんですが、そういった本社機能

を拡充した場合につきましては、県の認定を受

けたものにつきましては、不動産取得税とか事

業税を不均一課税ということで、本来の税率よ

り低く設定しているというものでございます。

それによりまして、地域の再生を促すものでご

ざいます。

○清山委員長 不均一課税措置というのが減税

のことなんですよね、言葉がわかりにくかった

ので。

あと、最後に５ページの諸収入の商工貸付金

元利収入で57億円減ってなってますけれど、こ

れについてちょっと説明いただけないかなと。

○阪本財政課長 ５ページの諸収入。商工貸付

金元利収入で△の57億3,700万、これは中小企業

の融資制度貸付金でございまして、年度当初に

県が機構に対しまして貸し付けを行って、その

先に実際に企業に貸し付けるんですけれども、

基本的に年度当初に貸しまして年度末に返って

くる。この返ってくる分の減でございますが、

結局それだけ需要がなかったということで貸し

付けが減り、その分、償還が減ったというもの

でございます。

○清山委員長 この57億円減の部分は、その見

込みの需要を下回った分と理解していいですか。

○阪本財政課長 そのとおりでございます。

○清山委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

○菓子野総務課長 総務課でございます。

損害賠償額を定めたことについて御説明をい

たします。

お手元の常任委員会資料の15ページをお開き

いただきたいと思います。

これは、平成27年11月24日に、宮崎県税・総

務事務所の職員が、県庁４号館、南側駐車場に

バックで駐車しようとしていたところ、隣に駐

車しておりました相手方車両に接触したもので

ございます。

事故原因は、職員の後方確認不足によるもの

でございまして、過失は全て県側にございます。

損害賠償額は、８万6,160円で任意保険により全

額支払われているところでございます。

交通事故防止につきましては、日ごろから注

意を喚起しているところでありますが、再発防

止に向けて、指導をさらに徹底してまいりたい

と考えております。以上でございます。

○清山委員長 今の報告事項について質疑はご

ざいませんか。



- 54 -

平成28年３月３日(木)

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、次にその他の報告事

項に関する説明を求めます。

○菓子野総務課長 それでは、その他の報告事

項でございます。

宮崎県公共施設等総合管理計画素案について

御説明をいたします。

お手元の委員会資料16ページをお開きいただ

きたいと思います。

なお、お手元には別冊１、別冊２で宮崎県公

共施設等総合管理計画の素案及びその概要版を

お配りしておりますので、あわせてごらんいた

だきたいと思います。

まずは、委員会資料をごらんいただきたいと

思います。

委員会資料16ページでございます。

１の計画策定の目的でございます。高度成長

期に急速に整備されました公共施設につきまし

ては、今後、建物系施設、インフラ（社会基盤）

施設のいずれにつきましても、急速に老朽化が

進行してまいります。また一方で、人口減少、

少子高齢化や厳しい行財政運営が見込まれてお

ります。

これらのことから、本計画は県が保有してい

る全ての公共施設等の保有・運営・維持の最適

化を図り、財政負担の最小化と施設保有効果の

最大化を実現するために、施設の総合的・計画

的な管理について、基本的な方針を示すもので

ございます。

２の対象となる公共施設等でございますけれ

ども、県が保有している全ての建物系施設と道

路・河川・ダムなどのインフラ施設でございま

す。

３の計画期間でございます。来年度から47年

度までの20年間を計画期間としており、おおむ

ね５年ごとに見直しを行う予定にしております。

４の公共施設等の管理に関する基本方針でご

ざいますけれど、３点掲げてございます。

１つ目として、総合的・計画的な管理のため

の全庁的な推進体制を構築すること。２つ目と

して、施設配置・総量の最適化を図ること。３

つ目として、施設の老朽化対策の強化に取り組

むこととしております。

５の今後のスケジュールでございますけれど

も、この補正の委員会終了後、速やかにパブリッ

クコメント及び市町村に対する意見照会を行い

まして、その結果を踏まえて、平成28年６月定

例会に議案として提出する予定にしております。

それでは、素案の概要について御説明いたし

ます。

お手元の別冊１の資料、宮崎県公共施設等総

合管理計画の概要版、１ページをお開きいただ

きたいと思います。折り畳んでございますので、

申しわけございません、広げていただきたいと

思います。

左側から、計画策定の目的、計画期間、フォ

ローアップの実施について記載しておりますが、

これらにつきましては先ほどと同内容でござい

ますので省略いたします。

個別施設計画の策定についてであります。

今回、策定します総合管理計画は、公共施設

等の管理に関する基本方針を定めるものでござ

いまして、いわゆる総論であります。その実行

計画としての性格を持つ個別施設計画につきま

しては、平成32年度までに策定することとして

おります。総合管理計画は、個別施設計画の策

定をもって完結となります。

次のページをお開きください。

本県における公共施設等の現況及び将来の見

通しについてでございます。
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右側に建物系施設の現状、中央にはインフラ

施設の現状、右側には将来人口の見通しと財政

状況について記載しております。

まず、左側の建物系施設の現状についてでご

ざいます。

（１）の施設の保有状況でございます。平成26

年度末現在で846施設、棟数で5,266棟、延べ床

面積にいたしますと約224万平米の建物を保有し

ております。

中段に老朽化の現状を記載しておりますが、

赤い四角で囲んだ部分が築後30年以上を経過し

た建物でございます。下のほうの帯グラフをご

らんください。築後30年を経過した建物は、現

在47.5％、10年後には67.6％、20年後には94.3

％と老朽化が進むことが見込まれています。

次に、中央部分のインフラ施設の現状でござ

います。

上段に主な施設の保有状況の一覧表、下段の

ほうに老朽化の状況を施設分類ごとに記載して

おります。

老朽化の状況におきましては、建設後50年を

経過した施設を帯グラフにおいて赤色にして記

載しております。この帯グラフを見てまいりま

すと、20年後にはかなりの割合で老朽化が進行

いたします。

次に、右側の３、人口の推移及び将来推計に

ついてであります。

これは十分御承知のことですが、本県人口は

国立社会保障・人口問題研究所の推計では、平

成52年には約90万人まで減少することが見込ま

れています。また、年代別割合の推移及び将来

推計は、本県財政を支える生産年齢人口及び将

来を担う年少人口の割合が下がり、老齢人口の

割合が増加してまいります。

その下の宮崎県の財政状況でございます。棒

グラフの赤い部分が公共施設等の建設や改修に

必要となる投資的経費でございます。ピークで

ありました平成９年度と比べまして、平成27年

度は約４割の金額となっております。

次のページをお開きいただきたいと思います。

公共施設等の総合的・計画的な管理に関する

基本方針でございます。

まず、左側から、現状や課題に関する基本認

識についてでございます。

まず、公共施設全般の課題でございますけれ

ども、これまで公共施設につきましては各部局

で縦割りで管理されており、全庁的な情報共有

などに欠けていたのが現状でございました。既

存施設の有効活用や戦略的な長寿命化といった

課題に取り組みますために、今後、全庁的な推

進体制を構築する必要があると考えております。

次に、建物系施設についてであります。

人口減少や少子高齢化の進展に伴い、行政需

要が変化していくことが予想されます。こうし

た変化に対応して公共施設等の最適配置や有効

活用、さらには総量の最適化を図る必要がある

と考えております。

また、施設の老朽化対策を強化して、施設の

機能や安全の確保、施設の長寿命化を推進し、

財政負担の低減化・平準化を図る必要がござい

ます。

次に、インフラ施設でございますが、建物系

施設と同様に施設の長寿命化を推進するととも

に利用者の安全や耐震性能など、大規模災害時

にも対応できる機能等の確保をする必要がござ

います。

次に、公共施設等の管理に関する基本方針で

ございます。

資料の中央、上の段をごらんいただきたいと

思います。
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公共施設等を取り巻くさまざまな課題を踏ま

え、今後ファシリティマネジメントやアセット

マネジメントの考え方を基本に、図のような施

策体系により公営施設の保有・運営・維持の最

適化を実現してまいります。

まず、総合的・計画的な管理のための全庁的

な推進体制の構築でございます。

建物系施設、インフラ系施設に関する全ての

情報が、一元的に集約されるよう体制の構築を

図ります。

建物系施設については、施設配置、総量の最

適化、施設の老朽化対策を強化いたします。イ

ンフラ施設につきましては、同じく施設の老朽

化対策を強化いたします。

下の四角囲みをごらんください。

全庁的な推進体制の構築でございますけれど

も、副知事をトップといたします公有財産調整

委員会を活用いたしまして、企業局長や病院局

長を新たに委員として加えることで、県有施設

全般にかかわるマネジメントセンターとしたい

と考えております。

次に、右上の施設配置・総量の適正化をごら

んください。

（１）の県有施設評価システムの構築では、

建物系施設の劣化状況や利用実態等の情報を多

元的に収集・分析するとともに、一元的に管理

することといたします。

右側にある総量適正化のイメージでございま

すけれど、これは評価の一手法ではございます

けれども、施設の利用率を縦軸に、建物の性能

を横軸に、そのいずれもが低い場合は廃止など、

一つ一つの施設をその実態を踏まえて評価して

まいります。

（２）の国、市町村との情報共有につきまし

ては、国や市町村と連携を図り、情報を共有す

るための協議会等を設置していくことで、それ

ぞれが管理施設を一つに集約したり、空きスペ

ースを相互に利用するなど、効率的・効果的な

施設管理を図ってまいります。

また、（３）の施設の統廃合の検討につきまし

ては、（１）の建物評価の結果や（２）の国や市

町村との連携、さらには民間施設や民間資金の

活用も視野に入れた施設の統廃合等の検討を

行ってまいります。

これらの取り組みによりまして、計画期間の20

年間で、既存施設の延べ床面積を５％縮減する

こととしております。

次に、（４）の未利用財産の有効活用につきま

しては、施設の統廃合等により生じた未利用財

産について、市町村や民間への売却、貸し付け

を行うことによりまして、早期に資産の有効活

用を図ることとしております。

下段の施設の老朽化対策についてであります。

これは、建物系施設及びインフラ施設に共通

する方針でございます。（１）の施設利用者の安

全確保、（２）の耐震性能等の施設機能の確保、

（３）のメンテナンスサイクルの構築、（４）の

長寿命化による財政負担の軽減と平準化などに

よりまして、老朽化対策の強化を図ってまいり

ます。

次のページをお開きいただきたいと思います。

施設類型ごとの管理に関する基本的な方針で

あります。左側に建物系施設、右側にインフラ

施設の個別計画策定スケジュールを記載してお

ります。

これらのうち県営住宅、トンネル、橋梁、港

湾施設などの一部施設では、既にアセットマネ

ジメントの考え方に基づき、長寿命化修繕計画

等が策定されております。これらにつきまして

は、当該計画をもって個別施設計画の策定にか
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えるものといたしまして、あわせてこの総合管

理計画の考え方に基づきました当該長寿命化修

繕計画の見直しを図ってまいります。

なお、左側の表の下にありますように、建物

系施設につきましては、平成17年度から知事部

局と教育庁の建物を対象といたしまして、宮崎

県県有建物保全業務推進プランが策定されてい

ます。この計画に基づきまして、建物の劣化状

況調査が行われておりまして、今後、30年間の

修繕計画であります県有建物保全計画が策定さ

れております。

今後ともこのような建物系施設に共通した取

り組みを拡充していきまして、個別施設計画策

定の支援に努めたいと考えております。

なお、個別施設計画は、平成32年度までに策

定することとしておりますが、今後新たに策定

していくものも含めまして、可能な限り早期に

策定してまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。

○郡司危機管理局長 危機管理課でございます。

３件、御報告をさせていただきたいと思いま

す。

まず、１点目でございますが、霧島山（えび

の高原（硫黄山）周辺）の噴火警報発表に伴う

立ち入り規制等についてでございます。

委員会資料の17ページをお開きいただきたい

と思います。

霧島山（えびの高原（硫黄山）周辺）の噴火

警報の発表を受けまして、関係機関で立ち入り

規制等を実施したところでございます。

１の規制の開始日でございますが、平成28年

２月28日、日曜日、11時でございます。

２の規制の内容でございますが、（１）の立ち

入り規制につきましては、えびの市のほうで実

施をされておりますが、硫黄山からおおむね１

キロの範囲ということで、18ページの地図をつ

けておりますが、赤い円の範囲でございます。

２、県道１号線（小林えびの高原牧園線）の

通行どめにつきましては、道路管理者でありま

す県のほうで実施をさせていただいております

が、19ページの別図２で範囲を示させていただ

いております。

さらに、３でございます。登山道の通行どめ

でございますが、これにつきましては、18ペー

ジの別添１の赤線部分、これが通行どめをして

おります登山道でございます。

それから、資料にはございませんけれども、29

日以降の火山の状況でございますけれども、福

岡管区気象台によりますと、29日以降、本日の

午前８時まででございますが、地震の回数は３

回ということでございます。それと、火山性微

動、それから傾斜計の変動等には、特に変化は

見られないということでございます。

また、今後の火山対策の予定でございますけ

れども、火山防災連絡会の開催を現在３月７日

で調整をしているところでございます。この連

絡会では、今回の防災対策の検証、これをまず

行いたいと思っております。それと、観光客へ

の安全確保対策等の確認、こういったものをや

りまして、関係機関と情報共有しながら連携を

深めてまいりたいと、連携を図ってまいりたい

と考えているところでございます。

次に、南海トラフ地震における具体的な応急

対策活動に関する計画に基づく宮崎県実施計画

について御説明をさせていただきます。

計画本体につきましては、別途お配りしてお

ります別冊３、これが計画本体でございます。

別冊３のほうでは、左側に国の計画、右側に県

の実施計画を記載をさせていただいております。

あわせてごらんになっていただければと思って
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おります。

それでは、委員会資料の20ページをごらんい

ただきたいと思います。

まず、１の背景でございますが、国は平成27

年３月に、南海トラフ地震における具体的な応

急対策活動に関する計画、いわゆる具体計画を

策定いたしまして、南海トラフ地震の発生後、

国等の防災関係機関は直ちに救助活動、医療活

動、物資調達等の災害応急対策活動を開始いた

しまして、特に被害が甚大と見込まれる地域に

は、人的・物的資源を重点的かつ迅速に投入す

るとされたところでございます。

県では、この具体計画を踏まえまして、国の

支援を円滑に受け入れ、被災地に迅速に配分し

ていくために実施計画を策定したところでござ

います。

次に、２の実施計画の主な項目でございます

けれども、次ページ以降で御説明をさせていた

だきたいと思います。21ページをごらんいただ

きたいと思います。

まず、第１章、実施計画の適用についてでご

ざいますけれども、国の具体計画が発動された

場合の県や防災関係機関の役割、それからタイ

ムラインに沿った応急対策活動等を記載してお

ります。タイムラインにつきましては、別冊３

の10ページに記載をさせていただいているとこ

ろでございます。

続きまして、資料の22ページをごらんいただ

きたいと思います。

上段の第２章、緊急輸送地域ルート計画でご

ざいますが、下のルートのイメージをごらんに

なっていただきたいと思います。具体計画に定

める緊急ルートから応援部隊が集結する活動拠

点、救助活動拠点までのルート、あるいは市町

村が物資を集積する地域内輸送拠点までのルー

ト等につきまして、県内106の路線を緊急輸送地

域ルートとして定めたところでございます。こ

のルートにつきましては、別冊３の16ページと18

ページに記載をさせていただいております。ま

た、地図につきましては、125ページ以降に記載

をさせていただいているところでございます。

後ほどごらんになっていただければと思います。

下段の第３章、救助・救急、消火活動等に係

る計画でございますが、下の応急応援部隊の動

きをごらんいただきたいと思います。警察、消

防の部隊は、具体計画に定めます広域進出拠点

あるいは進出拠点を経由いたしまして、県内９

カ所の救助活動拠点に移動いたします。そこか

ら災害現場での救助活動等に向かうこととして

おります。また、自衛隊につきましては、直接、

救助活動拠点に移動することとなっております。

なお、救助活動拠点が被災した場合等に備えま

して、市町村単位での救助活動拠点22カ所も想

定をさせていただいているところでございます。

県が選定をいたしました救助活動拠点につき

ましては、別冊３の36ページに、市町村単位の

救助活動拠点につきましては、38ページに記載

をさせていただいております。

資料の23ページをごらんいただきたいと思い

ます。

第４章、医療活動に係る計画でございますが、

下のほうのイメージでございますけれども、全

国からのＤＭＡＴの動きをごらんいただきたい

と思います。災害派遣医療チームでありますＤ

ＭＡＴは、災害現場、県内11カ所の災害拠点病

院等あるいは県内４カ所の航空搬送拠点臨時医

療施設でありますＳＣＵにおいて医療活動を行

うこととしております。

それから、下段の第５章、物資調達に係る計

画でございますが、下のほうの国からの支援物
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資の流れをごらんいただきたいと思います。

国から輸送されます食料、毛布等の物資を広

域物資輸送拠点で受け入れまして、市町村が定

めます県内29カ所の地域内輸送拠点に直ちに搬

送することとしております。地域内輸送拠点に

つきましては、別冊３の84ページに記載をさせ

ていただいております。

なお、県の被害想定、避難者数に基づいて算

定いたしました市町村への物資配分計画につき

ましては、96ページに記載をさせていただいて

おります。

それでは、資料24ページにお戻りいただきた

いと思います。

第６章、燃料供給に係る計画でございます。

下のほうの燃料供給の流れをごらんいただき

たいと思います。災害発生時は石油連盟、それ

から全国石油商業組合連合会、宮崎県石油商業

組合から、優先供給施設や緊急通行車両に優先

的に燃料を供給していくこととしております。

以上が計画の概要でございますが、この計画

につきましては、今後、総合防災訓練等を通じ

まして検証を行います。

それと、インフラ等の整備状況、このインフ

ラの整備の進捗に応じましても、必要な見直し

を図っていくこととしておりますので、よろし

くお願いしたいと思います。

それでは、最後になりますが、宮崎県地域防

災計画原子力災害対策編の修正についてでござ

います。

委員会資料の25ページをごらんいただきたい

と思います。

まず、１、修正の理由でございます。平成24

年10月に策定されました国の原子力災害対策指

針におきまして、原子力発電所から30キロ圏外

については、具体的な対策が示されておりませ

んでしたけれども、昨年４月に改正されました

指針では、30キロ圏外については、国が防護措

置の必要性を判断し、屋内退避の指示を行うな

ど、事故の状況等を踏まえた対応が示されたと

ころでございます。

本県では、平成26年３月に、宮崎県地域防災

計画の中に、原子力災害対策編を新設いたしま

したけれども、国の指針の改正等を踏まえまし

て、今回、その修正を行うものでございます。

２の修正案の概要の前に、資料の26ページを

ごらんいただきたいと思います。

こちらのほうに国が示しました原子力災害対

策の概要をまとめております。参考１には、原

子力発電所から30キロ圏内の原子力災害対策重

点区域について、参考２には、事故発生時の防

護措置の流れを記載させていただいております。

参考の２をごらんいただきたいと思いますが、

本県を含む30キロ圏外におきましては、事故発

生後、全交流電源が喪失するなどして、いわゆ

る全面緊急事態に至った場合、住民等に対して

屋内退避を実施する可能性のある旨の注意喚起

を行うこととされております。

その後、事態が悪化した場合、原子力規制委

員会が屋内退避の必要性を判断することとされ

ておりまして、放射性物質の放出後は、国が主

体となって実施する緊急時モニタリングの結果、

基準値を超える空間放射線量率が測定された場

合、追加的な防護措置として、国の指示により

一時移転等が実施される流れとなっております。

25ページにお戻りいただきたいと思います。

次に、２、修正案の概要についてでございま

すけれども、１点目といたしまして、本県にお

いて実施する防護措置に係る規定の整備を行っ

ております。アの事故発生時の防護措置にあり

ますように、先ほど御説明いたしました事故発
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生時に30キロ圏外において、国の指示により実

施されます屋内退避、一時移転等の防護措置に

ついて、住民への迅速・的確な情報伝達など、

県、市町村の役割等に係る規定を整備したとこ

ろでございます。

また、イの防護措置に係る体制の整備にあり

ますように、屋内退避、一時移転等の際の市町

村における避難所の指定など、防護措置を実施

する上で必要となる体制についての規定も整備

いたしました。

２点目といたしまして、（２）にありますよう

に、情報連絡体制について、よりわかりやすく

明示するために、九州電力、県、市町村等から

住民までの情報連絡体系図を新設しております。

最後になりますが、今後のスケジュールでご

ざいます。

３月下旬に開催予定の防災会議で修正案を審

議し、決定していただく予定でございます。

危機管理課の説明は以上でございます。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

その他、報告事項についての質疑はありませ

んか。

○丸山委員 公共施設管理等の計画についてお

伺いしたいんですが、内容はある程度わかりま

したけれども、気になるのは、統廃合の検討の

中に、国、市町村との情報共有っていうのが必

要だと書いてあるんですが。県はこれで済むん

ですが、国とか、特に市町村はそれぞれインフ

ラを持ってると思ってるんですが、市町村も同

じような検討をやられていて、うまく全部マッ

チングしていくと理解してよろしいでしょうか。

○菓子野総務課長 この公共施設等総合管理計

画につきましては、国及び全ての地方公共団体

で策定するように総務省からも指導があったと

ころでございます。

現在、県のほうで策定しておりますけれども、

市町村のほうでも、まだ検討段階でございます

けれど、策定の検討を進めているという状況で

ございます。

情報共有については、お互いの利益になるこ

とでございますので、国、県、市町村、それぞ

れ情報交換を活発にしていきたいと思ってます。

今、宮崎市と県、そして国の三者で、エリア

マネジメント協議会というのが既にできており

ます。こんな形を各市町村ともつくっていきた

い、そういうふうに考えております。

○丸山委員 国、市町村ともしっかり連携しな

がら進めていただきたいなと思っておりますし、

あと気になるのは、やはり効率性とか考えてし

まうと、どうしても都市部に全部まとまってし

まって、地方の施設はほとんど切り捨てられる

んじゃないかということも考えられる可能性は

あると思ってまして。以前、土木事務所の再編

のときにいろいろあったと思っています。その

ときに、やはりしっかりうまく協議していかな

いと、総論はわかるんだけれども、各論になっ

ていくと、非常に各市町村、調整がうまくいか

ないんじゃないかなというのも想定できるんで

はないのかなと思っていまして。その辺の調整

を今後どうやって市町村または国とかかわって

いくのかなというのもお伺いしたいと思ってお

ります。

○菓子野総務課長 これは公共施設全般に言え

ることでございますけれども、ある行政目的達

成のための手段として設けられるというもので

ございます。

公共施設管理計画は、その管理の最適化を図

ると考えております。施設をどういったところ

に置くのか、どういった形にするのかというの

は、その行政目的自体の問題であると思ってお
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ります。そういった議論があった上で、公共施

設の管理計画、これを効率化していこう、最適

化していこうという議論ができるものと考えて

おります。

ですから、十分そういった公共施設のあり方

自体をしっかり議論していく。県は当然でござ

いますけれども、市町村も交えて、そして県議

会の皆様とも意見交換をしながら進めていくべ

き、そういった行政目的自体の問題ではないか

と考えております。

○丸山委員 ぜひ、我々にも情報提供していた

だきながら、実際、住んでいる県民が本当に安

心して今後ずっと宮崎に住み続けられるような

形をしっかりと取り組んでいただきたいと思っ

ております。

○坂口委員 今の施設管理に関してですけれど、

いみじくもある目的を達成するための手段とし

て施設は持つんだと言われたですよね。そのこ

とごとくが、目的を達成できなかったのが今の

過疎だと思うんです。

将来の利用率、利用するかを考えて今後マネ

ジメントされると、目的を達せないまま、その

目的を放棄するどころか、さらにそれを拍車を

かけていく、いわゆる一極集中ですよ。

そこらはやはりどんなぐあいに位置づけるの

かというのが一つ。

○菓子野総務課長 地方創生など、行政目的が

強化されるべき場面では、利用率が低い場合で

も、その利用率を高める、そういった努力が必

要であると思っております。

利用率で施設を判断するといいますのは、行

政目的から見て施策の手段として代替性がある

といった、行政目的が許容する範囲内でそういっ

た利用率とか建物性能なんかを見ていくという

位置づけではないかと考えております。

○坂口委員 やはりそこはしっかり頭に置いて。

全て合理的にやっていくんならもう全て民間に

任せればいいだけのことで、何のための公共施

設なのかというと、あくまでも手段であって、

手段を講じて目的を達せなかったら、撤退だけ

でなくて、さらなる次の手段をここで投資する

かということも、やはり考えていかなきゃいか

んというのが一つ。

恐らく地域がこれから生き残る最後のチャン

スになっていくんじゃないかなというのが一つ

と。それと宮崎市との連携が今うまくいってる

ということだったですけれど、宮崎市は県より

早くこういったマネジメントに入ってるんです

よね。老朽施設の管理のあり方を早く立ち上げ

て、全国でも早い時点でやってるんですよ。だ

からうまくいったけれど、他の残りの自治体と

うまくいくっていうことは、なかなかなことだ

と思うんです。

そこらをやはり少し頭の中に入れながらやっ

ていかないと、思った以上にこれは時間を要す

ることになるんじゃないかなと思いますけれど、

そこらどんなぐあいですか。

○菓子野総務課長 市町村におきましても、例

えば、道路とか橋梁のメンテナンス、そういっ

た問題を抱えているわけなんですけれども、や

はり技術者がいないとか、経験がないとか、そ

ういった問題があると考えております。

今、平成26年度から、橋梁、道路についてな

んですけれど、県と市町村、国、あわせてメン

テナンス会議といったことをやっておりまして、

技術の伝播といったことを実践しているところ

でございます。

26年度からということですから、まだまだこ

れからなんですけれども、そういった市町村の

取り組み自体も求められてくるわけですので、
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県と市町村一緒になって、またそういったこと

の対応をしてまいりたいと思っております。

○坂口委員 まずは、そこらからだと思うんで

す。

それと、もう一つ、今度は具体的にやってい

くと、先ほど、この公共施設の建物とインフラ

という仕分けが一つありましたね。その中で、

財政状況に合わせて平準化していって、そこに

投資する金額をおのずとならしていこうという、

いわゆるアセットマネジメント的な考え方が一

つ。最近出てきたのがファシリティマネジメン

トで、必要なときに必要なことをやっていこうっ

ていう考え。この整合をとっていく必要がある

と思うんです。

そこらのところを詰めていくと、箱物も言わ

れましたけれども、僕はもうこれは相当昔、10

数年前から委員会なんかで言ってきてた。特に

営繕課あたりに言ってきてたんだけれど、やは

り大型施設は、建物を人間とみなしてカルテを

つくったらどうかっていうことを言ってたんで

す。これは初期の段階で、今やれば本当に軽い

治療で大丈夫ですよとか、これはもうステージ

３にも４にもなっていきましたよということで、

やはりそういったことを早急に実行されていく

のが必要じゃないかなと思うのが一つ。これは

要望として申し上げておきますけれど。

それから、説明資料で３ページの未利用財産

の有効活用のところですけれども、この中で詰

めていったら、この箱物要らないよとなったと

きに、それをそのまま放置するわけにはいかな

い。

具体的には、本会議で言いましたように、新

富の富養園なんかを言ってるんですけれど、こ

れもいつまでも放置するわけにはいかない。撤

去する跡地、更地になった問題。これを有効活

用する場合─今の条例では、県が頭を悩まし

ているように、例えば富養園跡地ですけれど、

あれは新富が相当な苦労をしたんですよ。墓を

どけたり、地権者まとめたり、あそこに病院つ

くるというもんだから、あれ、ただで寄附した

んですよ。

ところが、病院は僕らとの約束まで踏みにじっ

て、５つの機能だけを移転するんだって言って、

あと残すんだと言いながらいつの間にかなくし

てしまった。これは負担付寄附ですよ。ただで

返さないというのは、道理に反しますよ。病院

がなくなったんだから。

ところが、今の条例の中じゃやれない。そう

なったら、たまたまこの前、財務局が宮崎市に

ただでやったように、国は特例というのをつけ

てるじゃないですか。

だから、今から県も条例の改正を考えて特例

を持っとかないと。跡地があいた、そんなお荷

物要りませんってなったときに、何とかここに、

例えば避難タワーをつくってくれないかとか

なったときに、避難タワーなんて、あなたはど

この町ですかって、それだめなんていうこと言

えないんだから、あらゆる人を受け入れななら

んわけだから、そしたらその土地は県が提供し

ますよ、だから何とか自治体でやってくれない

かとかいう、そういったことが具体的に出てく

ると思うんです。

でも、今、県にはそんな条例ないんです。こ

の計画を押すと、詰めていく結論はおのずとも

うただであげるっていうのは排除せざるを得な

い。そこらから準備していかないとだめですよ。

考え方をちょっと聞かせておいてほしいです。

○菓子野総務課長 富養園の問題につきまして

は、今、病院局のほうからも相談を受けたりし

ております。
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基本的には、病院局の問題ではあるんでしょ

うけれど、病院局のほうでは、まだ新富町から

の具体的な計画が出てきてない状況ではあるけ

れども、要望書等が出てきているというお話を

伺っております。

これは病院局所管の財産でございまして、基

本的には知事部局の条例だけで申し上げますと、

寄附を経た財産については、今のところ３割減

額譲渡が条例の規定でございます。

知事の特認といったものがございまして、第

２項なんですけれども、その特認で３割を超え

られるかどうかという問題があるわけなんです

が。第１項で３割譲渡だと、特認がある場合に

は、その３割を云々ということがあるわけなん

ですけれども、今、第１項の趣旨を曲げるわけ

にはいきませんので、特認によって無償譲渡と

いうことは、基本的には難しいと考えておりま

す。実際の運用も３割から５割ぐらいの運用を

しております。

もう一つ、例えば、市町村道の下に県有地が

あるという場合がございます。これについては、

その下に当たる県有地については、これは無償

譲渡すると、水路についても一緒でございます。

条例の現在の解釈はそういうことになっており

ます。

○坂口委員 いや、だからだめだと言ってるん

です。今できないじゃないかって、特認でやろ

うと思えばやるんだけれど、やらないじゃない

ですか。それじゃ、病院局、これやらせますか。

そんなことやったら知事部局がやることと病院

局がやること帳尻合わなくなるじゃないですか。

財産なんていつでもこちらに移管できるじゃな

いですか。そんなつまらんこと言ってなくって、

これをやるんだったらやれるように体制整えて

おきなさいということを言っとるんです。

新富町が計画上がってないというけれど、上

がったんですよ。無償じゃないというから下がっ

たんですよ。だから、そんなつまらんことをや

るなって言ってるんです。

そして、今言われたのは北高の入り口の話だ

ろうけれど、新富も道路やるのにできなかった

んですよ。新富の児湯るぴなす支援学校、あそ

こ町道整備するのに、町は買えって言うからや

らなくて、こんな直角になっちゃったんです。

誰が困りますか、支援学校の利用者たちですよ。

だから、そんなつまらないことだめだって言っ

てるんです。

○清山委員長 いいですか、意見で。

○坂口委員 いや、だからもう一回しないと、

今のここで言質になってしまったらもう何もや

らないということだから、そこら問題が、意識

を持つかどうかですよ。

今のが完璧って言うんなら完璧って言ってお

いてください。その後は、また考えて行動とる

から。

○成合総務部長 基本的なところは、今、総務

課長がお話したところでございまして。委員も

御存じのとおり、やはり特別会計と一般会計の

違いがありまして、特別会計の場合は公営企業

会計ということで、移しかえる場合にはそれな

りの、例えば特別会計から一般会計にその財産

を移す場合は、一般会計から買い取らなくちゃ

いけないというような、恐らく大きな額になろ

うかと思いますけれど、基本的な認識は一般会

計のほうでは、今、もう総務課長が申したとお

りで、現状はそういうことでございます。

ただ、今、委員が言われたように、国の動き、

あるいは各県の動向等もありますので、富養園

の個別の問題については、また病院局で検討さ

れると思いますけれど、一般会計の財産につい
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てもまた委員の御指摘の点を踏まえて、各県状

況等も見ながら、調査なり研究なりをしていく

必要があろうかと思っております。

○坂口委員 小さい宿舎とかそんなところで、

もう使わないってなったような施設で、その土

地だって利用価値が限られるっていうものとか、

お金をかけなくて済めば、これはまた公衆のた

めに生かせるというようなものもやはりいっぱ

い出てくると思うんです。

今、個別に富養園を言ったけれど、これはそ

のときの寄附したときの、この明文化されたも

のこそないけれども、そういうことだったんで

すよ。病院を建てる土地が欲しいと、病院をつ

くるんなら、じゃあ、ここにつくってください

ということでやったら、最後にあの県立病院の

今度の富養園の移転計画のときは、五大疾患だ

けを移管して、残りは全て残して機能を維持し

ていくという約束だったんですよ。ところが、

それが抜けてしまった、宮崎大に移ってしまっ

た。あとは、福祉施設をつくっただけじゃない

ですか。

だから、そんなこと言ってだましちゃだめだっ

て。あれ、新富があのときあえて負担付寄附っ

ていうことでの形を、ちゃんとしっかりその約

定書に入れていれば別だけれど、そんなことや

はり紳士協定で入れなかったけれど、中身はそ

うですよということなんです。

だから、やはり新富にただで返すことが当た

り前じゃないですかって、でもそういう特別な

例でさえ、今、説明したようにただでは返せな

いでしょうって、買い取りなさいでしょう。そ

んなばかなことをやらせちゃだめですよってい

うこと、まして今度は使えない土地で処分せざ

るを得ない土地、どなたも金かけてそれをいた

だく必要はない。市町村も、そんな土地は遊ば

せておいちゃだめだから。あらゆることを想定

して、そういった条例なんかの整備だけはして

おいたらどうですかっていうことを言ってるん

です。

○菓子野総務課長 実態だけですけれども、今

の条例で寄附をしていただいて、私たちも高校

とか、いろんな施設で使わせていただいて、地

元のほうからまた譲与してほしいというような

要望があったこともございます。

ただし、今の条例が、３割譲渡という規定が

ございますので、私たちとしてはそれにのっとっ

て今まで鑑定評価の７割で買っていただいてい

ると、そういったことで運用をし続けてきてい

るという状況であります。

○星原委員 公共施設等の総合管理計画で、計

画期間を20年間というような、年数はそういう

形ですが、計画期間の中で、県、市町村、連携

とりながら情報を全部集めますよね。

それに今度、古い順番に必要か必要でないか

をやって、実施はこの計画期間の中でももう随

時やっていく形なんですか。

そうなると、予算的なものが多分かなり─

高度経済成長時代にいろんな道路にしても、橋

からトンネルからいろんなものを、あるいは建

物もいっぱいできてるわけで、それの対応の仕

方を同じ形には─多分、取捨選択するものが

出てくると思うんですけれども、あるいは県と

市町村が共同で使えるものとかそういう組み方

の中で、お互いに資金的なものが要ればそうい

う予算割合とか、いろんなものを決めていくと

なったときに、今あるものの耐用年数とか、ど

ういうふうにしていくかということはできるだ

ろうけれど、実施にはどういうふうに今後取り

組んでいくか。そういう基金でもあればいいけ

れども、ない中で実際にはどうしていくのか、
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そこまで踏み込んでいかないと、この計画を立

てるだけじゃまずいと思うんですけれど、その

辺はどう考えているんですか。

○菓子野総務課長 この計画が実行力を持つた

めには、やはり長寿命化のための全庁的な仕組

みが必要だろうと思います。それに伴う財源措

置といったものも必要だろうと思っております。

これはまだ研究途上でございますけれど、各

県では予算枠をつくるとか、そういった取り組

みもしているようでございます。

それらを研究いたしまして、いわゆる予防保

全として長寿命化を図っていくということでご

ざいます。その予防保全を確実に実施できる、

優先順位の高いものの予防保全を全庁的に確実

にやっていくといったことが求められています

ので、そういった仕組みづくりについて、今後

とも研究していきたいと思っております。

○星原委員 もう一点。そういう形でこれから

インフラの整備に向けて一方でやっていこうと

したときに、今後つくるもの、建物にしても、

今まででも大体50年とか、あるいはそれ以上と

いうことになってくると、今、出てるように人

口減少社会が進んでいく、地域がどのように変

わっていくのか、今の現状どおりで進む形では

ない、人口の形態も変わる、あるいはいろんな

そういう施設を利用する形態もかなり変わって

いって、その中で何十年間の云々となったとき

には、その判断というのかな、そういうものの

見込みが相当出てこないと、なかなか取りかか

る形に行かないんじゃないかなというのも想定

されるんですよね。

そうすると、やはりもうもちろん国、県、市

町村が一つの形で、日本全体の中で各市町村と

か地方公共団体だけでは多分進まないと思うん

です。そういうことを国に対しても言って、ど

ういう形で調査して、出た結果においてどうい

う形で進むべきかとか、そういうものがどこか

にないと、計画とかそういうものは練れても、

実施に入るにはなかなか難しいんじゃないかな

と思ってますが、国やら市町村とは、今、連携

とってるって話でしたけれども、国とのこうい

う問題についてのかかわり方というか、連携の

とり方なんかはなされているわけですか。

○菓子野総務課長 まず、インフラ系施設につ

いてなんですけれども、国がいろんな補助金の

箇所づけをいたします。その箇所づけの前提に

は、個別施設計画がないと箇所づけしないといっ

た話も出てきております。

そして、建物系施設については、いろんな予

算措置制度といいますか、交付税制度といいま

すか、そういったものが考えられておりまして、

例えば建物を除却するときに、県債が立てられ

るとか、また別の建物を統廃合する条件として

は、統廃合した延べ床面積が統廃合前よりも少

なくならないといけないんですけれど、そういっ

たものに対する県債について交付税措置、統合

すると、そういった財政措置を国としても考え

ていただいている。

実際、今のところ、制度があるわけなんです

けれども、これは例の笹子トンネルの落盤事故

から始まった話でございまして、国も推進方針

を持っておりまして、全地方自治体で進めてい

こうという話でございますので、そういったこ

とがちゃんと推進できるように、国にもちゃん

と要望していきたいと思っております。

○清山委員長 よろしいですか。ほかは。

○来住委員 宮崎県地域防災計画原子力災害編

について、ちょっと教えてください。

今の説明の中で、30キロ圏外について国が判

断すると、それで（２）の中で情報連絡系統図
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の新設。これは今後、新しくつくるんだろうと

思うんです。

今年の３月下旬に開催する防災会議において

修正を審議してつくるとなっているんですけれ

ど。具体的に、まず、僕はもう30キロというの

に線を引くこと自身が、もうひとつの安全神話

から来てると思うんですけれど、それはもうこ

こで議論したってしようがないですから。具体

的に情報連絡系統図を市町村でつくらないと多

分できないと思うんです。ここでは県の防災会

議において修正を審議し、決定する予定だとなっ

てるんですけれど、まずその辺を教えていただ

きたい。

一つは各市町村がつくらないといけないん

じゃないかって思うんですけれど、もう一つは、

原発の関係で言えば、一番近いのは西諸、北諸、

南那珂が近いわけですけれど、どの辺までをそ

れをつくらせる計画なのか。宮崎県全部、つく

らせる計画になっているのか。もう少しそこを

わかりやすく説明してくれませんか。

○郡司危機管理局長 資料の25ページの修正案

の概要の（２）情報連絡系統図の新設のところ

でございますけれども、これにつきましては、

まず県の計画でございますので、例えば事故が

あった場合、九州電力のほうから県のほうに連

絡が入ります。これは並行して鹿児島県からも

県のほうに入ります。

県の災害対策本部で受けた情報につきまして、

いわゆる報道機関でありますとか、あるいは県

警本部、各消防本部、もちろん市町村、そういっ

たものに対する情報連絡の系統図を整理をさせ

ていただいた。今までは文章で書いていたもの

を、いわゆる系統図という形でわかりやすく整

理をさせていただくということ。

それから、お尋ねの市町村はということでご

ざいますが、市町村は、例えば消防団でありま

すとか、自治会に対する情報の系統図は、今度

は市町村の地域防災計画で整理をしていただく

ことになろうかと思っております。

それと、原子力対策編を今回修正をさせてい

ただきますけれども、市町村の取り組みといい

ましょうか、市町村の地域防災計画なんですけ

れども、現在、県内の市町村で、地域防災計画

に原子力対策編を記載している市町村が15市町

村ございます。

既につくられているところは、また県の改正

等も踏まえまして、市町村の原子力対策編の見

直しをされると考えておりますが、残りの11市

町村につきましても、内容については検討はし

ていると伺っているところでございます。

○来住委員 そうすると、県の計画は、今、言

われたように各市町村だとか、そういうところ

への連絡網はちゃんとつくると。

一番問題なのは、住民等の関係ですよね。住

民が避難したり、屋内退避するとかいうことに

なりますから。その15市町村がつくってる計画

がどんな計画か僕もわかりませんし、まだでき

てないところについてはどうするのか。それは

各市町村に裁量権というのか、責任があるでしょ

うから、どんな計画をつくるかは各市町村の責

任になると思うんですけれど、県としては、例

えば全市町村につくらせるというような方針は

持っていらっしゃるのかな。もう市町村にお任

せしてますから、つくってもつくらんでもいい

よというようなことになってるのか、それとも

やはりちゃんと作成をしなさいというような方

針になっているのかどうか知りたいです。

○郡司危機管理局長 市町村の地域防災計画の

原子力対策編を作成するかどうかにつきまして

は、基本的には市町村の自主的な判断というこ
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とでございますけれども、県といたしましては、

やはり県の計画で原子力対策編を修正いたしま

すので、必要な助言につきましては、積極的に

行っていきたいと考えているところでございま

す。

○来住委員 都城で経験したのは、ちょっとわ

けが違いますけれど、例の新燃岳の降灰によっ

て、雨が30ミリ以上降ったときには、いわゆる

川沿いに避難をしなきゃいけないわけです。僕

は、当時、市議会議員だったんですけれど、市

長としては、とにかく、もう空振りは幾らして

もいいけれど、見逃し三振だけはだめだという

ことで、何回か避難をさせたんだけれど、雨が

それだけ降らなかったんです。しかし、高齢者

たちはみんな必要なところに避難をしたという

経験があるんです。

しかし、それは現実には、例えば都城で言う

なら、西岳のほうの荒川内というところがあり

ます。戸数はそんなに多くないです。実際は、

動かなきゃならないのは現実には公民館長なん

です。女性の公民館長です。今もそうだと思い

ますけれど。彼女がずっと一軒一軒避難してく

ださいって言って全部回るわけです。

今回のこの問題はもっと突発的ですよね。そ

うしますと、具体的に各市町村の計画をつくる

上で、公民館長さんだとか、民生委員さんだと

か、そういう人たちのいわゆる知恵、力という

のは非常に大きいと思いますし、それから実際

にそれを発令したときに、夜中なのか、冬なの

か、ふだんの日の学校がやってるとき、開校し

ているときになるのか、条件はいろいろありま

すよね。そういう意味では、かなり広い知恵を

結集しないとできないと思うんですけれど、そ

の点はどうなんでしょうか。

例えば、僕がちょっと見てないんで、都城は

この15市町村の中に入ってるのかどうか、しか

もその中に原子力対策の問題が入ってるのかど

うか。しかもそれは、いわゆる退避が計画に盛

り込まれているのか、そういう計画があるって

いうのは、少なくともうちには来てませんので。

そういう点でもっと深い総合的な、そして現

実味のある計画にしておかないと、実際になか

なかそうはいかないんじゃないかと思うんです

けれど、ちょっとそこ辺お聞きしたい。

○清山委員長 ここで委員の皆様にお諮りいた

しますが、本日の日程、４時までとなっており

ますが、このまま継続してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 総務部が終了次第、休憩をとり

たいと思います。

○郡司危機管理局長 お尋ねの都城市の地域防

災計画に原子力対策編があるかということにつ

きましては、都城市のほうではまだ現在策定は

されてないと聞いておりますが、地域住民に対

してこういった原子力事故が起こった際の伝達

手段、これにつきましては、いわゆる防災行政

無線でありますとか、あるいは消防の広報車等

で知らせるのは、当然、市町村のほうで対応し

ていただくと思うんですけれども。より大事な

のは、やはり地域住民にこういう事故が起こっ

た場合は、こういう対策をとっていただきます

よという、今後は啓発をしていくことではない

かと考えております。

これにつきましては、また市町村さんとも、

住民啓発のやり方等につきましても御相談させ

ていただきたいと、そういった形で進めさせて

いただきたいと考えております。

○丸山委員 硫黄山のことについて少しお伺い

したいんですけれど、28日にああいう緊急にな

りまして、そのときの一般質問、いろいろ質疑、
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質問とかあってるんですが、それの経緯があっ

て、３月７日に連絡協議会を開催するという発

言があったんですが、具体的には７日にはどう

いったことを協議される予定になっているのか

をお伺いしたいと思っております。

○郡司危機管理局長 今回のいわゆる立ち入り

規制等、これはえびの市さん、あるいは県のほ

うでも道路管理者、それから登山道管理者等が

規制を行いましたけれども、それと当時11時に

警報が発令した段階で、登山客等いらっしゃっ

たわけなんですけれども、下山をするようにと

いう注意喚起をやったわけなんですが、こういっ

た対応が迅速に行われたかどうか、こういった

ものをまず検証していきたいというのが一つ。

それと、もう一つは、今後の問題でもあるん

ですけれども、やはり観光客等へ、硫黄山の状

況等について、情報を的確に届ける必要がある

と思いますので、そういった伝達の方法、例え

ばパンフレットをつくるとか、看板をかけると

か、掲示するとか、そういう方法もあろうかと

思いますが、こういった安全対策についての確

認等をやっていきたいと考えているところでご

ざいます。

○清山委員長 間もなく２時間半程度になりま

すけれども、トイレに行きたい職員は我慢しな

いで遠慮なく行ってください。

○丸山委員 この硫黄山が、以前、立ち入り規

制があったときに、非常に長くかかってしまっ

て。安全面はもちろん必要だと思ってるんです

が、霧島全体の経済面、観光面、非常に大きな

打撃を受けたというのがありまして。我々のも

とにもよく火山性地震とか、微動だったとかい

う言葉すら、どう違うのか等含めて、あんまり

理解されていない。

53回地震があったことはどう意味があるの

かっていうのは、我々ほとんどど素人が多いも

のですから、50回超せば立ち入り規制をかける

んですかとか、何かそういうのがあるんですかっ

てよく聞かれるもんですから。まず言葉の問題

も少し、微動と地震の違いとか、それで何がど

う影響があるのかっていうのを含めて、アナウ

ンス、観光含めて説明していただきたいと思っ

て。その辺をお願いしたいと思ってるんですが

いかがでしょうか。

○郡司危機管理局長 地震、微動の違いという

のは、マグマの動きによって生じるのが微動で

ありますとか、あるいは地震については、その

マグマが周りの岩石等を粉砕して進むといった

ときに地震が発生するとか言われております。

委員がおっしゃたようにやはり一般県民にわか

りやすいような用語につきましても、今回、３

月７日に連絡会議、気象庁さんもお見えになり

ますので、そこ辺につきましてももう少し表現

の工夫等については、ちょっとお話をさせてい

ただけたらと思っております。

○丸山委員 地域住民で、霧島っていうのはや

はり火山で一緒に共生していく、災害もあるか

もしれんけれど共生していくというのが、これ

までのスタンスだと思っていまして、逆に温泉

とか、火山によって非常にありがたい恩恵を与

えてもらっていると思っていながら、こういっ

たふうに危険があるということで、封鎖されて

観光面含めて非常に影響大きいものですから。

これがいつ、どういうレベルになれば解除でき

るんだろうかって、すぐそういう話になってし

まっていまして。実際、春から観光地、山登り

を含めて今からというときに、こういうの非常

に大きいと思ってるもんですから。

気象台のほうにも、先ほど言いました言葉自

体が本当にわかりづらい、何がどういうふうに
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危険性があるのかっていうのが、これまでも恐

らく観測してないものだから、データがないも

んだから、安全面に配慮し過ぎているんじゃな

いかと、私どもに一般県民は相談するものです

から。どうにかしてくださいよって言われても、

なかなか私自身も説明できない、しづらいもの

ですから、本当にこの言葉をわかりやすくしっ

かりとしていただくように、強く要望しておき

たいと思っております。

○郡司危機管理局長 ただいま丸山委員から御

発言のありました内容につきましては、気象庁

にしっかりとつないでいきたいと考えておりま

す。

○清山委員長 ほか、ございますか。

ちょっと１点手短に、総務課長にお伺いした

いんですけれど。この公共施設の管理計画で延

べ床面積を今後20年で５％縮減すると書いてる

んですけれど、この５％の根拠について、簡単

に何かあればお示しいただければ。

○菓子野総務課長 この削減率５％につきまし

ては、計画策定委員会において検討してまいり

ました。その中で次のような意見があったとこ

ろでございます。

人口減少や県の財政状況等を踏まえると、建

物系施設については全体的に抑制的に運用すべ

きであること。しかしながら、行政施設につい

ては、県民サービスの提供の拠点であることか

ら、基本的に統廃合は困難であること。スポー

ツ系施設についても、今後、検討すべき課題も

多いこと。一方で、職員住宅、県営住宅につい

ては、入居率等が低いところもありまして、都

市近郊にあっては、民間施設等の活用等も考え

られることといった意見がございました。

５％削減につきましては、これらを踏まえま

して、行政サービスの維持と効率的な施設管理

を実現するといった観点から、総合的に判断し

たものでございます。

今後、各部局が個別施設計画を策定してまい

りますけれども、その全庁的な取り組み指針と

して、この５％を掲げていきたいと考えており

ます。

○清山委員長 今の答え聞くと、結構感覚的に

決めて数字が出てきているような気がする。実

際そうだと思うんですけれど、本来は、ここに

今後の経費の見込みで、１年当たり168億が必要

とかいろいろ書いてますけれど、本来は将来耐

え得る財政負担の規模だったり、将来の行政需

要の推計を行ってから、もしかしたらふえるか

もしれないし、もしかしたら10％かもしれませ

んけれど、そういうふうに削減目標、縮減目標

は、本来立てるべきじゃないかなと思うんです

けれど、ちょっとこういう具体的な数字出すの

は─（「地震」と呼ぶ者あり）─地震ですね。

危機管理局の仕事があるかもしれないですね。

意見で終わります。

総務部はよろしいですか、こういうところで。

では、総務部を終了します。暫時休憩します。

午後４時12分休憩

午後４時15分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました補正予算関連議案

の説明を求めます。

○舟田会計管理者 座ったままで失礼します。

会計管理局の平成27年度２月補正予算につき

まして御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料、379ページをお願

いいたします。

会計管理局では、1,488万1,000円の減額をお

願いしております。この結果、補正後の予算額
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は５億3,025万7,000円となります。

その主なものにつきまして御説明申し上げま

す。

383ページをお願いいたします。

まず、上の段の（目）一般管理費（事項）職

員費になりますけれども、1,241万9,000円の増

額であります。これは給与改定等に伴う人件費

の増額でございます。

次に、中ほどの（目）会計管理費（事項）出

納事務費ですが、2,523万円の減額であります。

これはその下の説明欄にありますとおり、出納

事務執行及び財務会計システムの運営管理等に

要した経費の執行残であります。

最後になりますが、下の段の（事項）証紙収

入事務費ですが、207万円の減額であります。こ

れは、主に証紙売りさばき人に対して支払いま

す、売りさばき手数料の執行残であります。

会計管理局は以上でございます。御審議のほ

ど、どうぞよろしくお願いいたします。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について何か質疑はありませんか。

○坂口委員 売りさばき手数料、200万円減とい

うと、売り上げがどれぐらい減になるか。これ

は何ぼだったですかね、１枚。

○井上会計課長 売り上げに対して3.24％支払

います。

○清山委員長 ほか、ございませんか。よろし

いですか。

それでは、その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 では、以上をもって会計管理局

を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時18分休憩

午後４時19分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました補正予算関連議案

の説明を求めます。

○亀田人事委員会事務局長 それでは、人事委

員会事務局の平成27年度２月補正予算につきま

して御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の457ページをお願

いいたします。

人事委員会事務局では、総額で290万9,000円

の減額補正をお願いいたしております。この結

果、補正後の額は１億4,200万6,000円となって

おります。

それでは、主な補正の内容について御説明い

たします。

461ページをお願いいたします。

ページの中ほどにあります（事項）職員費の92

万7,000円の増額補正でございますが、これは給

与改定等に伴うものであります。

次に、下から２段目の（事項）県職員採用試

験及び任用研修調査費の176万1,000円の減額補

正でありますが、これは職員採用試験の実施に

要する経費の執行残等に伴うものでございます。

次のページをお願いいたします。

ページの一番下でございますが、（事項）審査

監督費、111万5,000円の減額補正でありますが、

これは不服申し立ての審査に係る事務的経費等

の執行残等に伴うものでございます。

説明は以上でございます。御審議のほど、よ

ろしくお願いいたします。

○清山委員長 説明が終了しました。

議案について質疑はございませんか。

○丸山委員 ここ数年、特にことしなどは景気

がよくて、倍率とかもかなり変わってきてるん

じゃないかと。最近は、１次、２次で県職員に
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通っても、途中で何らかの理由で、ほかの市と

か国に行くという事例もかなりふえてきている

ようなことをよく聞くんですけれども。ことし

とか来年、平成28年度の採用の中で、人員確保

はしっかりできたのか、あともう一つ、もう少

し詳しく聞きますと、これはもう農政になるの

かもしれませんが、獣医師の確保が大変とかい

ろんなことがあったと思うんですが、職員の確

保について少しお伺いできればなと思っている

ところなんですけれども。

○藪田総務課長 今の御質問ですけれど、まず

職員採用試験の現状から申し上げますと、県職

員採用試験で採用するのが多い大学卒業程度の

事例で申し上げますと、今年度は789名の方が受

験されまして、最終合格者が134名ということで、

競争倍率が5.9倍となっております。

近年の状況を見てみますと、受験者数につき

ましては、最近はほぼ横ばいの状態が続いてお

りまして、ただ採用数が増加をしている関係で、

競争倍率はかなり低下をしてきております。

例えば、昨年度は、大卒全体で5.30倍という

競争倍率でしたけれども、これは平成に入りま

して、３番目に低い数字ということになってお

ります。

また、警察官の採用試験も実施しております

けれども、警察官の採用試験につきましては、

５年前と受験者数を見てみますと、約４割減少

しているということで非常に厳しい状況にござ

います。

このような状況を受けまして、今年度も実施

し、また今現在、来年度の計画を立てていると

ころでございますけれども、一つには、まず広

報の強化ということで、県職員の仕事のやりが

いですとか、魅力をいろんな機会を通してＰＲ

していくということに力を入れております。

県主催のものとしては、今週末、日曜日に、

ＡＺＭホールで県職員、警察官ガイダンスとい

うことで実施いたしますけれども、それ以外に

も、主に九州の各大学に直接赴きまして、リク

ルート活動を行っているところでございます。

また、できるだけたくさんの方に受験しても

らうように、今、試験制度につきましても、そ

の都度、見直しを行っているところでございま

す。

○丸山委員 やはり県の発展には、県職員の人

事、マンパワーがかなり必要でありますので。

たしか、きのう、おとといから大学生解禁とい

いますか、民間のほうが始まったということで

ありますので、恐らく景気がいいものですから、

結構民間のほうにどんどん人材がいってしまっ

て、やはり県の職員もしっかり確保をお願いを

しておきたいと思います。よろしくお願いして

おきます。

○清山委員長 よろしいですか。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上をもって人事委

員会事務局を終了いたします。お疲れさまでし

た。

暫時休憩いたします。

午後４時24分休憩

午後４時26分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました補正予算関連議案

の説明を求めます。

○小八重監査事務局長 それでは、監査事務局

の平成27年度２月補正予算について御説明いた

します。

お手元の歳出予算説明資料の451ページをお開



- 72 -

平成28年３月３日(木)

きください。

表の一番上の補正額の欄にありますように、

総額で274万3,000円の減額をお願いいたしてお

ります。この結果、補正後の予算総額は、右か

ら３列目の欄にございますとおり２億62 1

万2,000円となります。

次に、補正の主な内容について御説明いたし

ます。

455ページをお開きください。

まず、（目）委員費、258万1,000円の減額でご

ざいます。これは（事項）委員報酬で208万1,000

円、また（事項）運営費で50万円をそれぞれ減

額するもので、いずれも執行残に伴うものでご

ざいます。

次に、下から３段目、（目）事務局費につきま

しては、２つの事項の増減差し引きの合計で８

万2,000円の減額となっております。

１つ目が（事項）職員費で、給与改定等に伴

い、101万8,000円の増額をお願いいたしており

ます。２つ目が、資料をおめくりいただきまし

て、456ページの一番上の段でございますが、（事

項）運営費が執行残に伴い、110万円の減額をお

願いいたしております。

説明は以上でございます。よろしく御審議の

ほど、お願いいたします。

○清山委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はございませんか。

○丸山委員 外部監査委員は、ことし、どのよ

うなテーマで行ったか教えていただくとありが

たいかなと思っているんですけれども。

○青山監査第一課長 今年度につきましては、

農林水産関係と環境森林関係の補助事業等につ

いての監査をされました。

○丸山委員 補助事業っていっぱいあるもので

すから、ハードなのかソフトなのか、どんなイ

メージを持って、どういう視点でこれまでの監

査と違った視点で行われているのか。具体的に

わからなければ、わかっている範囲で教えてい

ただくとありがたいかなと思っております。

○青山監査第一課長 テーマを選ばれた理由が、

予算枠で１割近くを占めるということで、その

中で各部、各課とやりとりをしながら絞り込み

をされたと聞いております。

○丸山委員 この外部監査委員制度、始まって10

年以上たつのではないのかなと思っていますけ

れども、これは本当に生かされているのかって

いうのが。非常に高い外部費用もかけています

ので、我々目線ではなくて、本当に公認会計士

とかいろいろな形として、チェックかけていた

だいていると思ってるものですから、それが生

かされているのかっていうのが、若干わかりづ

らいのかなというイメージを持ってるもんです

から、その辺をしっかりこの外部監査委員をう

まく生かすような形として。なかなかこの外部

監査委員に関しては、監査事務局がどうこうで

きる問題ではないかもしれませんけれども、しっ

かりと外部監査委員のほうにも、外部監査委員

の目として─多分1,500万円か1,600万円近く

かけておりますので、それが本当に生かされる

お金だというふうに、お願いしておきたいと思っ

ております。

○清山委員長 ほか、ございませんか。

その他でございませんか。

ちょっと私のほうから、もう一つ。今、外部

監査の話ありましたけれど、これは話として、

宮崎市なんか税理士さんも外部監査委員として

入れながら、多様性を確保しているって言われ

るんですけれど。たしかに県内、公認会計士の

数も少なくて、広く人材を求める意味では、必

ずしも公認会計士だけに限定しないという考え
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方もあり得るのかなと思うんですけれども。そ

ういうことで税理士もそれにかわってすること

ができるということで、今後、広くそういう人

材も検討されてはどうかなと思うんですが、い

かがでしょうか。

○小八重監査事務局長 実は、昨年でございま

すが、弁護士会、税理士会のほうから、交流し

てもらえないかというようなお話がございまし

て。今、公認会計士にお願いしているのは、財

務監査をやるというのが主流になっております

ので、公認会計士ということでやっております

けれども、法律上は弁護士さん、あるいは税理

士の資格を有する人というような形でも門戸が

開かれておりますので、これから一遍にという

わけにはいかないでしょうけれども、どの場面

で税理士さんに入っていただけるか、あるいは

高度な法律の話が出てきたときには、弁護士さ

んも入れていただくというような形で、専門の

外部監査委員にお願いするとかいうことでやっ

ていく方法はあるのかとは思ってます。

今のところ、九州各県では、そういった例は

１つか２つしかありませんので、ほかの県の例

等も参考にしながら、やはりそれぞれの専門で

見ていただくということが必要でございますの

で、そういう検討はしてまいりたいと思います。

○清山委員長 ぜひ、さまざまなやり方検討し

ていただければと思っております。

○星原委員 委員報酬が200万円ちょっと減額に

なってますよね。前年度、26年度と比較しても

減額になってるんだけれど。これは前年度と同

じだったら、こういうふうな計上の仕方をしな

くてもよかったんじゃないかなと思うんですが、

これはどういうことですか。

○小八重監査事務局長 去年の４月に識見の２

人がかわられまして、６月分の期末手当の基準

日が６月１日ということでなってますので、３

月未満の方は30％ですね、要するに県の職員が

入ったときも、初任のときには６月のボーナス

は丸々出ないのと同じように、基準額に0.3を掛

けるということで、識見のお二人分が今回は減っ

ているということでございます。

○清山委員長 よろしいでしょうか。

その他ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上をもって監査事

務局を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時33分休憩

午後４時34分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました補正予算関連議案

の説明を求めます。

○日隈事務局長 お疲れさまでございます。議

会事務局でございます。

議会事務局の平成27年度２月補正予算につき

まして御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料、１ページをお開

きください。

左から２列目の補正額の欄でございます

が、3,053万1,000円の減額補正を計上しており

ます。補正後の予算額につきましては、右から

３列目の補正後の額の欄でございますけれど

も、11億125万8,000円となります。

補正予算の内容について御説明いたします。

５ページをごらんください。

款項目の目レベルでまず御説明いたします。

まず、上から４段目の（目）議会費でございま

すが、2,360万2,000円の減額補正でございます。

主なものといたしましては、次の（事項）議員
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報酬の682万3,000円の減額であります。主な理

由を申し上げますと、今回当選されました新人

の議員の方々の６月期の期末手当、これは３割

の支給ということになっておりまして、その執

行残でございます。

１つ飛んで、次に（事項）議会一般運営費

の1,602万9,000円の減額であります。これは議

員年金給付経費負担金の負担金率の確定による、

下がってるんですけれども、それによります執

行残でございます。

次に、下から３段目の（目）事務局費でござ

いますが、これは692万9,000円の減額補正でご

ざいます。中身は増減、理由がございまして、

内訳といたしましては、次の（事項）職員費に

つきましては、343万円の増額でありまして、こ

れは給与改定に伴う増額補正等でございます。

次に６ページをお開きください。

今度は減額になりますが、（事項）議会一般運

営費につきまして、858万円の減額であります。

これは、議会棟などの緊急補修分の工事請負費

等の執行残が主な理由でございます。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○清山委員長 説明が終了しました。

議案について質疑はございませんか。

よろしいですか。その他、何かございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 では、以上をもって議会事務局

を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時38分休憩

午後４時40分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてでございますが、委員会

日程の最終日に行うことになっておりますので、

あす行いたいと思います。開会時刻は午後１時

としたいのですが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、委員長報告骨子（案）についてでござ

いますが、本来であれば採決後に御意見いただ

くところですけれども、今回、日程に余裕がご

ざいませんので、この場で協議させていただき

たいと存じます。

委員長報告の骨子、項目及び内容について御

意見をお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後４時41分休憩

午後４時46分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくということで御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 そのようにいたします。

その他で何かございませんか。

何もないようでしたら、本日の委員会を終了

いたしたいと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 以上をもちまして終了いたしま

す。

午後４時46分散会
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午後０時59分再開

出席委員（８人）

委 員 長 清 山 知 憲

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますけれども、採決

の前に各議案について、賛否も含めて御意見を

お願いいたします。

○来住委員 同意できない議案として、１つだ

け、議案第63号については賛成できません。あ

との議案については同意できます。内容につい

ては、また本会議で述べたいと思います。

○清山委員長 わかりました。

そのほか、何かございませんか。

○満行委員 会派で討議したんですけど、この

地方創生の事業のあり方については、やはり問

題があると。うちの事業でも全く同じ事業を28

年度するのに、名前も全く一緒なのに新規って

つく、一体これって何なんだろうという議論が

出まして。当然ほかの委員会でも、多くの関連

の予算が出ているということで反対はできませ

んが、討論の中で、やはり本質的にこの地方創

生がどうなのかと、こういう事業でいいのかと

いうことを述べたいと思っております。

ですから、議案については、全て賛成という

方向でいきたいと思います。

○清山委員長 わかりました。

その他ございますか。よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、ほかにないようです

ので、これより議案の採決を行います。

議案の採決につきましては、一部を個別採決、

残り一括採決としたいと思いますが、よろしい

でしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

議案により賛否が分かれておりますので、ま

ず、先に議案第63号「県税の課税免除等の特例

に関する条例の一部を改正する条例」について

採決を行います。

この議案第63号について、原案のとおり可決

することに賛成の方の挙手をお願いいたします。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手多数。よって、議案第63号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、議案第46号、47号、48号、67号、68号、

第75号の各号議案について、一括して採決いた

します。

各号議案につきましては、原案のとおり可決

することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 異議なしと認めます。よって、

平成28年３月４日(金)
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各号議案につきましては、原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

その他で何かございませんか。よろしいでしょ

うか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上で委員会を終了

いたします。

午後１時３分閉会


